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天皇陛下をお迎え
一 電子商取引ご視察 一

=曝 翻醗

財団法人 日本情報処理開発協会

電子商取引実証推進協議会(ECOM)

会長 井川 博
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平 成10年9月16日 は,天 皇陛下 が電子商取 引 の ご視察 のため行幸 された大変輝 か しい 日

と して,ECOMの 歴 史の上 に深 く刻み込 まれ る ことにな りま した。 、

天皇陛 下が 情報 化 関係 機 関 をご視 察 されたの は初 め ての こ ととお聞 きしてお ります が,

特 に電子商取引 につい て ご視 察い ただけた とい うことは,私 どもこの問題 に関係 してい る

者 と しては,光 栄 これ に まさる ものはあ りませ ん。

ご視 察 には,通 商産業省 渡辺事務次 官,広 瀬機械情報産業局長 に もこ陪席いた だ き,ま

ずJECALS(企 業 間電子 商取 引推 進機構)事 務所 において,電 子 商取 引全般 につ いて私か

ら,企 業 間電子商取引 について荒木東京電力(株)社 長(JECALS評 議 会議i長)か ら,自 動車
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CALSに ついて塙 日産 自動 車(株)社 長か らご説 明 を申 し上 げま した。次 にECOM大 会議室 に

場 所 を移 し,秋 草 富 士 通(株)社 長(ECOM理 事)か ら企 業 一消費 者 間電子 商取 引 お よび

ECOMの 活動状 況 を,さ らに実証実験 の一例 と して 「まち こ」 につ いて神林(株)NTTデ ー

タ社 長か らご説 明 申 し上 げ,最 後 に再び私 か ら全体 の結 びのお話 を申 し上げ ま した。

私か らは特 に,わ が国の電子商取引が実証実験 の段 階 を終 え,こ れか ら実用化 に足 を踏

み入 れる非常 に重要 な時期であ る こと,芽 を出 したばか りの この若木 に水 や肥料 を与 え太

陽 に当てて立派 な大 木 に育 ててい くため には,こ れ まで以 上 に官民協力 して努力 していか

なければ ならない とい うことをお伝 え しま した。

陛下 には大変 ご熱心 にご説明 をお聞 きいただ き,ま たデモ ンス トレーシ ョンをご覧 いた

だいたわけですが,ご 質問 か らは,ECOMの 活動 が国際的 に注 目を集め てい るこ とを評価

されつつ も,電 子商取 引 として は,欧 米 と くに米 国 との格差が大 きい こ とに対す る ご懸念,

また国内的 には現在 の不況 のため電子商取 引の進展が妨 げ られてい るこ とへ の こ憂慮 が伺

われ,今 後官民一体 となって努力 を致 します とお答 えを しなが ら,お 御 心 に対 して恐催す

る気持 ちで一杯で した。

会議室 での ご説明が終 了 しご退 出の ため事務所 の 中 をお通 りにな られ た際,こ れは予 定

外 の こ とで したが,主 席研 究員 一人一人 に労 い と励 ま しのお言葉 を賜 りま した。 ご案 内 申

しあげる立場 として はスケ ジュー ルのオーバ ー タイムが気 にな りつ つ も,反 面,そ うした

陛下 のお心遣 いに対 し,感 激 に胸塞が る思 いで した。

私か ら,「ECOMお よびJECALSで は,私 ども日本情報処理 開発協 会(皿PDEC)の 職員 と

関係 各社 よ り出向 して きていただいて いる極 めて優秀 な研究 員が一体 とな り,さ らに会員

各社の皆様,関 係 団体 の方 々のご協力 を仰 ぎなが ら,こ れ まで電子商取引推進 のための事

業 を行 って まい りま したが,こ れか らもよ り一層 力 を尽 くして まい ります」 と申 し上 げ,

陛下 か ら 「大変難 しい仕 事ですが,大 事 な仕事 ですか ら頑張 って くだ さい」 とい うお言葉

を頂 戴致 しま した。

JECALSとECOMの ご視察 の後,陛 下 は さらに同 じタイム24ビ ル にあるテ ピア ・デ ジタ

ルプ ラザ をご視察 にな り,市 民 コンピュー タ教室 の模様 な どをご覧 にな りました。その際,

教 室で受講 されていた方々 とも親 し くお話 にな り,受 講生 の皆様 もいた く感 激 されてい た

ようです。

当 日の朝 は,台 風5号 の影響 で雨風 が激 し く吹 き荒 れてい たのです が,陛 下が到着 され

る直前 に風雨 も収 ま り,約2時 間の ご視察 を終 え られお帰 りのお車 をお見送 りす る際 には・

遠 く富士山 まで見渡せ るほ どに台風 一過の晴天 とな りま した。

私 自身の心 の中 もまさに 日本晴 れで,今 日の光栄 に一杯 の感激 に満 た されてお りま した

が,こ れは関係者 一 同が感 じた ことだ と思 い ます。 同時 に・電子商取引 の推進 には まだま

だ多 くのハー ドルが ある と思 われ ますが,皆 様 と力 を合せて,必 ず や これ を乗 り越 えてい

か なければな らない とい う決意 を新 た に した次 第です。
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寄稿 ・鰯 説

西暦2§00年 問題への取組の現状と課題

通商産業省 機械情報産業周 情報処理振興課

1.2000年 問 題 に つ い て

①2000年 問題 とは?

2000年 問題 とは,コ ンピュー タが2000年 以

降の西暦 年 デー タを処理 す る際 に,正 常 な処

理 を行 わ ないため に起 こる トラブ ルー般 を指

す。 では,な ぜ,2000年 以 降 の西 暦年 デー タ

が問題 になるのか。 日付 を標記 す る場合1998

年 を98年 と省略 す る こ とは,我 々人 間の世界

で も よ く行 うこ とだが,コ ンピュー タの世界

で も,上2桁 の19を 省略 し,下2桁 で デー タを

扱 う こ とが 一般 的 で あ った。 下2桁 で デ ー タ

を扱 う場 合,コ ンピュ ー タの 中での記憶 容量

は,下4桁 の場 合 に比べ格段 に小 さ くて済 む。

現在 で は コ ンピュー タの処理 能力 もか な り向

上 したが,ほ んの10年 ほ ど前 まで は下4桁 の

デー タを高 速 で処 理 す るこ とは極 めて困 難で

あ った ため,下2桁 で処 理す る こ とが 世界 の

慣例 で あ った。 これ は,コ ン ピュー タハ ー ド

自身の システ ム時計 や ソフ トウェア全般 に言

える こ とであ る。

下2桁 で デ ー タを扱 うコ ン ピュー タの 中で

は,西 暦2000年 を 「00」 と して判 断 し,19

「00」年 と区別 が つ か な くな る。 そ して コ ン

ピュー タは,「99」 と 「00」の順 序 を比 べ た と

き,「00」 は 「99」 よ りも古 い と判 断 し,そ

の結 果2000年 が1999年 よ りも古 い こ とにな っ

て しまう。

上記 の よ うに,2000年 問題 の本 質 は極 め て

単 純 であ るが,こ れが 昨今,巷 間 で大 きく取

り上 げ られ る原 因 は どこ にあ るの か 。皆 様

の 身 の 回 りを眺 め て頂 きた い 。現 代 の ほ と

ん どの経 済 活 動 ・社 会 活 動 は コ ン ピュー タ

に大 き く依 存 してお り,コ ン ピュー タ と し

て認 識 され て い る もの だけ に限 らず,家 庭

電 化 製 品 を初 め,信 号 機 や エ レベ ー タ とい

っ た身 近 な もの,工 場 の制 御 シス テ ム,発

電所,飛 行 機 等 も コ ン ピュ ー タで動 い て い

る。 この よ う に現 代 社 会 の基 盤 をな して い

る コ ン ピュー タが2000年 に な って 正常 に動

か な くな る と した ら,大 混乱 が起 きる の で

は ない だ ろ うか 。 ビデ オの タ イマ ーが 作 動

しな くな る とい った 身 近 な こ とか ら,銀 行

の シ ス テ ム の トラ ブ ル で 預 金 が な くな る,

ひ ょっ と した ら ミサ イルが とん で くるか も

… とい う ま さに世 紀 末 にふ さわ しい大 混 乱

を予測 す る一部 マ ス コ ミの報 道 は,現 代 社

会 の コ ンピ ュー タへ の依 存 度 の大 き さを示

してい る もので ある。

コ ンピュ ー タ システ ム は多種 多様 で あ り,
ト

実 際 に どの よ うな トラブ ルが 起 こ るの か は

っ き り した予 測 が しに くい もの で あ る とい

う こ とは事 実 で あ る(ひ ょっ と した ら本 当

に上 で述 べ た よ うな大 混 乱 が起 こる か も し

れ ない が)。 しか しなが ら,各 シス テ ムに つ

い て冷 静 に現 状 を把 握 し,か か る報 道 の真

実 が も う少 し見 えて くる もので ある。
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② 対 応方法

ハ ー ドウ ェアや 基本 ソ フ ト(OS)が2000年

対 応で きてい ない場 合 に は,新 た に対応 す る

機種 やOSを 導 入す るの が もっ と も安 全 で あ

ろ う。

プ ロ グラム の中 で 日付 デ ー タを下2桁 で 処

理 して い る場合 の対 処 方法 と して,一 つ は,

そ もそ も日付 デ ー タ を4桁 で扱 うよ うに プ ロ

グラムを書 き換 えて しま う方 法が あ る。 この

場 合,修 正が大が か りな もの にな るこ と もあ

るので,も う一 つの 方法 は,デ ー タは2桁 の

ま まで,処 理 す る際 に4桁 にす る とい う もの

で あ る。具体 的 には,例 え ば,「60」 以上 は

1900年 代 の デー タと して,「59」 未 満 は2000

年代 の デー タ として扱 うとい うもの であ る。

いず れ にせ よ,現 在保 有 してい る システム

を活用 しようと した場 合 には,プ ロ グラムの

修正 とい う方 法 しか ない と思 われ るが,こ の

作 業の 中で大 きな比重 を占め るのは,プ ログ

ラムの修 正作業 そ の もの とい うよ りは,修 正

を要 す る プロ グ ラム資 産 の チ ェ ックで あ り,

さ らに修正作業 が終 了 した後 のテ ス トで ある

と言 わ れてい る。最 近 では 日付 デー タを含 む

個 所 を検 索す る ソフ トウェア も発 売 されて い

るが,企 業 の保 有す る莫大 な数の プ ログラム

の 中か ら,ど の部分 に 日付 デ ー タが含 まれて

い るの か探 し出す の は容 易 な こ とで はない 。

また,そ の ような莫大 なプ ログラムのチ ェ ッ

クに は もれや誤 った修 正 が あ る こ とが多 く,

修正 後2000年 の デー タを仮 に入力 し,シ ス テ

ムが正常 に動 くことを確 認 してお くことが き

わめ て重要で あ る。

この よ うに,プ ロ グラム を修 正 す るに は,

非常 に手 間がか かる こ とが 多 く,ま た,プ ロ

グラムの ソース ファイルや ドキ ュメ ン トフ ァ

イルが紛 失 してい た り,シ ステ ム全体 を把握

で きる技 術 者 が 不 足 して い る等 の 理 由 に よ

り,こ れ を機会 に システムその もの の再 構築

を行 うとい うニー ズ も多 くな ってい る。特 に,

2000年 問題 を引 き起 こす システ ムのほ とん ど

は,導 入 されて か らか な りの年 月が経 ってい

る もの も多 く,シ ステムの再構築 を行 うこ と

に よ り,企 業等 が最新 の情報技術 を導 入す る

きっかけ にな って い るこ とも見逃せ ない。

2.現 状

現 在 日本 にあ るコ ンピュー タシステムの う

ち,ど れ ほ どの システ ムが2000年 問題 への対

応 を とってい るのだろ うか。

内閣 に設 け られてい る 「コ ンピュー タ西暦

2000年 問題 に関す る顧 問会議」(第2回,本 年

ll月 開催)等 にお いて報告 された対応状 況 は

以下 の通 りであ る。

【中央省庁】

中央省庁,特 殊法 人が運用管理する情報 システムのうち,国 民生活等 に密接 に関連す るシス

テムなどの優先度の高いシステムの対応状況は以下の通 りである(ll月1日 現在)。

○中央省庁(119シ ステム)

修正等 を完了:46%

模擬テス トを完了:21%

危機管理計画の策定 を完了:2%

一一4一



寄稿 ・解説

○特殊法人等(205シ ステム)

修正等 を完了

模擬 テス トを完了

危機管理計画の策定 を完了

54%

20%

8%

【地方 公共 団体】

地方公 共団体 の保有 す る コ ンピュ ー タ ・シ ステ ムの対応状 況 は以下 の とお り(8月 現在)。

○ 都道府 県

対応済

対応中

○市区町村(3255団 体)

対応済(不 要含む)

対応中

未着手

:3団 体(6.4%)

:44団 体(93.6%)

1,089団 体(33.5%)

1,806団 体(55.5%)

299団 体(9.2%)

【民間重要分野】

金融,エ ネルギー,情 報通信,交 通,医 療 の各民 間重要分野 について,所 管省庁か ら徹底 し

た対応 を要請。各分野の対応状況は以下の通 り。

○金融分野(9月30日 現在)

全 国銀行 保 険会社

修 正完 了47%32%

テ ス ト完了19%18%

危 機管 理計画 策定 完了8%13%

※重要 なシス テム に関す るデー タ

○ エ ネルギ ー分野(10月31日 現在)

実作業中

修正等を完了

模擬テス トを完了

危機管理計画の策定完了

※制御系 システム

○情報通信分野(10月1日 現在)

(電気通信)

修正等 を完了

模擬テス ト等完了

危機管理計画を策定

(放送)

修正等を完了

模擬テス ト等完了

危機管理計画を策定

石油

71%

19%

6%

0%

電 力

100%

0%

0%

0%

通信 系 システ ム

21%

11%

制御 系 シス テム

30%

21%

証 券会社

33%

15%

5%

都市 ガス

100%

0%

0%

0%

支援系 システム
、

24%

13%

14%

12%

支援系 シス テム

34%

22%
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○交 通分野(ll月17日 現 在)

(鉄 道)

実作業中

修正等 を完了

模擬 テス トを完了

危機管理計画 を策定

(航空)

実作業 中

修正等 を完了

模擬テス トを完了

危機管理計画を策定

○医療分野(10月1日 現在)

(医療機関)

修正等 を完了

模擬テス トを完了

危機管理計画を策定

制御 系 システム

68%

6%

12%

制御 系 システ ム

100%

0%

0%

※抽出調査 による推計

(医療機器製造業者等)

模擬テス トを完了

危機管理計画 を策定

%

%

%

6

0

0

1

11

」1
』

:32%

:26%

3%

0%

事 務処 理系 シス テム

91%
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【中小企業】

中小企業の9月現在 における事務処理系 システムの対応状況は以下の通 り。

平成8年6月

平成9年7月

平成10年9月
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ロ対応済

ロ対応中
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国未検討
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(財)中 小企業情報化センターが行ったアンケート結果より
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3.政 府 の 対 応

通 産省 と して は,平 成8年 度 か ら本 問題 へ

の取 り組 み を始 め,関 係 団体 な どとも協力 し

つ つ,普 及啓発 活動 や様 々な財 政支援 を行 う

こ とに よ り,本 問題 に対 す る民 間企 業の取 り

組 み を促す た めの施策 を,他 省 庁 に先 駆 けて

行 って きた。

また本 問題へ の関心 が高 まる につれ,大 蔵

省(金 融監 督庁)を 始 め とす る関係 各省庁 の

取 り組み も盛 ん になって きた。

しか し,2000年 問題 は コ ンピュー タや マ イ

コ ンを内蔵 す る製品 を利 用す るすべ て の経 済

社会 分野全 体 にかか わる問題 であ り,政 府 全

体 と して取 り組 む必要 があ り,こ の よ うな観

点 か ら昨年12月 に 「コン ピュー タ西 暦2000年

問題 関係省 庁連絡 会議」 が設 置 された。

さ らに本 問題 に対す る国全体 としての取 り

組 み を よ り徹 底 す るため に,高 度情報 通信 社

会推 進本部(本 部長:内 閣総理 大 臣)は,本

年9月 に 「コ ン ピュ ー タ西 暦2000年 問題 に関

す る行動計 画」 を決定 した。

〈政 府 と しての取 り組 み 〉

・1997年12月16日

第1回 「コ ン ピュ ー タ西 暦2000年 問題

関係省 庁連 絡会議」 開催 。全 国規模 の実

態調査 の実 施 を決定。

・1998年4月14日

第2回 連絡 会 議 開催 。 実 態調 査 の結 果

を公 表。

・1998年8月21日

小渕 内 閣総理大 臣 よ りコ ンピュー タ西

暦2㎜ 年 問題 に係 る具体 的 な行 動計 画 を

早急 に策定 す る よう各省 庁 に指 示。

・1998年9月8日

コ ン ピュ ー タ西暦2000年 問題 に関 す

る第1回 顧 問会議 開催(顧 問13名,議 長

NEC関 本 会長(当 時))。

・1998年9月10日

第1回2000年 対 策 推進 会議 開催(次 官

レベ ル会 合)

・1998年9月11日

高度情報 通信 社会推進 本部 開催 。行動

計 画決定 。

・1998年ll月24日

コ ンピュー タ西暦2000年 問題 に関す る

第2回 顧 問会議 開催 。

9月ll日 に決 定 され た コ ン ピ ュ ー タ西 暦

2000年 問題 に関す る行動計 画 にお いて は,以

下 の点 を確実 に実施 す る ことが重 要 と してい

る。(別 添 参照)

・組織 と しての責任 体制 を明 らか に し
,ト

ップ ダウ ンの手 法 に よ り組織全 体 と して

対 応 を行 う。

・模 擬 テ ス トの実 施 を含 め た総 点 検 を行

い,コ ン ピュー タ ・システムが全体 と し

て問題 な く機 能す るか どうか を確認 す る

と ともに,危 機管理計 画 を策 定 し,シ ス

テム停止,誤 作 動 な ど不 測 の事 態 に適 切

に備 える。

・コ ンピュー タ
,ソ フ トウェアのみな らず,

マ イクロ ・コ ンピュー タ搭 載機 器 につい

て も確 認す る とと もに,ネ ッ トワー クに

よって結 ばれ た と しての対応 が確実 に行

われて い るこ とを確認 す る。

・コ ンピュー タ
,ソ フ トウェア及 びマ イ ク

ロ ・コン ピュー タ搭 載機器 につ いて,そ

の製造 業者 ・販売業 者等 に問い合 わせ る

こ と に よ り,当 該 製 品 又 は シス テ ム が

2000年 問題 に対 して対応 しているか どう

か につ いて確認 す る。

・自 らの対応 状況等 の情報 につい て 自主 的

に提 供す る。
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4.対 応 の ため の関係 施 策

民 間企業の2000年 問題への対応 を支援する

ために,以 下のような制度が設けられている。

①政府系金融機関による低利融資制度

日本開発銀行や中小企業金融公庫,国

民金融公庫 において,2000年 対応 に伴 い

システムの再構築を行 う企業が行 う電子

計算機等の設備投資に関 してよ り低い利

率での融資 を実施 している。

②税制措置

・2000年対応のプログラム修正費用の取扱

2000年 対応のためのプログラムの修正

に要する費用については,原 則修繕費 と

して支出時の損金 として取 り扱 うことが

で きる。

・中小企業投資促進税制及び中小企業新技

術体化投資促進税制(メ カトロ税制)

2000年 問題に対応 して コンピュータ,

機械装置等の入れ替えをする場合に,一

定要件のもとで税額控除または特別償却

の税制優遇 を受けることががで きる。

③ リース補助

中小企業が,通 産省の指定するリース

業者か ら電子計算機の リースを受ける場

合,通 常 より低い額で リースを受けるこ

とがで きる。

④専門家による無料ア ドバ イス

各都道府県の中小企業地域情報セ ンタ

ーが窓口となり,西 暦2000年 問題 に関す

る各種相談 に応 じるとともに,中 小企業

事業団と連携 して専門家の無料派遣を行

っている。また,中 小企業事業団では相

談窓口に専門家を常駐 させ,電 話による

相談 を受け付けているほか,各 中小企業

指導団体 との共済による無料セ ミナー も

開催 している。
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一コンピュータ西暦2000年 問題 に関す る行動計画(別 添)一

平成10年9月11日

高度情報通信社会推進本部決定

コ ンピュ ー タ ・プ ログラムが2000年 以 降の 日付 に対応 していない場 合 に システムが正常 に機能

しない とい うコ ン ピュー タ西暦2000年 問題(以 下 「2000年 問題」 とい う。)は,21世 紀 にお ける

高度 情報 通信社 会 の構 築 に向け た信任 を揺 るが しか ねない重大 な問題 で あ る。

2000年 まで残 され た 日数が500日 を切 っ た今 日,官 民 と もに なすべ き作 業 を更 に進 め,早 め早

めの対応 によ り,万 全 を期す必 要 があ る。

高度 情報 通信 社会推 進 本部(以 下 「推 進本 部」 とい う。)は,本 問題 の重 要性,緊 急性 にかん

がみ,こ こに,2000年 問題 に関す る行動計 画 を策定 し,官 民 を挙 げ た具体 的 な行 動の徹底 を図 る

こ ととす る。

さらに,本 問題 は,世 界 各国 共通 の課題 で あ る とと もに,相 互 に重大 な影響 を及 ぼ し得 る問題

であ る こ とか ら,国 際的連携 を促 進す るこ ととす る。

1.2000年 問題 への対応 につ いての周知徹 底

1.推 進本 部 は,地 方 公 共 団体 及 び民 間部 門 と と もに,2000年 問題 へ の対応 が 遅 れた り,不 十

分 だ った場 合 に は 自 らや ネ ッ トワー ク全 体 に大 きな影響 や負担 を及 ぼ しか ね ない こ とを含

め,2000年 問題 へ の問題 意識 を広 く喚起 し,2000年 にお いて生 じ得 る問題 を最小 限 に抑 え,

2000年 へ の円滑 な移行 を実現 す る もの とす る。

このた め,政 府広 報等 を活用す る とと もに,新 聞,雑 誌等 の マス メデ ィアに対 して2000年

問題 に関す る情 報 の掲 載 に協 力 を求 め ることなどに より,2000年 問題 へ の対 応策,対 応状 況

等 に関す る情報 を広 く提 供す る な ど,官 民 を挙 げて,2000年 問題へ の対 応 を周 知徹底 す る。

2.周 知 徹底 に当 た って は,一 般 的 な注 意喚 起 に止 ま らず,以 下 の 点 を確 実 に実 施 す ることが

2000年 問題 に対 する適 切 な対応 であ る ことを広 く徹 底す るこ と とす る。

① 組織 と しての責任体 制 を明 らか に し,ト ップ ダウ ンの手 法 に よ り,阿 蘇式 全体 と して対

応 を行 う。

② 模擬 テ ス トの実施 を含 め た総 点検 を行 い,コ ン ピュー タ ・システ ムが全体 と して 問題 な
ト

く機 能す るか どうか を確 認 す る とともに,危 機管理 計画 を策定 し,シ ステム停止,誤 作

動 な ど不 測の事 態 に適切 に備 える。

③ コン ピュー タ,ソ フ トウェアのみ な らず,マ イ クロ ・コ ンピュー タ搭載機器 につ いて も

確認 す る と ともに,ネ ッ トワー クに よって結 ばれ た相手 の対応 が確 実 に行 われて いる こ

とを確認 す る。

④ コン ピュー タ,ソ フ トウェア及 びマ イ クロ ・コ ン ピュー タ搭載機 器 につい て,そ の製 造

業 者 ・販 売業 者等 に問 い合 わせ る こ とに よ り,当 該 製 品又 は シス テ ムが2000年 問 題 に
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対応 しているか どうかについて確認する。

⑤ 自らの対応状況等の情報について自主的に提供す る。

H.中 央省庁の対応及び地方公共団体への要請

1.中 央省庁の対応

① 各省庁 は,「 コンピュータ西暦2000年 問題対応指針」(別 紙1)に 基づ き,各 省庁が保有する

コンピュータシステム等の2000年 問題 による影響 を回避 し,国 民生活等 に支障を生 じさせる

ことのないよう,模 擬テス トの実施 を含む最終的な総点検の実施,危 機管理計画の策定等必

要な措置を講ずる。

② 各省庁は,模 擬 テス トを,原 則 として,平 成11年6月 末 まで に,国 民生活等 に密接 に関連す

るシステムなど優先度の高いシステム(以 下 「優先 システム」 とい う。)す べ てを対象 とし

て完了する。

③ 各省庁は,2000年1月1日 の到来 により,コ ンピュータ・システム等の停止,誤 作動など不測

の事態が生 じた場合 を想定 した危機管理計画 を優先 システムすべてを対象 として策定する。

④ 各省庁は,対 応状況について,4半 期 ごとに総務庁に報告 し,総 務庁 は,そ の 結果 をとり

まとめ,公 表す るものとする。

2.特 殊法人等への指導 ・要請

①各省庁 は,国 民生活等 に密接 に関連するシステムを有する所管特殊法人その他国の事務 ・事

業 を実施する所管法人に対 し,「 コンピュー タ西暦2000年 問題対応指針」 に基づ き,模 擬 テ

ス トを含む総点検や危機管理計画の策定 を実施するよう,当 該特殊法人等 を指導 ・要請する。

② 各省庁 は,上 記特殊法人等の対応状況 について,4半 期 ごとに総務庁に報告 を行い,総 務庁

は,そ の結果 をとりまとめ,公 表するもの とする。

3.地 方公共団体への要請

① 自治省 は,各 地方公共団体が 「コンピュータ西暦2000年 問題対応指針」に準 じた対応 を行 うよ

う,各 地方公共団体 に対 し要請を行 う。

② 自治省は,地 方公共団体の対応状況について,4半 期 ごとに調査 を行い,そ の結果 をとりま

とめ,公 表す るものとする。

③ 自治省は,地 方公共団体の取組に対して,積 極的な支援 を行う。

皿.民 間部門における対応

1.民 間重要分野の対応

金融,エ ネルギー,情 報通信,交 通,医 療など社会経済活動上重要な分野 については,所 管省

庁は,2000年 問題への徹底 した対応 を促す。具体的には,模 擬テス トの実施や情報の提供 を含め

た自主的な総点検の実施 と所管省庁への報告を求める。

①所管省庁 は,業 界団体 を通 じ,又 は,直 接,当 該重要分野 に属する主 要企業(注)に 対 し,

2000年 問題について周知徹底 を図るとともに,当 該企業が 「民間企業 コンピュー タ西暦2000
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年問題総点検事項」(別 紙2)を 参考 として,模 擬テス トの実施,危 機管理計画の策定,イ ン

ター ネッ ト等 を通 じた対応状況の情報提供 を含んだ 自主的な総点検 を実施する よう促 す。

特に,模 擬テス トについては,可 能な限 り平成11年6月 末 までに完了するよう要請する。

(注)当 該業界 に関する所管法人であって,各 企業に関連するシステムを有するものを含む。

以下同 じ。

②所管省庁 は,当 該企業 に対 し,自 主的な総点検の実施状況 について,4半 期 ごとに,所 管省

庁への報告 を行 うことを求める。各省庁は,企 業か らの報告 について とりまとめ,4半 期 ご

とに公表す るものとする。

2.所 管業種への周知徹底

①各省庁は,所 管業種に対 し,2000年 問題 について周知徹底 を図る とともに,「民間企業 コン

ピュータ西暦2000年 問題総点検事項」 を参考として,各 企業において,自 主的な総点検 を実

施するよう促す。

②特 に,各 省庁は,所 管業種 について,民 間企業の システムが物理的危険を他 に及ぼす可能性

がある,又 は,外 部の多数の者 とネットワークで接続 されているなど,2000年 問題への対応が

十分でない場合の影響が大 きいと考え られる場合は,よ り徹底 した対応 を促す。

③各省庁は,所 管業種 における2000年 問題の対応状況について,4半 期ごとに実態の把握 を行

い,そ の結果 を公表するもの とする。

④ コンピュータ,ソ フ トウェア及びマ イクロ ・コンピュータ搭載機器の製造業者 ・販売業者等

に対 し,当 該所管省庁は,製 品の2000年 問題対応状況等の情報 について,国 内及び必要な海

外 に対する積極的な提供 を促す。

3.中 小企業への支援

対応の遅れが懸念 される中小企業の取組 を促進するため,中 小企業指導機関等 を通 じ,中 小企

業経営者への意識向上等の観点 も含めて,普 及 ・啓発,指 導 ・助言 を積極的に行 うとともに,各

部道府県の中小企業地域情報セ ンター等 を窓口と して2000年 問題 に関する各種相談 を受 け付 け

る。 また,現 行講 じられている必要な資金の貸付等各種の助成制度の普及に努める。さらに,可

能な限 りの中小企業への支援 を講 じてい くこととす る。.

また,中 小企業 の対応状 況 については,4半 期 ごとに,実 態の把握 を行 い,そ の結果 を公表

する もの とする。

4.2㎜ 年問題 に関す る事業者間,事 業者団体 を通 じた情報交換 と独 占禁止法 との関係 について

(1)2000年 問題 は,基 本 的に,コ ンピュ一一タの誤作動 を防止するための事業者 ・事業者団体等の

取組の問題であ り,当 該取組 において,例 えば,2000年 問題対応 に係 るコンピュータ ・システ

ムの改良方法,改 良テス トの結果等 について技術的な情報の交換 を行 って も,そ の限 りでは独

占禁止法上の問題 を生 じるものではない。

なお,2000年 問題への対応 に伴い,取 引上の地位 を不当に利用する行為競 争制限的な行為

が行われる場合 には,独 占禁止法に基づ き厳正に対処す る。

(2)2000年 問題 に対する事業者 ・事業者団体等の個別具体的な取組における独 占禁止法上の問題
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の有無 につ いては,公 正取引 委員会 にお いて相談 に応 じる。

IV.情 報提 供体制 の構築

1.各 省庁 は,コ ンピュー タ西 暦2000年 問題担 当窓 口 を明確 化 し,情 報 の提 供 に努 め る。特 に,

各省庁 は,自 らの システ ム及 び所 管業 種 に関す る2000年 問題 へ の対 応状況 を一般 に公 開す る

ホ ームペ ー ジ を本年9月 末 まで に開設す る と ともに,情 報 が得 られ次 第更 新 し,必 要 な情報

の提供 に努 め る。

2.内 閣官房 を中心 とし,各 省 庁の連携 の 下,イ ンター ネ ッ トな ど を活用 した情報 提供体 制 の構

築 を図 り,政 府全体 の取組 につ いて広 く情 報 を公 開す る。

このため,官 邸 ホー ムペ ー ジ(http://www.kantei.go.jp)に2000年 問題 に関 す るペ ー ジを

開設 した。 今後,早 急 に各省庁等 との接 続 を行 い,中 央省庁,地 方公 共 団体,民 間団体,企

業 等の2000年 問題へ の取組 状況 につ いて,利 用者 の立場 に立 った使 いやす い形 で情報 の公 開

を行 う。

V.行 動計画 の フ ォローア ップ

1.行 動 計画 の推 進状況 につい て は,「 コ ン ピュー タ西暦2000年 問題 に関す る顧 問会議 」 及 び全

省庁 の事務次 官等 で構 成 す る 「コ ンピュー タ西暦2000年 対策推 進会議」 において,4半 期 ご

とに報告 を行 い,適 切 な対応 が な され る ように努 め る。

2.さ らに,必 要 に応 じ,推 進 本部 を開催 し,本 行 動計 画 の フ ォロー ア ップ を行 い,2000年 問題

へ の官 民の対応 状況 につい て評価 を行 い,2000年 問題へ の的確 な対応 を推進 す る。

鑑

.

●

ト ト

ξ ・
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一 コン ピュー タ西暦2000年 問題対 応指 針(別 紙1)一

各省庁 は,西 暦2㎜ 年 を迎 えるに当た って,そ の保有 す るコ ンピュー タ ・システム等 につ いて,

トラブ ル及 び トラブルに よる影響 を回避 し,国 民生 活等 に支障 を生 じさせ ない よう,本 指針 に基

づ き,模 擬 テ ス トの実施 を含 む最 終 的 な総点 検の実 施,危 機管理 計画 の策定等 必要 な措 置 を講ず

る もの とす る。

1.コ ン ピュ ータ西暦2000年 問題対応 体制 の確立

各 省庁 は,コ ンピュー タ西 暦2000年 問題(以 下 「2000年 問題 」 とい う。)に 適切 に対 応す るた

め,官 房長相 当職 以上 の職 員 を統 括責任 者 と して指 名す る。

統括 責任 者 は省 庁内 に関連部 局 の職 員 か らなる2000年 問題対応 プ ロジェ ク トチ ーム等 の体 制 を

整備 し,省 庁内 にお ける責任 体 制 を明確 化す る。

2.対 象 とす る コンピュー タ ・システム等 の範囲

(1)2000年 問題対 応 の対 象 とす る コン ピュー タ ・システ ム等(以 下 「システ ム」 とい う。)と して

は,各 省 庁(地 方支 分 部局,施 設等 機 関等 の システ ム を含 む。)の 保 有す るホ ス トコ ンピュ

ー タ等 コ ンピュー タハ ー ドウェア
,ア プ リケー シ ョンプ ログ ラム等 の ほか,ネ ッ トワー ク関

連機 器,電 源装 置等 コ ン ピュー タ関連 機器,そ の他 マ イ クロ ・コ ン ピュ ー タ搭 載機 器 も含 め

る。

なお,機 器 に埋 め込 まれ た制御機 器 につ いて は,製 造 業者 ・販 売業 者,保 守業 者等 か らの

情報 の入手,部 品の交換等 必要 な措 置 を的 確 に行 う こ とに よ り対 応 す る。

(例)

コン ピュー タハー ドウェア(ホ ス トコ ンピュー タ,オ フコ ン,サ ーバ,パ ソコ ン等)

ア プ リケ ー シ ョンプロ グラム等(ア プ リケー シ ョンプ ログ ラム,プ ロ グラム製品,デ ー

タベ ース等)

ネ ッ トワー ク関連機器(ATM,FR,TDM,PBX等)・

コ ンピュー タ関連機 器,そ の他 マ イ クロ ・コ ンピュー タ搭 載機器(電 源装置,空 調 設備,

医療機 器,制 御系 機器等)

(2)各 省 庁 は,特 に次 のA・Bに 該 当す る システ ム を特定 し,優 先順 位 を付 け て,対 応 状況,対

応作業の進捗状況等 を整理の上,適 切 な進行管理を実施する。

なお,シ ステムの特定に当たっては,そ の システムの停止 自体が直接的に国民生活や企業

活動 に影響 を与えるもののほか,そ のシステムが他のシステムとネッ トワークにつながって

いるために,間 接的に国民生活や企業活動 に影響 を与 えるものがあることに留意 し,後 者に

ついては,そ の情報交換 を徹底する。
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A→ 優先順位1(優 先 システム)

人の生命,生 活若 しくは財産,企 業の経済活動又は公共の安全 と秩序の維持 にかかわるも

の等国民生活,企 業活動 に密接 に関連するもの他国若 しくは国際機関 との信頼関係 にかか

わる もの

B→ 優先順位2

影響が他の行政機関にも及ぶ もの

3.総 点検 の実施

各省庁 は,2000年 問題へ の対応 漏れ が社会 に与 え る影響 の 重要性 を再認識 の上,「 コンピュータ

西 暦2000年 問題 対応 に関す る点検確 認表」 を参考 に,速 や か に2000年 問題対 応 に係 る最終 的 な総

点検 を実 施す る。

(1)対 応計画 の策定

総点 検の実施,未 対 応 の場 合の措 置,模 擬 テ ス トに よる最 終確 認等 のス ケジ ュール を含 む対応

計画 を策定す る。

(2)点 検項 目等 の一覧表 化

点検項 目,点 検 内容,点 検 実施 者(実 施 担 当職 員及 び外 注 の場 合 の委託 先),関 連 製造業 者 ・

販 売業者等 の企業 名,関 連 す る他 の システ ム名,連 絡先等 を一覧表 にま とめ る。

(3)未 対 応 システムへの措置

未対応 な システ ムが判明 した場 合 は,速 やか に,修 正方法,修 正 スケ ジュール,役 割 分担 ・体

制等 を確 定 し,計 画 的 かつ的確 に措 置 す る。

(4)模 擬 テ ス トに よる確 認

単 な る机上 の論 理 チ ェ ック,委 託先 の環 境下 にお けるテス トのみ で はな く,次 に よ り模擬 テス

ト(シ ステムが正常 に作動 す る こ とを確 認す る試験)を 実施 し,シ ステ ムの安 全性 を確認 す る。

原 則 と して平成11年(1999年)6月 末 まで に,Aラ ンクの システ ム(優 先 シス テム)を 対 象 に

当該 システ ムを構 成す るすべ ての機器,ソ フ トウェア等 につ い て実施 す る。

なお,,平 成11年(1999年)7月 以 降 に開発 ・導 入 され る システ ムにつ いて も導 入後,速 や か に

模擬 テス トを実 施す る。

で きる だけ本 番 に近 い環境 下 で,模 擬 テス ト対象 システム に西暦2000年1月1日 以 降の デー タを

与 え,シ ステム停止,誤 作 動 の有無 を職員 の立 ち会 いの下で確認 す る。

省 庁 内,官 民 を問 わず 模 擬 テ ス ト対 象 シス テム と関係 す る他 の シス テ ムが あ る場 合 は,相

互 に連 絡 調 整 を密 に行 い,こ れ らの シ ステ ム と連携 した模擬 テ ス トを実 施 す る。

4.危 機 管理 計画 の策定

各省 庁 は,Aラ ンクの シス テム(優 先 システム)に つい て,2000年 問題 の影響 に よ り,シ ステ

ム停止,誤 作 動 な ど不測 の事態 が生 じた場合 を想 定 した危 機管理計 画 を策定す る。

なお,2000年 問題 につい ては,バ ックア ップ システム,バ ックア ップセ ンター等 を保 有 し,シ
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ステムの二重化等の安全対策を行っている場合 も,同 一機種,同 一プログラムを使用 している場

合は機能 しない ことに留意 し,既 存の危機管理計画がある場合 も必要な見直 しを行 う。

(危機管理計画 に盛 り込 むべ き事項)

危機管理計画は,2000年 問題の影響により,シ ステム停止,誤 作動など不測の事態が生 じた場

合の影響を事前に想定 し,代 替措置等 を明確 に定め,こ れ らの トラブルによる影響 を最小限に止

めるために策定す るものであ り,最 低限,次 の事項を盛 り込む。

(Dト ラブル発生時の影響及び範囲

トラブルが具体的業務に与える影響及びその範囲

(2)影響 を考慮 した復旧の優先順位付 け,手 順,代 替措置

影響の範囲,業 務処理の期限等 を考慮 したシステムの復旧順位,復 旧スケジュール,手 順,

復 旧に至るまでの代替措置(手 作業,代 替機器,人 員動員等)

(3)関係機関を含む復旧体制,連 絡網,連 絡手順

(4)指揮命令系統,現 場の権限

(5)ト ラブル発生か ら復旧 までの予行演習,デ ータ保全等西暦1999年12月31日 までに実施すべ き

事項及び動作確認等西暦2000年1月1日 以降に実施すべ き事項

5.総 点検 結果 等の報告

各省 庁 は,総 点検 の結 果,危 機 管理 計 画 の策定状 況等 につい て,「 コ ン ピュー タ西暦2000年 問

題対 応状 況報告 」 に よ り,4半 期 ご とに総 務庁 に報 告す る。

総務庁 は,こ れ らを と りまとめ,コ ンピュー タ西 暦2000年 対策推 進 会議 に報 告す る。
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一民間企業 コンピュータ西暦2000年 問題総点検事項(別 紙2)一

本 総点検 事項 は,コ ンピュー タ西暦2000年 問題 につ い て,民 間企業 が保 有す る コ ンピュー タ,

ソ フ トウェ ア及 びマ イ クロ ・コ ン ピュ ー タ搭載 機 器(以 下 「コ ン ピュ ー タ ・システ ム等」 とい

う。)の トラブル及 び トラブル に よる事 業活動 へ の影響 を回避 し,そ の活 動 に支障 を生 じさせ な

い よう,民 間企業 が対策 を とる場 合の参 考 とな る もので あ る。

1.役 員等における基本認識の形成,関 与及び取組体制

(1)役 員を含め,2000年 問題に対する基本的な理解(問 題の背景,影 響の範囲,基 本的な対応策

等)が あるか。

(2)役 員が2000年 問題 を経営問題 として位置付 けているか。

中長期経営計画,短 期業務計画等 において,2000年 問題が考慮 されているか。

(3)役 員が2000年 問題への対応策の策定及び実施に積極的に関与 しているか。

①2000年 問題 を統括する役員,部 署が明確化 され,取 組体制が確立 されているか。

②2000年 問題への対応の進捗状況について,役 員に定期的に報告されているか。

(4)2000年 問題の概要及びその対応策の内容 を従業員が理解す るよう役員は方策 を講 じてい る

か。

① 各部署ごとの2000年 問題の担当者及び責任者が明確化 しているか。

②従業員全体が対応策の内容 を理解するためにどの ような方策が とられているか。

2.現 状評価 及 び対応策 の策 定

(1)2000年 問題へ の対 応策が 策定 され てい るか。

対応 策 は,2000年 問題が発 生す る まで の期 間,対 応 に要する経 費 ・人的資源 等 を考 慮 し,ま た,

対応 が 間 に合 わ なか った場合 に 自社 が受 ける損 害 を考慮 して計 画 的 に策定 されて い る必要 が あ

る。

具体 的 な修 正等 の方法 を例示 すれ ば,以 下 の とお り。

① 全面 的 な システムの更新 を行 うのか,シ ステ ムの修正 に止 め るの か。

②4桁 化 対 応 を行 うの か,2桁 の ま ま2000年 を判断す る ロジ ックを組 み込 むのか。

③ 社 内の 人員で行 うの か,外 部 に委託 す るのか。

(2)2000年 問題 に よ り影 響 を受 け るコ ンピュー タ ・システ ム等 が特 定 されて い るか。 また,そ れ

らの うち,優 先 して対 応すべ きものが特定 されてい るか。

02000年 問題 に よ り影響 を受 け る コン ピュ ー タ ・システ ム等 の特 定 に当 た って,

① 企業 自 らの コ ン ピュー タ ・シス テム等 のみ な らず,外 部 と接続 して いる シ ス テ ム を 含

め て網 羅 さ れ て い る か。

② 地方 及 び海外 拠点 につ いて も網 羅 されてい るか。

③ 制御 システ ム,防 犯 設備,エ レベ ー タ等 マ イ クロ ・コ ン ピュー タ搭 載機 器 につ い て も
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網羅 されてい るか。

○ コ ンピュー タ ・システ ム等 の把握 の仕 方の例 を示す と以下 の とお り。

① コ ンピュー タ ・システム等の仕様 書,ソ ース コー ド等 に よる確認

② コ ンピュー タ ・システム等の 製造元,保 守業 者等 に対す る問 い合 わせ

○対 応す べ きコ ンピュー タ ・システ ム等 の優先順 位設定 の基準 の例 は,以 下の とお り。

・人命 や 身体 な どに危険が 生 じる可能性 が あ るか どうか。

・外部 とネ ッ トワー クで接 続 され てい るこ とによ り
,他 社 に損 害 を及 ぼす可能性 が あるか

どうか。

・誤作 動等 が生 じた場 合 の損 失 額が大 きい か ど うか。

・修復 までの時 間の猶 予が 限 られ てい るか どうか。

・企業 等 の基幹 システ ムであ るか どうか。

(3)2000年 問題 へ の対応 策 の各段 階(影 響 を受 け る システ ムの特 定,シ ス テムの修 正,模 擬 テ ス

ト等)ご とに 目標達成期 日が明示 的 に設 定 されて いるか。

模擬 テス トに十分 な時 間 を とれ る期 日設 定 とな ってい るか,取 引先 等外 部 の接 続 す る シス

テ ム を持 つ企 業等 とのテ ス トは可 能 か につ いて,留 意 す る必 要が あ る。

(4)2000年 問題へ の対応 策 に関 し,外 部 の製造業 者 ・販 売業者等 と積極 的 に連絡 を取 ってい るか。

(5)顧 客,主 要取 引先等 にお け る2000年 問題 へ の対 応 につ いて把 握 し,対 処 してい るか。

(6)2000年 問題 を総 括す る部署 は,2000年 問題 へ の対応 策の 各段 階 にお け る進捗 状 況 を的確 に把

握 し,対 処 しているか。

(7)対 応策 の実 施 に必 要 な予算,人 的資源,機 材 は確保 されてい るか。

3.コ ン ピュ ータ ・システム等の修 正及 び模擬 テ ス ト

(1)コ ンピュー タ ・シス テム等 の修 正等 の進捗 状 況 は ど うか。 また,進 捗 状況 は,役 員 に定期 的

に報告 されてい るか。

① コ ン ピュ ー タ ・システ ム等 の修正 の終 了予 定 日はいつ か。(な お,修 正等 を進 め る に当た

って は,優 先順位 の高い もの,修 正等 に期 間 を要す る もの等 につ いて考慮す る必 要があ る。)

② 各 システ ム等 の修 正 の進捗 率 は どうか。当初 計画 に比べ て遅 れてい る場合,そ の理 由 は

何 か。

③2000年 が 閏年 であ る ことに も留 意 した コ ンピュー タ計算 プロ グラム に修正 されてい るか。

とい った点 に留意 す る必 要が ある。

(2)修 正 した システム等 の模 擬 テス トは どの ように行 われてい るか。

① 模擬 テ ス トの具体 的 日程 は どうなってい るか。

②顧 客 ・主 要取引先 等 を含 め たテ ス トを行 ってい るか。

③ テス ト対 象 とな らない コ ンピュ ー タ ・システム等が あ る場合,そ れ らが2000年 問題適格 で

あ る こ とを どの ように確保 す るの か。

④ で きるだ け本番 に近 い環境 下 で,対 象の コ ンピュー タ ・シス テム等 に2000年1月 旧 以 降の
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デー タを与 え,入 力 エ ラー(入 力 拒 否),シ ス テム停 止,誤 作 動 の有無 の確認 を的確 に行

ってい るか 。

⑤ 当該 システ ム を構 成す る機 器,ソ フ トウェ アの関 連委 託先 等 を動 員 し,企 業等 の職 員立

ち会いの下,総 合 的 なテス トを実 施 してい るか。

4.危 機 管理計画 の策 定

2000年1月1日 以 降 に トラ ブルが発 生 す る場 合 に備 えて どの よ うな危機 管理計 画 が策 定 されて

い るか。

危機 管理計 画 は,2000年1月1日 又 はそ れ以前 の コ ン ピュー タ ・システ ム等 の誤 作動 等 が想 定

され る 日 まで に対応 が 間 に合 わな か った場 合,及 び対応 は完 了 したが,予 測 しなか った シス テ

ムの誤作動等 が生 ず る場 合 を想定 して策 定 され てい るこ とが必要 であ る。

危機管理計 画 に盛 り込 むべ き項 目例 につ いて は,別 紙 の とお り。

5.対 応 状況 に関す る情 報 の提供

イ ンター ネ ッ ト等 の メデ ィア を利用 し,企 業等 にお け る2000年 問題 へ の対 応状 況 につ い ての

情報 が提 供 されて いるか。

① ホー ムペ ー ジ を設定 す る な どに よ り,企 業 にお け る対応 状況 につ いて,積 極 的 な情 報 の提

供 を行 って い るか。 また,そ の際,官 邸 ホ ームペ ー ジ との相 互接 続等 を図 り,ア クセ ス機

会 の 向上 を図 ってい るか。

② 上記以外 の手段 を通 じた対応状 況 に関す る情報 の提供 を行 って いるか。

6.コ ンピュー タ ・システ ム等 の製造 ・販売 業者等 に よる情報 の提供

コ ンピュー タ ・シ ステ ム等 の製 造 ・販 売業 者等 におい ては,自 社 の製 品 に 関 して,積 極 的 に

情 報 を開示 して いるか。

① 自社 の製造 した製 品の うち,暦 年管 理機能 を有す る製 品の仕様 の確認 を行 ってい るか。

② エ ン ドユ ーザ ーが確 認 で きる場 合 には,個 別 に当該ユ ーザ ー対 す る告 知 及 びパ ンフ レ ッ ト

の配布 等 を行 ってい るか。

③ エ ン ドユ ーザ ー が確 認 で きない場 合 にお け る,イ ンター ネ ッ ト等 を利 用 した情 報 の提 供

(当 該 製品 が輸 出 され てい る場 合 には,英 語等 に よる情報提 供 につ いて も考 慮す る。)を 行

ってい るか。
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寄稿 ・、解脱

一危機管理計画 に含むべ き項 目例(別 紙2の 別紙)一

1.危 機管理計画の策定及び策定に当たって必要な事項

① 危機管理体制 を構築するための組織の整備及び基本方針の策定

② 中核 となる事業 プロセスの選定及び優先 システムの確認

③危機管理計画の策定及び危機対応に当たっての責任の所在の明確化

④危機管理体制の整備スケジュールの策定

2.事 業 に与 える影響の分析

①事業の継続性 を確保するために必要 となる情報,手 段,技 術の集約

② コンピュータシステム等の誤作動等が生 じた場合 に生 じ得 る事態の想定

③ 中核 となる事業プロセスごとの起 こ り得る事態 とその影響の分析

④ 中核 となる事業プロセスで最低限確保すべ きアウ トプッ トの見積 り

3.危 機への対応

①代替手段 の評価及び最善の危機対応方策の選定

②誤作動等が生 じた場合の対処マニュアルの策定

・システムごとの修理又は復旧の方法(修 理
,交 換,外 部調達)

・修理又は復旧の形態(手 動による修理,又 は自動 システムの使用)

・修理又は復旧に至 るまでの代替措置

・誤作動等の事態が発生 したときの連絡網,連 絡手段(誤 作動等 によ り社会的重大な影響

を与 えるような場合における連絡 ・公表等の手段 を含む。)

③危機対応の予想時期の想定及び誤作動等が生 じた場合の対処チーム設置

④2000年1月1日 等問題の集中発生が想定 される日における対応手続の設定

4.危 機管理テス トの実施

①危機管理テス トチームの設置及び危機管理に当たる要員,資 材等の確保

②危機管理計画のテス トプランの策定及びテス トの実施
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事成撞 年度情報化月闇

情報化月間は,情 報化社会の健全な発展 を

進めてい くために,広 く国民各層に情報化に

対する正 しい認識 と理解を深めることを目的

に関係9省 庁(総 務庁,経 済企画庁,科 学技

術庁,大 蔵省,文 部省,通 商産業省,運 輸省,

郵政省お よび平成6年 度か ら自治省 が参加)

による政府行事 として,毎 年10月 に行われて

い ます。本年度で27回 目を迎 えました。

今年 も10月 を中心 に全国各地で,関 係省庁,

地方 自治体,諸 団体等により様 々な行事が開

催 され ま した。その冒頭 を飾る行事 と して,

10月1日(木)に 「情報化月間記念式典」が

情報化月間推進会議(議 長:井 川 博 財団

法人 日本情報処理開発協会会長)の 主催 によ

り,東 京全 日空ホテルにおいて挙行 され まし

た。

記念式典 は,井 川 博議長の式辞 に始 まり,

来賓 として与謝野肇通商産業大 臣をは じめ,

阿部総務政務次官,羽 生運輸省運輸政策局長,

佐藤郵政政務次官が大臣の代理 として列席 さ

れ,ご 挨拶があ りました。ひきつづ き情報化

の促進 に多大の貢献があった個人,企 業等の

皆さんへの各大臣表彰 と優秀情報処理 システ

ムへの情報化月間推進会議議長表彰がそれぞ

れ行われました。

また,「 全 国高校生 ・専門学校生プログラ

ミング ・コンテス ト⊥の入選者に対 して も与

謝野通商産業大臣から表彰が行われ,表 彰状
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ぷ 窯駕嬢獺 凛⑨R袈

と副賞が授与 され ました。 一 シ ョン」が 開催 され
,各 会場 と も満員 の来

場者 を集め,熱 心 に聴講 され る受 講者 やデモ

ンス トレー シ ョンを見学す る人 々で盛況 な催

し物 とな りま した。

ー

iv

1t

↓篇

_」
情報化月間記念式典特別行事

記念式典当日は,東 京全 日空ホテルにおい

て情報化月間を記念 した特別行事 として以下

の催 しがあ りました。

①報化月間記念国際 シンポジウム

「EC時代 におけるプライバ シー保護の国

際動向 と企業の対応」

主催(財)日 本情報処理開発協会,情

報処理振興事業協会

②情報化月間記念ECシ ンポジウム

「デジタル経済革命」

主催 情報処理振興事業協会,電 子商取

引実証推進協議会

③ 「コンピュータ西暦2000年 問題」対策展

主催(財)日 本情報処理開発協会

④ 「障害者等情報処理機器 アクセシビリテ

ィ展」

主催(社)日 本電子工業振興協会

⑤ 「SOFTICセ ミナー・知的財産権 と競争法」

主催(財)ソ フトウエア情報センター

の各シンポジウム ・セ ミナーおよび展示が行

われました。さらに,記 念式典併設行事 とし

て 「全国高校 生 ・専 門学校 生プ ログラ ミン

グ ・コンテス ト入選作品展示 ・デモ ンス トレ

なお,記 念式典終了後情報化月間の開始 を祝

し,情 報産業関係 団体の主催 による記念パー

テ ィが催 され ました。主催者 を代表 して井川

博 情報化月間推進会議議長のご挨拶および来

賓 として小淵恵三内閣総理大臣 ・自由民主党

情報産業振興議員連盟会長 の丁重 なるご挨

拶,そ して与謝野通商産業大臣よる乾杯の音

頭により記念のパーティが開会 されました。

関係各方面からの多数の参加者 をはじめ,記

念式典 において表彰 を受けられた方々も加 わ

り,情 報関連分野関係者の一大懇親の場 とな

りま した。
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表
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情報化 月間記念パーテ ィ

情報化 角 間 配 忍1

小渕内閣総理大臣

自由民主党情報産業振興議員連盟会長挨拶 {が

井川議長挨拶

『
◎
目

与謝野通商産業大臣

乾杯の音頭
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1.平 成10年 度情報化促進貢献個人受賞者一覧

、

岸
¶込

ー

噺

ヘ ミ

.ぜ迦

`/蔑
d

形

＼=L」 一. 個人表彰風景

通商産業大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

海老原 熊雄
丸善(株)

相談役

(76)

(財)データベース振興センター及び日本データベース協会の

設立 に尽力 し,内 外の有力なデータベースの紹介,ユ ーザー

研修の等の指導,指 揮等,協 会活動を通 じ,我 が国の情報産

業の振興発展に大 きく貢献 した。

大石 通朗
(社)日 本電子機械工業 会

EDIセ ンター調査役

(60)

電子機器業界の情報化 ・標準化に積極的に取 り組み,(社)日

本電子機械工業会情報化対応運営委員会等各種委員会での活

躍により我が国初の本格的なEDI標 準であるEIAJ標 準確立 と

その普及に大 きく貢献 した。

香川 俊博

三幸電子(株)

取締役会長

(75)

(社)日本システムハウス協会の設立に尽力 し,中 部地区の業

界とりまとめ役として尽力したほか,6年 間にわたる副会長

在任中には,産 学官交流,当 該業界の知名度の向上,開 発技

術者の育成確保等に大 きく貢献 した。

小林 孝雄
(社)福 岡県情報サー ビス 産業

協 会 名誉会長 ・理事

(71)

「福岡県情報サービス産業協会」の設立に尽力 し,永 きにわた

り会長の要職 を務め,福 岡県の情報サービス産業の振興,発

展に寄与 したほか,(株)福 岡県地域 ソフ トウェアセンター社

長に就任 し,情 報技術者の育成等に尽力 した。

寺沼 功
(株)フ ジ ミック

代表取締役会長

(66)

(社)情報サービス産業においてマーケティング委員会,知 的
〉

財産権委員会等の委員長を歴任 し,情 報サービス業の諸問題

の解決に積極的に活動 し,当 該業界の発展に大 きく貢献 した。

永安 弘
(社)パ ーソナルコンピュー タ
ユーザ利用技術協会 顧 問

(80)

昭和52年に全国に先駆けて日本マイコンクラブ(現(社)パーソナル
コンピュータユーザ利用技術協会)の設立に参画 し,以 降21年 に

わたり,ボランティアで一般市民を含む幅広いユーザに対し講習

会を多数実施し,パ ソコンユーザの技術向上に大きく貢献 した。

宮島 龍興
(財)コ ンピュー タ教育 開発セ
ンター 理事長

(82)

(財)コンピュータ教育開発センター理事長,(社)日 本教育工学

振興会会長の要職を永 きにわたり務め,100校 プロジェクトの

推進,教 育ソフ トの研究開発等を通 じ,教 育の情報化 とコン

ピュータ教育の推進に大きく貢献 した。

森永 規彦
大阪大学

大学院工学研究科教授

(59)

マルチメディア情報通信 ネットワークにおけるワイヤレス通

信機能の高度化に関する研究を通 じ,マ ルチメディア情報通

信の普及 ・発展に貢献 したほか,近 畿ニューメディア協議会

理事として,近 畿地域の情報化,活 性化 に大きく貢献 した。
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総務庁長官表彰

氏 名 所 属 業 績

宮村 宗明
東京 アプリケーションシステム(株)

顧 問

(67)

航空交通管制情報処理システムの整備等を通 じ,航 空交通行

政の情報 システム化の発展に貢献するとともに,各 省庁電子

計算機利用効率化研究会会員として電子計算機利用の効率化

について,ガ イ ドラインの作成及びその推進に貢献 した。

郵政大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

飯田 徳雄
(社)電信電話技術委員会
顧問

(66)

(社)電信電話技術委員会において,設 立当初から,多 数の電

気通信網の接続に関する標準の制定に尽力するとともに,世

界規模での標準の普及と協調に貢献 した。

舟田 正之

立教大学法学部

教授

(51)

電波の有効活用や電気通信制度,放 送制度など,幅 広い分野

にわたる先導的な提言を示すなど,情 報化の促進に貢献 した。

母袋 恭二
(株)上 田ケーブル ビジ ョン

代表取締役 社長

(70)

(社)日本ケーブルテレビ連盟において,設 立当初からケーブ

ルテレビの普及に尽力するとともに,ケ ーブルテレビ網を活

用 したインターネット接続サー ビスなどケーブルテレビのフ

ルサービス化の実現に貢献 した。

一24一



.…孤 幻OEc顕 露OR郷

2.平 成to年 度情報化促進貢献企業等受賞者一覧

lk"1

♪e

Jl

W遵『
」ll囎　潤 ≡ 企業等表彰風景

通商産業大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

(株)ア ポ ロ メ ッ ク
代表取締役社長

吉岡 昭一郎

昭和44年 設立以来最新技術 を駆使 した製品を開発。特に電機,印 刷,

化学,流 通 ・サービス業等幅広い業界向けにマイクロコンピュータ

を応用 した省力化 ・効率化に 資するシステム開発を行いユーザー業

界の業務の自動化,情 報化に貢献 した。

(株)オ ージス総研
代表取締役社長
千藤 雅弘

システム開発の効率化を図るオブジェクト指向技術をはじめ,高 度

な音声認識 ・画像処理等先端的な技術に基づ く社会基盤 システムを

提供する等国民生活の安全性の向上に寄与 した。また,地 域の情報

化の普及 ・啓蒙にも貢献 した。

(株)デ ー タ ・ポ ッ プ
代表取締役社長
深山 照

小 ・中学生用を中心 とする教材ソフ トの研究開発 ・普及に加え,教

育現場のサポー トもあわせて実施。またマルチメディア対応の教育

ソフ トの開発にも取 り組んで来てお り,学 校及び家庭における情報

教育の向上等 に貢献 した。

ヤマザキマザ ック(株)
代表取締役社長
山崎 照幸

数値制御工作機械の制御系コンピュー タと外部通信機能を有するパ

ソコンを融合化し,工 作機械 を遠隔操作,診 断,加 工ソフ トの交換

を容易に行える高度な情報システムを開発する等機械産業の合理化,

高度化,情 報化に貢献 した。 こ

(株)村瀬産業
代表取締役社長
村瀬 三郎

卸売業者のLPガ ス監視システムを小売販売店のパ ソコンへ移植す

る改良を通 じ,家 庭でのガスの遮断,検 針業務 ・残量管理の自動化

等を図 り,家 庭での安全性の向上に寄与するとともに業界の業務の

効率化,情 報 化の促進に貢献 した。

ラオ ックス(株)
代表取締役社長
谷口 好市

パソコンの黎明期からパソコン専門店を日本で初めて設置。この店

舗形態は国内でも広 く注目を集め業界標準となった。 また,ヘ ルプ

デスクの設置,パ ソコン教室の開設等独 自の活動を通 じて一般ユー

ザーへのパ ソコンの普及 ・啓蒙に貢献 した。
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運輸大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

スル ッとKANSAI

協議 会

会長
葛本 恵英

関西における鉄軌道事業,バ ス事業を営む各社局が,共 通仕様のス

トアー ドフェアシステムを導入することにより,各 社局発行のどの

プリペイドカー ドで も乗 り降りできるようになり,利 用者利便の向

上に貢献 した。

神奈 中ハ イヤー(株)
代表取締役社長
貴方 繁雄

タクシーの効率的な配車,サ ービスの向上のため顧客情報管理シス

テム(TIMS)と 人工衛星(GPS)を 利用 した最適車両検索 システムを組

み合わせた 「神奈中クイックサービスシステム(新KQss)」 を導入 し,

利用者利便の 向上に貢献 した。

郵政大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

(社)マ ルチ メデ ィア ・

タイ トル制作者連盟

理事長
山科 誠

マ ル チ メ デ ィア ・タイ トルの 優 秀 作 品 を表 彰 す る 「AMDア ワ ー ド」

や 我 が 国 で 初 め て ネ ッ トワ ー ク上 の デ ジ タル コ ンテ ン トを体 系 的 に

整 理 しイ ン ター ネ ッ トで公 開 した 「ネ ッ トワ ー ク ・コ ンテ ン ト白書 」

の 創 刊(平 成10年7月)な どの 活 動 を通 じ,マ ル チ メ デ ィア ・タ イ トル

の発 展 に貢 献 した。
一

全国コミュニティ

放送協議会

会長
木村 太郎

コミュニティ放送の普及 ・育成に努め,平 成10年5月 には100局 を達

成するなど地域 メデ ィアの発展に尽力 し,地 域情報の発信 ・交流を

通 じて地域社会の活性化に貢献 した。

地域マ ルチ メデ ィア ・

ハ イウェイ実験協議 会

会長
石田 晴久

ケーブルテレビ網を活用 したインターネッ ト接続サービスの実証実

験や各種のアプリケーションを開発 し,行 政,福 祉,教 育等のサー

ビスの向上や地場産業の振興などに役立つケーブルテレビを使った

地域の情報化に貢献 した。
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3.平 成10年 度情報化促進貢献優秀情報処理 システム受賞者一覧

情報化月間推進会議議長表彰

システムの名称 企業等の名称 表 彰 理 由

日韓 翻 訳 シ ス テ ム

rj.Se・ul/JK」
(株)高電社

日本語の文章を韓国語の文章に簡易な操作により翻訳を行うソフ ト

ウェアであ り,国 内のみならず韓国の企業などでも導入が進みつつ

あるなど日韓の貿易の効率化をはじめとして様 々な分野での国際業

務の効率化に貢献 した。

循環器病診療画像
レファレンスシステム

国立循環器病

セ ンター

循環器の診療画像をネットワークを使って交換することにより専門

医のア ドバイスを受けることを可能にしたシステムであ り,専 門医

の知識 ・判断が広域で利用可能になるなど医療の高度化に貢献 した。

統 合 型 基 幹 業 務 ア プ リ

ケ ー シ ョ ンパ ッ ケ ー ジ

「ProAcutive」

住商情報システム

(株)

日本企業における業務 ノウハウをパ ッケージ化して,パ ッケージの

組合せにより簡易に業務 システムを構築可能 とした統合業務管理パ

ッケージであ り,国 内企業の情報化に貢献をした。

セブ ンーイ レブン ・

ジャパ ン第5次 店舗

総合情報 システ ム

(株)セ ブ ンー イ レ

ブ ン ・ジ ャ パ ン

アルバ イト等のノウハウがない要員で も高度な受発注の判断業務を

可能なように した携帯端末 を利用 した受発注 システムであ り,各 店

舗の業務を大幅に効率化するなど全国の流通業の先行事例 となった。

長野 オ リンピック公式

新 聞制作 システ ム

信濃毎日新聞社(株)

(株)電算

日本語,英 語,仏 語の3カ 国語が混在化 した長野 オリンピック公式

新聞紙面を共同編集により作成可能にしたシステムであ り,こ の新

聞は編集者のみならずオリンピック参加者や観戦者から非常に高い

評価を受けた。

東京都建設局土木工事

設計システム
東京都建設局

ケース毎に基礎数値が異なるなど複雑な業務である土木工事の積算

を簡易に実現するシステムであ り,こ のシステムを都内市町村にも

配布するなど自治体業務の情報化に貢献 した。

JTBHyperTravel
Agency(HTA) (株)日本交通公社

旅行商品をコンビニエ ンスス トアの端末で購入できるようにしたシ

ステムであ り,従 来の旅行 ビジネスと異なる新たな流通チャネルを

開拓するなど旅行業界の情報化に貢献 した。

HIT人 事労務 システム

(株)ブ リヂス トン

情報 システム部

(株)野村総合研究所

産業 システム部

パーソナルコンピュータのみで採用,移 動,人 事評価などの組織管

理業務 を行 う人事労務 システムであ り,企 業の基幹システムをパー

ソナルコンピュータで構築する先行事例 となった。

素材管理システム (株)読売新聞社

記事,画 像データ等の紙面を構成する素材 を効率よ'く管理するとと

もに,そ の素材を利用 して紙面を簡易に編集することを可能に した

システムであ り,新 聞紙面へのカラー写真の配信が増えるなど社会

の情報化に貢献 した。 、

高精度VR(バ ーチ ャル

リア リテ ィ)システム

運輸省港湾技術

研究所計画設計
基準部システム

研究室

マルチスクリーン上にCGに よりリアルスケール ・リアルタイムの

高精度の画像 として表示することにより,仮 想的な現実空間に存在

しているような体験ができ,津 波現象,地 震 による液状化現象,波

浪情報などへの適用が可能 となり,沿 岸防災の検討,構 造物 の計

画 ・設計の評価,市 民の防災意識の向上等に貢献 した。

会話できる航海支援
システム

運輸省船舶技術

研究所システム

技術部

船舶の運航が一人当直でも安全に実行で きることを可能にした世界

で初めてのシステムであり,会 話方式により,船 舶の運航状況に最

も適切な手段が選択でき,緊 急時の安全性の向上,単 調な運航時の

居眠 り等による事故を未然に防 ぐ等,内 航船の航行安全に貢献 した。
し
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キ ー マ ン ズ ネ ッ ト

ナ ビ ゲ ー タ ー
(株)リ ク ル ー ト

インターネット上で情報通信業界の動向や新サービス ・製品情報な

どを提供するサービスを確立 し,今 後のインターネットへのコンテ

ン ト提供 ビジネスの先導役 として期待される。

ケース管理業務支援

情報システム

ケ ア ・セ ン タ ー

や わ ら ぎ

モバイル通信端末を活用 し,介 護者の紹介,サ ービスメニューの決

定,介 護料金の計算等をリアルタイムで処理するシステムを開発 し,

在宅介護サービスの管理の効率化に貢献 した。

リアルタイムVLBI用

超高速通信 システム
日本電信電話(株)

光ファイバによる超高速データ通信技術を用いて世界で最高速のリ

アルタイムVLBI(超 長基線電波干渉計)用通信 システムを開発 し,

リアルタイムで精度が約1mmの 精密地殻変動観測結果を地震関係

機関に提供可能にした。
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4.平 成10年 度全 国高校 生 ・専 門学校 生 プ

ログラ ミング ・コ ンテ ス ト入選作 品

全国高校生 ・専門学校生 プログラミング ・

コンテス トは,通 商産業省が次代 を担 う青少

年の情報処理技術向上のために,昭 和55年 か

ら情報化 月間の主要行事 として 「全国高校生

プログラ ミング ・コンテス ト」を実施 してお

ります。平成7年 度か らは,将 来各種の高度

情報処理技術者 となるための基礎的な知識 ・

技術 を備 えた人材 として期待 される専 門学校

生 も コンテ ス トの対 象 に加 えて実施 して お り

ます。

今年 度 は,イ ンター ネ ッ トの普 及 に伴 い コ

ンテ ンツ の重 要 性 が 認 識 され て い る こ とか

ら,こ れ まで の プ ログ ラ ミング部 門 に加 え,

新 た に コ ンテ ンツ部 門 を設 け2部 門 と して実

施 しま した。

8月14日(金)に 作 品 の応 募 を締 切 り,総

数 で157点(高 校 生74点,専 門学 校 生83点)

の力作が 寄せ られ ま した。応募 作 品は 「全 国

高校 生 ・専 門学校 生 プ ログ ラ ミング ・コ ンテ

ス ト審査委 員会」 で の厳 正 ・公 正 な審査 に よ

り,以 下 の10作 品(プ ロ グラ ミング部 門6点

(高校 生部 門3点,専 門学校生部 門3点),コ ン

テ ンツ部 門4点(高 校 生部 門2点,専 門学校 生

部 門2点))が 入選 され ま した。

入選 され た方 々には,10月1日(木)の 「情

報化 月間記 念式典 」 におい て,与 謝野 通商 産

業大 臣 か ら賞状,記 念 の楯 と副 賞のパ ー ソナ

ル コ ンピュー タ(社 団法 人 日本 電子工 業振興

協 会 の協力)が 贈 られ ま した。

また,入 選作 品は,記 念式典 の併 設行 事 と

して,展 示 ・デ モ ンス トレー シ ョンを行 い,

多数 の来場者 に紹 介 され ま した。
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今年の入選作品(プログラミング部門)

【高校生】

作品名
作成者

学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名

作品の概要

最
優
秀

賞

たなばた
神奈川県立神奈川総
合高校

普通科3年

白田 晶人

スプライン補間法をテーマに研究 し,そ れを視覚的に

とらえられるようにしたものである。機能としては,

スプラン補間,2次 元データの補間の数学の理論を実

際のデータで応用 して天気図を描 くことがで きる。

優
秀
賞

対戦型

パ ズルゲーム

『SLIME

BOMB』

静岡県立浜松工業高
等学校

情報技術科2年

飯田 貴士

高速なグラフィック処理は,シ ステムリソースを大量

に消費するうえに処理速度が遅かったものを,DirectX

を利用 してグラフィック処理を高速にした。高速にな

ったグラフィック処理機能を多用 して対戦型パズ ルゲ
ームを作成 した。 また,音 を効果的に取 り入れてゲー

ム感覚を高めた。

QuickPostCard
Versionl.0

福島県立清陵情報高
等学校

情報電子科3年

根本 雅昭

年賀状の宛名書 きは大変な作業であり,年 賀状などを

印刷するソフ トウェアもた くさん市販されているが,

操作が困難で,初 心者には難 しいことから,こ の ソフ

トウェアを開発 した。機能としては,一 覧表示,入 力 ・

簡易検索,は がき印刷,は がき裏面印刷,ブ ラウザ等

があり,は がき裏面は,写 真に吹き出 しを入れるなど

して印刷でき,イ ンターネットの利用により,デ ータ

を取 り込みながら作成することが可能である。

【専門学校生】

作品名
作成者

学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名

作品の概要

画面にパズルをする領域が2つ(お 金をためる領域と

最 対戦パズル 岩崎学園情報科学専 パネルを貼る領域)あ り,今 までのゲームにはない新

優
秀

ゲ ー ム

PuZZLEDe

門学校
新横浜校

森 靖仁
鮮なアイデアのゲーム。プレイヤー1と プレイヤー2

は各自任意の違った操作をするため,自 分の処理が相

賞 PuZZLE 情報工学科3年 手の画面に及ぼす影響 画 面のちらつき)を最小限に抑

えるように工夫した。

キ ー ボ ー ド入 力 の 練 習 が で き,さ らに,ブ ラ イ ン ドタ

日本工学院専門学校 ッチだけでな く,プ ログラム言語や文章の入力もゲー

チ ー ム 「Y・T」 ムの要素を取 り入れ,楽 しく練習できる。機能として

めざせ! 情報処理科三年制 柳谷 利之 は,練 習モー ド(キー位置,難 易度の設定が可能なブ

キ ー パ ンチ ャ ー 3年 高崎 健太郎 ラ イ ドタ ッチ),プ ロ グ ラマ ー モ ー ド(プ ロ グ ラ ム 言 語

情報処理科三年制 ごとの固有のキニワー ドや書式に応 じた入力),授 業

3年 モー ド(日本語文章や英文の入力),進 捗状況,成 績管

優
秀

理,成 績表示,オ ンライン機能説明等がある。

賞
ネ ッ トワ ー ク上 で 会 話 す る機 能 。Windowsに 標 準 添 付

の ポ ップ ア ップ メ ッセ ー ジで も同 様 の こ とが で きる の

学校法人電子学園 ですが,複 数人相手の会話 となるとどうしてもブロー

ConBox
日本電子専 門学校
コンピュー タネッ ト 村上 友範

ドキヤス トになってしまい意図 しない相手にも送信さ

れてしまうといった点を解決。また,現 在のGUI中 心

ワー ク科2年 の環境ではフォーカスを変えるのにマ ウスのクリック

を必要としているが,煩 わ しさを解消するためにキー

ボー ドで操作できるように考慮されている。
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今年の入選作品(コ ンテンツ部門)

【高校生】

作品名
作成者

学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名

作品の概要

国立八戸工業高等専 インターネット上の掲示板や通信ゲームなどで知 り合

門学校 った人々が,お 互いの顔 を言葉で しか伝えられないと

杉田研究室プロコン きがよくあることから,自 分の顔を分かりやす く伝え

FaceLayers チ ー ム る 手 助 け す る て め作 成 。ComboBoxで の顔 の 各 パ ー ツ

建設環境工学科3年 富樫 孝介 を ユ ー ザ ー に 選 択 し て も ら い,JavaScriptに よ っ て そ

建設環境工学科3年 高橋 朋史 れ を キ ー コー ドに変 換,レ イ ヤ ー処 理 に よ って キ ー コ

建設環境工学科3年 佐々木 英史
一 ドに対応 したパーツを合成表示する。

学校行事の避難訓練とはまた違った方法で火災につい
優 て学習する。普通の避難訓練と違 うところは,
秀 岐阜県立岐阜商業高
賞 等学校EDP部 (1)舞 台 が ホ テ ル で あ る こ と,

火災体験

WebSite

【ESCAPB】

情報処理科2年

情報処理科2年

情報処理科2年

経理科2年

小久保 幹紀

渡辺 貴哉
東谷 将成
杉本 尚哉

(2)主人公は一人で逃げなくてはいけないこと,

(3)火災の発生場所がわからないこと,

(4)まったくの他人から情報 を得て行動することである。

事務科2年 岩田 典子 これによって仮想空間での火災をリアルに体験できる

事務科2年 田中 美由己 よ うに な っ て い る。 また,プ レ イヤ ー は流 れ る ム ー ビ

一を見て随所 に出てくる選択画面で自分 と主人公の行

く道を決定する。

【専門学校生】

作品名 作成者

学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名

作品の概要

優
秀
賞

鮭の缶詰め
～忘れ られた

日々～

静岡産業技術専門学校

「マ ンマー ・ミーヤ」

マ帰メディア学科2年

マ帰メディア学科2年

マ帰メディア学科2年

マ)けメディア学科2年

山本 昌宏
加藤 智幸
井料 孝行
井柳 清文

さけ の 一 生 を追 っ て い く と同 時 に,み ん な に もっ と命

の 尊 さ,大 事 さ を感 じて ほ しい とい う思 い か ら作 成 。

処 理 概 要 と して は,NEXTボ タ ン全 部 のMOVIEを 連

結 し,BACKボ タ ンで前 に も ど る等 が あ る。 また,絵

は す べ てPhoteShopで 描 き,鮭 の 動 きを アニ メー シ ョン

を用 い て リ ア ル に して あ る。

麻雀は

恐 くない!

学校法人電子学園
日本電子専門学校
マ)けメディア学科2年

田中 寛

データベースで麻雀のことを少 しでも知ってもらい,

麻雀人口を増や したいことから作成。処理概要として

は,役 の説明,必 要道具の説明,開 始方法の説明,用

語の説明,点 数の計算説明等がある。

なお,本 コ ンテ ス トは,来 年 度(平 成11年 度)も 今 年度 と同様 の 日程 で

実施 される予 定 に なってい ます 。詳 し くは,下 記 まで お問合せ くだ さい。

事 務 局1〒105-OO11東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会

情 報 化 月 間担 当

Tel:03-3432-9381/Fax.:03-3432-9389
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小渕内閣総理大臣情報化月間特別行事を視察

小 渕恵 三 内 閣総 理 大 臣が,平 成10年10月1

日に東 京全 日空 ホテルで 開催 された,平 成10

年度情 報化 月間記念式 典 の特 別行事 「コン ピ

ュー タ西暦2000年 問題 対策 展」 お よび 「全 国

高校 生 ・専 門学校 生 プ ログラ ミング ・コンテ

ス ト入選作品展示 ・デモ」をご視察 され ま した。
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式 典 の特 別 行 事 と して 「コ ンピ ュー タ西暦

2000年 問題 対策 展」 を開催 した ところ,公 務

ご多忙 の 中,小 渕 内閣総理 大 臣が ご視察 され,

官民挙 げての2000年 問題 へ の取 り組 み を先 導

され ま した。

また,2000年 の展 示 にひ き続 き,次 代 を担

う青 少 年 の情 報 処 理 技 術 の 向上 に資 す る た

め,通 商 産業省が 昭和55年 か ら毎 年実施 して

い る 「全 国高校生 ・専 門学 校生 プロ グラ ミン

グ ・コンテ ス ト」 の入選作 品 の展 示 ・デモ ン

ス トレー シ ョンを視察 され ま した。

視察 で は,入 選 作 品 につ いて生徒 に親 し く

質問 され,高 校生,専 門学校 生の レベ ルの高

さに意 を強 くされて お られ ま した。

轟'

1忘u日:il 閑

、'口 三ξ『{

福

、 蟻
●

vi1g

イ
〆

癖
憶

ぜ1ま㎡ ≧

視察風景
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視察風景

高度情報通信社会推進本部(本 部長小渕恵

三内閣総理大 臣)で は,去 る9月11Bに 「コ

ンピュータ西暦2000年 問題 に関す る行動計

画」 を策定 し,コ ンピュータ西暦2000年 問題

に対する具体的行動の徹底 を図ることを明ら

かに しました。

この行動計画に呼応 して,情 報化月間記念

{
、 輪 ∧
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w
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ECes代 鰺おけるプライバシー

雛護の欝欝勤魔と産業界の対応
「情報化 月間記念国際シンポジウム」講演録 から

(財)日 本情報処理開発協会 と情報処理振

興事業協 会は,平 成10年10月1日 に情報化 月

間の記念行事 として 「EC時代 にお けるプラ

イバシー保護の国際動向 と産業界の対応」 と

題 した国際 シンポジウムを開催 しました。

ネットワーク化の進展 は,個 人か らの情報

発信や情報 アクセスの機会を飛躍的に増大 さ

せ る反面,ネ ットワーク犯罪や不正アクセス,

プライバ シーの侵害,有 害情報の流通など解

決すべ き新 たな課題を内包 してい ます。

とりわけ,個 人に関する情報が本人の知 ら

ない間に収集 ・蓄積 され,ま た,本 人の予想

外の目的に利用 されるという事態が頻発 して

いることか ら,「個 人情報保護」 は国際的 に

も解決すべ き喫緊の重要課題 となっています。

わが国では,通 商産業省が昨年9月 に 「民

間部門における個人情報保護 に関す るガイ ド

ラ イ ン」 を告 示 し、それ を受 けて(財)日 本

情報 処理 開発協 会が プ ライバ シーマ ー ク制 度

を発 足 させ るな どの対 応 を図 ってい ます 。

海 外 にお い て も,OECDガ イ ドラ イ ンやEU

指 令 な ど国際機 関 の動 きに呼応す る形 で,各

国 にお いて プ ライバ シー保護 へ の対応 が 図 ら

れ てい る ところです。

本 シ ンポ ジウムで は,日 ・米 ・欧3極 にお け

る個 人情報保 護へ の取 り組み の現状 と今後 の

あ り方 な どにつ いて,内 外 の著 名 な専 門家 を

お招 き し、講 演 とパ ネル デ ィス カ ッシ ョンに

よ り紹介 してい ただ きま した。

本稿 で は,シ ンポ ジ ウムか らアラ ン ・ウェ

ステ ィン氏,氏 兼裕 之氏 の講演 お よびパ ネル

デ ィスカ ッシ ョンの模様 を要約 して ご紹介 し

ます。
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〔プロ グラム〕

情報化月間記念国際 シンポジウム

ー-EC時 代 におけるプライバ シー保護の国際動向 と産業界の対応一

時 間 内 容 講 師

9:30～9:40 挨拶
(財)日 本情報処理開発協会

会長 井川 博

基調講演 ア ラ ン ・ウ ェ ス テ イ ン 氏

9:40～ll:10 フ.ライバ シー保 護 の 重 要 性 と コロンビア大学名誉教授

越境情報流通問題

11:10～11:20 休憩

講演 ア ラ ス テ ィ ア ・テ ン ペ ス ト 氏

n:20～12:30 EUフ.ラ イバ シー指 令 に お け る ヨーロッパ.・ ダ イレクい マーケティング 連 盟

ヨーロッパ.産 業 界 の 取 り組 み (FEDMA)理 事長

12:30～13:30 昼休み

13:30～14:00

講演

日本 におけるフ。ライバ シー保護 と

政府の取 り組み

氏兼 裕之 氏

通商産業省情報処理システム開発課長

14:00～14:15 休憩

コーデ ィネータ

堀部 政男 氏(中 央大学教授)
パネルデ ィスカ ッシ ョン

ハ。ネリスト

14:15～16:45
EC時 代における ラ ッセル ・パ イプ 氏(GIIC副 議長)

フ.ライバ シー保 護 へ の 対 応 アラスデ ィア ・テンペス ト 氏

三次 衛 氏(情 報サービス産業協会会長)

国分 明男 氏(二rメ ディア開発協会理事)

*FEDMA(EuropeanFederationofDirectMarketing)

*GIIC(GlobalInformationInfrastructureCommission)
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」足跡EC誠poＬR忽

プライバシー保護の重要性 と越境情報流通問題

ア ラ ン ・ウ エ ス テ ィ ン 氏

コロンビア大学名誉教授
＼

、

.

コンピュー タ化 とプライバ シー

今,消 費者個 人の プ ライバ シー と ビジネス

お よびテ クノロ ジーの関係 に大 きな変化 が起

こって きてい ます。

1960年 代 か ら最近 まで,先 進 工業 国,民 主

主義 国 にお い て次 の よ うな特 徴 が あ りま し

た。 まず企 業,ビ ジ ネス関係 にお いては,全

国的 なマスマ ー ケテ ィ ングが な された とい う

こ と,そ して,そ の こ とに関 して は消 費者側

は大変 に受 身 であ った とい うことです 。情報

テ クノ ロジーの分野 にお いては,集 中型の コ

ンピュー タシス テム,大 型 の メイ ンフ レーム

タイプで企 業 な らび に政府機 関が デー タ処理

を していた とい う特徴 が あ りま した。 また個

人の情報,消 費者 の情 報 に関す るプ ライバ シ

ー に関 しては
,ほ ぼ多 くの民 主国家 におい て,

国の法律,な らびに政府 の規 制 に大 き く依存

し,新 しい プ ライバ シーな らびにデー タ保護

法 とい う形態 の 中で守 られて きま した。

しか しなが ら,90年 代 の後半 か ら大 き く変

わって きて い ます。 消費者 の プ ライバ シー に

係 わ る制 度 面 は,こ れか ら2年 の 間 に主要 な

関連す る法律 が立法 化 されて きます。二 つの

こ とが 同時 にア メ リカで行 われ てい ます。法

人の取 り扱 うプ ラ イバ シー,こ れは大 きな危

機 に瀕 して い ます。 た だ,強 い プ ライバ シー

の保護 とい うこ とを消費者 に対 して確保 す る

とい うこ とが,政 治的 な大意 とな ってい ます。

特 に イン ター ネ ッ トの分野 で はそ うで あ る と

い うことが言 わ れて きてい ます。

まず,1960年 代 ですが,コ ンピュー タ時代

にお ける消費者 の プ ライバ シー に関 しての 第

一 世代 とい うところ にな ります
。 コ ンピュー

タ とプラ イバ シー に関 して,一 般 的 な関心,

懸 念 とい うこ とが多 くの工 業先進 国 におい て

出て きま した。 一方 で は消 費者,な らび に市

民 は こうい った ビジ ネス,そ れか ら政 府 の コ

ン ピュー タ化 とい うこ とに よって利点 が ある

とい う高 い認識 が あ ったわ けです。 しか しな

が ら,ま た一 方で は個人 の情報 が 中枢 の デー

タバ ンク,組 織 の 中で収集 され,用 い られ る

とい うことに関 して非常 に深 い懸念 を持 つ よ

うにな りました。70年 代 に な ります と,一 般

な らびに リー ダー は こうい った プ ライバ シー

の保 護 に関 して,コ ン ピュー タ化 の時代 にお

いて は,制 度化 が必要 だ とい うこ とに合 意 し

始 め ま した。 こ れが 国家 にお け る ナ シ ョナ

ル ・プラ イバ シー ・シス テムで第一 世代 と し

て先駆 け とな りま した。70年 代,80年 代 には,

世界 でプ ライバ シーの価 値 とい うことが 主張

され て きま した。限定 的 なデー タの収集,そ

してまた個 人 に対 して は,通 知 を し,ま た選
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択 を認 め る。 また個 人情 報 の追 加的 な使用 に

対 す る制 約,ア クセス,訂 正,な らび にその

デ ー タに対 して要求 で きる権利 と正確 性,セ

キ ュ リテ ィーの義務 とい った こ とが 主要 なる

声 とな りま した。 そ して多 くの宣言 の 中で一

連 の ものが発表 されて きま した。米 国連邦 政

府の プ ラバ シー ア ク ト74年 しか り,OECDの

80年 の ガイ ドライ ンしか り,ヨ ー ロ ッパ評議

会 におけ ます規 約81年 もしか りです。

日 ・米 ・欧の取 り組 み

国内的 な取 り組 み と しては二 つの方 向が見

られ ま した。 ヨー ロ ッパ にお けるデ ー タ保 護

法 とア メ リカにお け る公私 の プラ イバ シー シ

ステム につ いての混 合 された形態 です。

(1)欧 ・米の取 り組 み

まず,ヨ ー ロ ッパ にお ける国内 デー タ保 護

法ですが,1973年 に端 を発 して い ます。 ス エ

ー デ ンにお けるデー タ保護 法です が
,こ の 中

で コ ンピュー タ化 されたデ ー タの適切 な処理

の規則 が規定 されて い ます。 これ は第 三世代

の コン ピュー タを基 に してい ます。つ ま りメ

イ ンフ レーム と端 末で あ り,そ して高 度 の集

中化 された システムで一極 集 中的な管理 が行

わ れて い ま したか ら,当 時の法律 とい うの は

集 中 された責任 あ るデー タ管理 者が存在 して

い ま した。 組織 にお いて は,そ の デー タシス

テ ム につ いて は独 立 した国内 のデ ー タ保 護 を

担 当す る所轄 当局 に登録 を し,こ こが法律 を

執行 して い ま した。

一方
,ア メ リカ にお いて は異 な ったア プロ

ーチが と られ ま した
。 いわ ゆる フェア ・イ ン

フォメー シ ョン ・プ ラ クテ ィス と呼 ばれてい

る もの です。公 正 な情 報 に係 わる慣 行 とい う

ものです 。 プ ライバ シーに係 わる法律 はア メ

リカにお いて は,連 邦 レベ ルあ るいは州 レベ

ルで市民 に係 わ る情 報 システ ムについ て制定

され てい ます。1974年,連 邦 プラ イバ シー法

がその一例 です。消費者 に係 わ る法律 ですが,

これ らは民 間分 野 にお いて特 に消 費者 の プラ

イバ シー の 問題 が あ る と考 え られ て い る分

野,例 えば,信 用,ク レジ ッ トの情報,銀 行,

保険,ケ ーブル テ レビ,こ うい った分野 に関

して制 定 され ま した。 しか しなが ら国の レベ

ル におい て独 立 した規制 当局 とい う ような省

庁 は作 られ ませ んで した。取締 りに関 して は

セ ク ターご との規制,管 轄 者が行 う,す なわ

ち,そ れ ぞれ の セ ク ター ご との省 庁 で あ り,

あ る いは消 費者 や市民 が 訴訟 を起 こ した り,

メデ ィアに暴 露 され る とい う形 で行 われて き

ま した。 また有 力 な企業,例 えば アメ リカ ン

エ キス プ レス,シ テ ィ ・コープ とい った とこ

ろは企 業 内にお いて プラ イバ シー に係 わ るポ

リシー を定 め,ま た,例 えば ダイ レク ト ・マ

ー ケテ ィング協 会 とい っ た ような業界 団体 が

自主 的 な規 約 を決 め てい ま した。 こ う した シ

ステ ムは国内 の政治 的,法 的,文 化 に根 ざす

もので あ り,欧 米そ れぞ れ違 った背景 を持 っ

てい ます。

ヨー ロ ッパ にお いては,第 二次 大戦 当時に

お ける全体集権 的体制 があ り,そ の 中で情報

や記録 が乱用 され,そ の結果,個 人 の権 利 を

守 る とい う観点 が取 り入れ られ ま した。そ こ

で ヨー ロ ッパ の法 的 な伝 統 の 中 にお いて は,

包括 的な国内法 が必 要 だ とい う考 え方が あ り

ま した。 政府の専 門的 な行 政担 当者 に対 す る

信 頼が あ り,そ して また同時 に企 業 内にお い

て高度 な規 制の伝統 が あ りま した。 も し私が

今 この時代 にお いて ヨー ロ ッパ の市 民 であ っ

た とす れば,ヨ ー ロ ッパ の指導者 達が とった

ア プローチ を必 ず や擁護 したで しょう。

対 して,ア メ リカ にお い て は個 人の 自由,
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そ して政府 の役割 を制 限す る とい うアプロー

チが と られ ま した。 これ はす なわち,ア メ リ

カの社会 の側 にお ける民 間,そ して市場 にお

ける解決策 にそれ をゆだね る とい う考 え方が

反映 され,ま たセ ク ター ご との解決策 が求 め

られてお り,オ ムニバ ス的,包 括 的 な法律 は

好 まれ なか ったか らです 。 また強力 な手段 と

しては,個 人あ るい は利益 団体 が訴訟 に訴 え

る とい うこ と もで きま した。実際 これ を反映

す る もの と して,1966年 に行 われた調査 によ

れ ば,ア メ リカ人の3分 の2は 次 の ことに同意

してい ます 。す なわ ち,国 内法,ま た規制 と

して の取 締 には反対 だ とい うこ とです。 ヨー

ロ ッパ 的 なア プローチ には反対 してお り,む

しろ具体 的 に必 要 とあれ ば,各 州 や連 邦 レベ

ル にお いて法律 を定 めれ ば良いの であ り,包

括 的 な法律 とか,あ るい は独 立 した規 制当 局

は必 要 ない とい う考 え方 を とってい ま した。

(2)日 本 の取 り組 み

それ で は 日本 で は この時代 にお ける プラ イ

バ シー関連 の動 きは どうなってい たで しょう

か。 アメ リカ同様,日 本 に もは っ き りと憲法

の下で プ ライバ シーが 規定 されてい る訳 で は

あ りませ ん。 この時期,日 本 におい ては様 々

な 自治体 レベ ル にお け るプ ライバ シーに係 わ

る政令が制 定 され ま した。 これ に よって,政

府 の持 ってい る記 録 に関 して,カ バ ーす る と

い う形が と られ,さ らには組 合が大 きな影響

を もってい ま した。 そ して国の レベ ル にお い

ては,日 本 人 はち ょうどア メリカや ヨー ロ ッ

パ にお けるの と同 じようにプ ライバ シー に関

して懸 念 を示 して い ま した 。これ は1981年,

1985年 か ら89年 まで総理 府が行 った調査 に現

れ てい ます。 その後,日 本 は1988年 にデー タ

保護 法 を制 定 い た しま した。 こ こで はOECD

の原則 が取 り入れ られ,そ の対象 となって い
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るの は,行 政府で あ り,ま た,公 的分野 で し

た。 しか しなが ら,私 の理 解 してい る限 りで

は,個 々の企 業 におけ るプ ライバ シーについ

ての ポ リシー,方 針 につ いて はほ とん ど策定

され てお らず,ま た同時 に この時期 に業 界団

体 もあ ま りこの点 につい て活 発 ではあ りませ

んで した。

グローバ ル化 とEU指 令

この移 行期 の最後 にお いて グローバ ル化 の

傾 向が見 られ ま した。す なわ ち国境 を超 えた

デー タの移転 が行 われ,多 国籍企業 がそ こに

介在 し,イ ンター ネ ッ トや,ワ ール ド ・ワイ

ド ・ウ ェ ッブが 活 用 され る よ う に な りま し

た。 この 時期 に なって,重 要 な展 開が見 られ

る よ うに な りま した。 つ ま りEUに お け るデ

ー タ保 護指 令 です
。EUは 様 々 な重 要 な 目標

を持 って い ま した 。 そ れ に よ って,EUの 域

内 におけ る商業 の流 れ を 自由に行 い,そ して

またデー タ保 護 を含め た,共 通 の 人権保 護 を

推 奨 しよ う と考 えた の です 。 そ の結 果,EU

の デー タ保護 指令 の草案 が91年 か ら94年 の 間

に作 られ ま した。 そ して95年 に これが採 用 さ

れ,98年10月25日 に,つ ま り今 月そ の効 力 を

発効 す る こ とになってい ます。

(1)日 ・米 にお け るEU指 令の影響

EU指 令 です が,こ こで は デ ー
,タ保 護 につ

い ての基準 が設定 され,こ れはすべ ての域 内

の15カ 国 にお いて,国 内法 で これが 施行 され

るこ とにな って い ます。 そ して また個 人が は

っ き り誰 とわか る よ うなデ ー タに関 して,域

内 の 国か らEU域 外 の 国 々 に対 しての 移転 は

原則 と して禁止 されて い ます。 た だそ うい っ

た域外 の国 におい て も,充 分 なプ ライバ シー

の保護 があ る場 合 は別 で あ り,あ るい は また

この後 説明す る よ うな特別 な状況 があ る場 合
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には,こ れ は例外 で す。

EU指 令 は,明 らか に ア メ リカや 日本 の企 業

であ って,ヨ ー ロ ッパ で活動 を展 開す る企業

に とって一 つの チ ャ レンジ とな って い ます。

一言で言 えば
,こ うした企 業 は もしか した ら,

顧 客や あるい は個 人 デー タをア メ リカ,あ る

いは 日本へ 送 り,こ れ を処理す る とか,あ る

いは どの ような もので あれ イ ン トラネ ッ トあ

る い はエ ク ス トラ ネ ッ トの シス テ ム を使 っ

て,個 人 デー タを流 通 させ るこ とは出来 な く

なるか も しれ ませ ん。何 故 か とい うと,ア メ

リカ と日本 におい ては,国 の法律 でプ ラ イベ

ー ト ・セ クター
,民 間分 野全体 をカバ ーす る

よ うな ものが ないか らであ り,ま た独 立 した

国 レベ ルの デー タ保護 当局 が ない か らです 。

とい うの もこの二 つの要件 が指令 の 中で規定

されてお り,そ うす る ことで,ヨ ー ロ ッパか

ら国境 を越 えて,デ ー タを域外 の国へ転 送す

る際,そ れが許 され る対 象国の ホ ワイ ト ・リ

ス トに規定 されて いるか らです。 しか しなが

ら,も しか した ら,域 外へ の デー タ転送 が可

能 にな るか も しれ ませ ん。 その上 にはその業

種 に関 して の 強力 な法 律 が なけ れ ば い け な

い。 あ る い は強 力 な その業 界 にお け る規範,

あ るい は民 間の契 約 が あ って,そ れ がEUの

基準 を遵守 させ るべ く,企 業 に対 し拘 束力 を

持 って いて,そ れ を検証 す る手段 や,そ れが

損 なわれ た場 合 の是正手段 もあ る とい う もの

であ れば別 です。

(2)イ ン ター ネ ッ トの普 及 とプラ イバ シー

の取 り扱 い

EU指 令 の 問 題 が展 開す る 中 にお いて,一

つの大 きな傾 向が グローバ ルな レベ ルで出 て

き ま した。 まず一 つ に は強力 なPCが 世界 的

に普及す る ようにな った ことで す。企業 に も

家庭 に もこれが進 出 し,そ の結果,文 字 どお

り,あ らゆるデ ス ク トップ にデー タ ・バ ンク

が出現 す るこ とにな りま した。 また,イ ン タ

ー ネ ッ トの爆発 的 な普 及 に よって
,世 界 的 な

個 人の 間,あ るい は企 業 の間の コ ミュニケー

シ ョンが 大 き く変わ ろ う と して い ます。世 界

の市 場 は今 や 国境 を超 え て展 開 され るよ うに

なって きま した。 電子 商取引 は コ ンシューマ

ー ・マ ーケテ ィングの革 命 を もた らす もの で

す。 す なわ ちサ ー ビスのパ ー ソナ ル化 とい う

のが その推進 力 にな ってい ます 。サ ー ビス の

パ ー ソナ ル化 が来 るべ き時代 におい て重 要 か

とい うこ とだけで はな く,何 故 この よ うなパ

ー ソナル化の傾 向が成 功す るため には
,プ ラ

イバ シーが必 要 なのか とい うことです。 まず,

第一 にネ ッ トの文 化 とい うのは,他 者 の 関心

のない 自由指 向 であ る とい うこ とです 。ユ ー

ザ ー はそ の情 報が 収集 され,活 用 され るこ と

に関 して知 りたい,管 理 したい と考 えて い ま

す。 それ か ら第二 には,ネ ッ トとい うの は対

話 型 の プ ロセ スで あ って,ユ ー ザ ー はサ イ

ン ・オ ンして開始 します 。 どこに行 くか を選

び,そ して個 人情 報 を提供 す る ことを決定 す

るわけです。このような状 況の中で,1997年,98

年 に お け る調 査 は米 国,お よびEUの15カ

国 におい て行 われ ま したが,そ れが示 す とこ

ろでは,現 在 の イ ンター ネ ッ トのユ ーザ ーか

らプ ライバ シーの取 り扱 い規則,あ るい はセ

キ ュ リテ ィが不足 している こ との懸念 が示 さ

れてい ま した。中心 的 な懸念 とい い ます のは,

情報 の取 り扱 い について ウ ェ ッブサ イ トの オ

ペ レー タか らの説明 が無い とい うこ と
,そ し

て どこに行 くか,な に を してい るか とい うこ

とに関 して ク リックに よる情報 を収集 す る こ

と,ま た不 要 なEメ ー ル とか,い わゆ るスパ

ム と呼 ば れ る商 業 的 なEメ ール を送 りつ け る

こと,そ れか ら また個 人情報 の収 集 を,特 に
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子供 か ら親 の合意 な しに得 られてい る とい っ

たこ とが問題 で あ ります 。 そ うい った懸念 で

す。

① 米 国の動 向

そ れで はア メ リカは こ うい った問題 に どの

ように応対 を して いるか ですが,ま ず 最初 に

ア メ リカの消 費 者 は プ ライバ シー指 向 で す。

情 報 を欲 しい と思 ってい ます し,ま たその情

報 が どの ように活用 されて いるか とい うこ と

の選択 を した い と考 えてい るわけです。 政府

の監視 は好 ま し くない わけです。政 府 はい わ

ゆる イ ンター ネ ッ トの プ ライバ シー に係 わ る

権力者 と して見 る ような もの を好 まない とい

うこ とです。広 範 な イ ンター ネ ッ トの プラ イ

バ シーの保護 を好 む人 たち もい ます。 そ うい

う人 た ちは ア メ リカがEU指 令 的 な ア プ ロー

チ を とる こ とを望 んでい ます。 しか し,ク リ

ン トン政権,お よび議 会 をコ ン トロール して

い ます 共和 党 は この立場 を反 対 してい ます 。

イ ン ター ネ ッ トは あ ま りに も早 く変化 す る,

あるい は動 的 な もので あるので,令 す ぐに良

い法律 を書 くため に は対応 しきれ ない と して

い るのです。加 えてそ の実効 ,実 施 とい うも

の はたいへ ん難 しい。広範 な実施 とい うこ と

は,政 府 が監視 を続 け る とい うこ とに な りま

すので,ア メ リカ人 としては これ を好 まない,

神経 質 に なる とい うこ とにな ります。結 果 は

民 間部 門が主導権 を握 る とい うこ とです。事

業,ビ ジ ネス,お よび非 営利事 業 な どが健 全

な プライバ シーの基準 を発 展せ しめ,そ して

テ クノロジーの社 会が ツー ル,例 えば プライ

バ シーの フ ィル ターです とか ,あ るいは暗号

化,そ して また アナ ライザー とい った もの を

イ ンター ネ ッ トで動 くため ピ提 供 す る とい う

ことです 。

それで は アメ リカの ビジネス は どういった

JZ㎜ECI朋POR忽

こ とを具体 的 にや って い るの で し ょうか。6

月,ホ ワイ トハ ウスか らの圧 力の下 で,米 国

連邦取 引委 員会 は,ア メ リカは オ ンラ イ ンの

プラ イバ シー ・ア ライア ンス を提 供 いた しま

した。 アメ リカの企 業,協 会 の50か らなる も

のです 。 この アラ イア ンスは たいへ ん重 要 な

オ ンラ イ ンの プラ イバ シーの原則 を電子 商取

引,イ ンター ネ ッ トに対 して提 供 いた しま し

た。 こ うい った原則 を使 うため に,ア メ リカ

の商 業 改 善 協 会,BBBは プ ラ イバ シー の 印

章,シ ール プ ログラム を発展 せ しめ,紛 争 の

解決 にあた りたい と考 えた わけです。 商業改

善協 会 は よ く知 られ てい ま して,米 国での紛

争 の解 決 にあた ってい ます。新 しい連邦 の法

律 が 今 後通 過,成 立 す る こ とを望 んで い る,

あ るいは信 じてい ます。 これ は維持,守 秘 義

務,そ れか ら金融 関係 の プライバ シーの規則,

そ して イン ター ネ ッ ト上で子供 連 を守 る とい

うこ とで もあ ります。

② 日本 の動 向

日本 に 目を向 けてみ ます と,日 本 にとって

の選択肢 は アメ リカの ア プローチ に類似 して

い るか と思 い ます。1997年 の通 産省 のガ イ ド

ラ イ ン,民 間部 門にお ける コ ンピュー タ処理

に関 してです が,こ れ は大 変 良い標 準 を提 供

して い ます し,重 要 な仕事 が された とい うこ

とに なる と思 い ます 。JIPDECの プ ライバ シ

ーマ ー ク シス テム も大変 素 晴 ら しい 方法 で
,

日本 の企業 に対 して良好 なプ ライバ シー の慣

例 あるい は方 法が どうい う ものか を示 してい

るか と思 い ます。 そ してその ような方 策 を企

業が実施 す るため の指 針 とな りま しょう。 日

本の主 要 な企業 が革新 的 な企 業の プ ライバ シ

ー ・ポ リシー を採 用す る とい うこ とで
,ま た,

産業内 の高度 な法律 を発展 せ しめ る とい うこ

とです。例 えば,ヨ ーqッ パ,ア メ リカな ど

一39一



と同 じよ うな スマ ー ト ・カー ドとい った新 し

い技術,ダ イ レク ト ・マ ーケテ ィングな どの

分野 です。 日本 の企業 で ヨー ロ ッパ にある も

の は,モ デ ル ・コ ン トラク トを採用 し,ア メ

リカの企 業が採 用 してい る ような もの を取 り

上 げ るこ とにな ると思 わ れ ます 。 ヨー ロッパ

か ら日本,あ るい はEUで は ない 諸 国の処 理

セ ンターへ情 報 を国境 を越 えて送 る とい うこ

とが可能 に なる とい うことにな ります。

期待 されるプ ライバ シー政 策

消 費者の プ ラ イバ シー とい うのは,中 心 的

な社 会問題 です。 しか し,こ れ は民主主義 の

発展 の ため に も大事 な こ とです。 ラテ ン ・ア

メ リカ とアジア な どの諸国 はデ ー タ保 護法 を

書 き始め てい ます。 日本 はア メ リカ と同様 に

良い,プ ラ イバ シー制 度,お よび慣行 を持 ち

たい と思 ってい ます 。それ に よって,地 球 的

な コ ミュニケー シ ョンお よび商 取引 で流 れ う

る とい うことになるか らです 。更 に良い プ ラ

イバ シー政策が消 費者 に よってあ らゆ る とこ

ろで期 待 されて い ます 。 私 に と りま して も,

日本 の業界,協 会,あ るい は 日本 の報道機 関

な どが 良い調 査 を行 い,日 本の消 費者が今 日

プ ラ イバ シーにつ いて ど う考 えてい るか を明

らか にす るこ とが よろ しいので はないか と思

い ます。特 に将 来の電 子商取 引,新 しい ダイ

レク ト ・マ ーケテ ィングの技 法,方 法 な どに

関連 しては必 要 な こ とだ と思 い ます。 日本 の

企 業 に と りま して,こ れ は重 要 な こ とで す。

何 故 な らば今 後10年 間 に 日本 の企 業 な ど も,

や は り良 い情 報 を取 扱 い,そ して プラ イバ シ

ーの 取 り扱 い の程 度 が 企 業 のPRに もな り
,

これ を もって競 争 す る とい うことになるか ら

です。 そ して新 しい時代 の個 人化 されたマ ー

ケテ ィングに必 要 な情報 を提 供す る とい うこ

とにな るか と思 い ます。

日米電子 商取 引共 同宣言 が最近発 表 され ま

したが,政 府 はや は りビジ ネス,お よびテ ク

ノロジー にお いて民 間の リー ダー シ ップ を求

めて い ます。 そ して また違反 者 には厳 しい基

準 を持 っ て罰 しな けれ ば な らない と思 い ま

す 。皆様方 と共 に考 え方 を分 か ち合 う機会 を

い た だ きま した こ とを感 謝 した い と思 い ま

す 。 日米両 国 は今後一層,情 報技 術 を良好 な

社 会 を作 るため に提 供 す る大 きな役割 を果 た

し続 ける こ とを望 む次 第です。
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訊1梁DEc顕 露OR銀

日本 にお けるプライバ シー保護 と政府 の取 り組み

、
へ

氏兼 裕之 氏

通商産業省機械情報産業局

情報処理システム開発課長

はじめに

情報化 は,過 去の蒸気機関,内 焼機関の発

明に匹敵するような文明の利器であ り,今 や

情報化な くして日本の経済 ・社会的向上はあ

り得 ない と言 って も過言 ではない と思い ま

す。代表的なものとしては今 日的テーマにな

っている電子商取引の分野かと思います。

反面,そ の裏 には我 々個人の情報,ど こで

何 を買 ったか,あ るいはどれだけ債務 を持っ

ているか というような情報が電子的に交換 さ

れ,分 析 され,あ るいは蓄積 されるという状

況になってい ます。考えてみればこれは恐 ろ

しいことで,こ の点に関 しては適切 に対処 し

ていかなければな りません。つ まり個人情報

保護の体制 を作 り,守 れる体制 を作 っていか

なければ,今 後の健全な情報化の進展 はあ り

得ないということです。

プライバシー というと通常,個 々人の私生

活の平安 を保護すること,あ るいは個々人の

秘密,こ れを守 る権利 だというとらえ方が一

般的であった と思い ますが,多 分,今 ここで

議論 されているプライバシーとい うのは,そ

れに加 え,自 分に関する情報 を自分 自身がコ

ントロールす る権利 だとい うとらえ方の方が

むしろ しっ くりくるのではないで しょうか。

情報化 自体が今や人間の古典的な権利であ

った プ ライバ シーの概 念 を も変 えて いる,そ

れだ け大 きな社 会 的影 響 を及ぼ してい る とい

うこ とだろ うと思 い ます。

日 ・米 ・欧 の プラ イバ シー保 護の体制

(1)欧 州 の対応

この問題 に対 して,ヨ ー ロ ッパ とか アメ リ

カは どう対応 してい るか とい うこ とを まず簡

単 に フォロー してみ ます。

ヨー ロ ッパ で は歴 史的,精 神 的背景 か ら し

て個 人主 義が非 常 に強 く,個 人 の プラ イバ シ

ー に対 して も とて も敏 感 な とこ ろが あ りま

す。 したが って,強 力 な保護 の体制 を作 りつ

つあ る と言 えるか と思 い ます 。

ヨー ロ ッパ の主 要国 にお きま しては,1970

年 代 か らプ ラ イバ シー保 護 に関 す る法 律 を

徐 々 に制 定す る よ うに なって きま、した。 その

ため,各 国バ ラバ ラにな っては まず い とい う

こ とで,1980年,OECDで ガ イ ドラ インが 決

定 され てお り ます。 その 後,1995年 にEUの

統 一指令 が 出 て,3年 以 内 に体 制 を整 備 しな

さい と決 め られ ま した。 このEU指 令 で は救

済 とか,政 府 の責任,制 裁等 につい て加 盟 国

が法整備 を しなけれ ば な らない とされ てい ま

す。加盟 国 は個 人の司 法的救 済 を保 障 しな け

れば な らず,ま た,事 前 に行 政的救 済 を行 わ
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なけれ ばな りませ ん。 また,各 国 は この指令

を実 施す るため に,違 反 に対す る制裁 を規定

しなけ れば な りませ ん。 これは刑 罰 であ る場

合 もあ る し,行 政 的 な制 裁で あ る場合 もある

で しょうが,い ず れ にせ よ制裁 を制度 化 しな

ければ な りませ ん。そ れか ら,個 人デー タを

集 め る時 には監督機 関へ 事前 に通知 を しなけ

れば な らない。 さらに,監 督 機 関 は,行 政調

査権 とか,違 反 した事業 者 に対 して勧 告 を行

う権利 であ るとか,行 政処分 を行 う権利 とか,

さらに刑罰 が設 け られてい る時 にはそれ を捜

査 当局 に通報す る とい った権 限 を持 た なけれ

ばい けない とい うこ とに なって い ます。

日本 で これ を例 える と,多 分今 の 日本 の税

務 当局 が持 ってい る権 限 に等 しい もの をプ ラ

イバ シー に関 して導 入せ よ,端 的 にい えばそ

うい うこ とであ るか と思 い ます。

それ に加 え,第 三 国,域 外 国,つ ま りア メ

リカ とか 日本 も含 まれ るわけです が,そ うい

った国 々が猶予期 限,つ ま り95年 に出来 ま し

たか ら3年 の猶 予期 限が あ り,98年10月 にそ

の期 限 が来 るわ けです が,適 切 なプラ イバ シ

ー 保 護 の レベ ル に達 して い な い と きに は
,

EU加 盟 国 内 か らデー タの移転 を規制 す る こ

とが唱 われ てい ます。適切 な レベル とは何 か

とい うと,こ れ は非常 に問題 にな る と考 え ら

れ ます。

(2)米 国 の対応

一 方
,ア メ リカは ど うか とい い ます と,ヨ

ー ロ ッパ と同様 に個 人主義 の非常 に強 い国で

あ ります けれ ど も,一 方で ア メ リカは 自由主

義経 済 を強 く押 し進 め て い る国 で もあ りま

す。 した が って,過 度 の規制 を導 入す る こと

に対 して は非 常 に嫌悪感 が ある。 この問題 に

つい ては政府 はで きるだ け関 与 しない。分野

ご とに規 制 の濃淡 をつ けて い こう,そ うい う

手 法で あ ります。例 えば個 人信用 情報 ですが,

お金 に関す る情 報 に関 して は,こ れ は非常 に

セ ンシテ ィブな情 報 であ るので,厳 しい法 規

制 を布 く。 各分 野 ご とに規制 を決 めてい こう,

あ ま りセ ンシテ ィブで ない情 報 を扱 う分野 に

ついて は 自主規 制 を基 本 に して い く。問題 が

あ る時 には政府 が 出てい きます よとい う,そ

うい う姿 勢 です 。 た だ,最 近 にな りま して,

ア メ リカ政府 もこの問題 は重 要 であ る とい う

こ とで,さ かん にキ ャ ンペ ー ンを行 ってお り

ます。 この夏 に,ゴ ア副大統 領 が業界 団体 に

対 ししっか り自主規 制 しな さい,で きれば今

年 中になん とか して欲 しい,そ うで なけれ ば

法 規制 もあ りうる,と 副大統 領 自らが 自主規

制 に よる個 人情 報保 護 を進 め てい こ うとい う

こ とをされ てい る。

(3)日 本 の対応

で は,我 国の対応 は どうか とい う ことです

が,言 うまで もな く,歴 史的文化 的背景 か ら

い い ます と,我 国で プラ イバ シー を保護 しよ

うとい う考 え方 は少 な くと も江戸 時代 まで は

なか った。 どち らか とい う と,村 の文化 とい

い ます か,共 同体 文化 といい ますか,あ るい

は タテ社 会 とい って もいい と思 い ます けれ ど

も,そ うい った共同体意識 を持 ってや って い

くとい うこ とを基 本 と してお りま して,個 人

の権利 とい うのはそれ ほ ど尊重 され てい なか

った。 しか しなが ら,戦 後,日 本 国憲法 が制

定 され,個 人の尊 重 とい うこ とが明確 に憲法

上 規定 されて きた。その後50年 既 にた って い

る とい うこととか,あ るいは社 会,経 済 の変

化 によって核 家族化 が進展 し,さ らに都市 化

が進 み,社 会 も変化 して きて,個 人 を尊 重す

る とい う意識 も高 まって きた。 それか ら冒頭

申 し上げ ま した情報化 とい うこ とは プラ イバ

シーの意識 の高揚化 とい う面 で も文化 を変 え
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てい く可 能性 大 だ とい うこ と もあ って,次 第

に国民 の意 識が プライバ シー保 護 とい うこ と

に対 して敏感 にな って きて いる。 こ うい うこ

とを背 景 と して,基 本 的 にはア メ リカに近 い

立場 をとってお ります。 す なわち規 制 は最小

限 に必 要 な部分 だけ に し,非 常 にセ ンシテ ィ

ブ な ところには政府 が関与 す る。 しか し,基

本的 に 自主規制 で対応 してい くこ とが 適 当で

あ る とい う立場 です 。 これ につい ては,今 年

の春出 され ま した 日米 電子商取 引共 同宣言 と

い う ものがあ ります。個 人情報 の コ ンテ ン ツ

使用 お よび収 集方 法 は業界 ご とに異 なるため

プ ライバ シー保護 の方法 は各産業 ごとに検 討

され るべ きであ る,実 施 の メカニ ズム は ガイ

ドラ イ ンの作 成,確 認,請 求 方法 の開発 を含

め民 間部 門に よって開発実施 され,そ して政

府 に よ り支援 され るであ ろい うとこ とで,歴

史的背景 は違 うの ですが,く しくも日米の こ

の問題 に対する立場 というのは一致 しています。

日本政府の取 り組み

(1)公 的分野

日本政府は具体的にどのようなことを して

いるか とい うことですが,ま ず,公 的分野,

つ まり行政がいろいろ情報 を集める時の個人

情報保護については,1988年 にすでに法律 を

制定 してい ます。行政機関の保有する電子計

算処理 にかかる個人情報の保護に関する法律

とい うものが制定 されていて,OECDの8原

則 は全て取 り込 んであ ります。それを具体的

に申し上げます と,行 政機関が個人情報をフ

ァイル化する場合 には,そ の目的であるとか,

項 目であるとか,収 集方法等々について,総

務庁長官に届 け出る。総務庁長官はこれを各

省庁がこういう情報 を集めている,と いうこ

とを年 に一度告示 しなければな りません。そ

JIPDE,CRICPOR ,T

れ を見て,個 人が 自分の情 報 は どうい うのが

集 まってい るのか,興 味が あ る人は開示 請求

が で きる とい う制度 です。 それ では,私 の課

税情 報 とか を ち ょっ と調 べ てみ ようと思 いつ

かれ た方 もあ るい は い るか も しれ ませ んが,

こ う言 った公益性 に関す る情 報 につ いて は除

外 され た り,あ るい は開示対 象 に され ない と

い うこ とになってい ます 。基本 的 には公益 上

問題 の ない情 報 につい ては 開示 がで きる とい

うこ とにな って い ます。

(2)民 間分野

民 間の事業 者が お集め に なる個 人情報 につ

いて は どうか とい い ます と,こ れは通産省 主

導 でい ろい ろ と保 護 の手法 が確 立 しつつ あ り

ます 。1989年 には個 人情 報保護 につ いて の ガ

イ ドライ ンとい う もの を作 り,OECDの8原

則 を取 り入 れた もの をす で に世 の 中に明 らか

に してい ます が,そ の後 の情報化 の急速 な進

展 とい う こ とを踏 まえ,昨 年 の3月 に は この

ガイ ドライ ンをバ ー ジ ョンア ップ して,非 常

に詳細 な もの を作 って い ます。 この ガ イ ドラ

インに従 い,業 界 では これ に自分 の業界 の特

徴 を取 り入れ て,カ ス タマ イズ して業界別 ガ

イ ドライ ンを作 られ てい る ところです。す で

に電子 ネ ッ トワー ク協議 会 とか,情 報 サ ー ビ

ス産業協 会,そ れか らチ ェー ンス トア,ガ ス

会社,通 信 販 売 会 社,熱 供 給 会社,コ ンパ

ク トデ ィス クレ ンタル会 社,電 力 会社,百 貨

店等 々につい ては,こ の新 しい通 産省 の ガイ

ドライ ンに従 って,業 界別 の ガイ ドライ ンを

作 ってい ただい てい ます。通 産省が作 りま し

た ガ イ ドラ イ ン とい うの は内容 的 には ほ ぼ

EUの 統 一指令 と同等 な もの にな って い ます。

(3)JIS制 定

そ れか ら現 在 そ れ に加 えてJIS,日 本工 業

規格 ですが,こ れ に管 理 システ ム につ いての
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規格が で きるこ とになってお ります。そ こで,

この通 産 省 の ガ イ ドラ イン を参 考 に しつつ,

今,業 界,民 間事 業者が守 るべ き個 人情 報保

護 につ い ての方 策 につ きま して,JIS化 の作

業 を進 めてい る ところです 。 国民 の意 識の高

揚 にもな ります し,啓 蒙 に もな ります。 更 に

は,実 効性 もあが って くる と思 い ます 。

(4)個 人信用情 報 の取 り扱 い

それか らもう一 点指摘 したいの は,こ うい

った民 間の業 界全般 を規定 す る ガイ ドラ イ ン

の他 に今,政 府部 内で は,個 人信 用情報,先

ほ ど申 し上 げ ま した債 務 の残高 の情 報 です と

か,お 金 を借 りて,そ の延滞 の情 報です とか,

非常 にセ ンシティブな部分,こ れ につい ては,

大蔵省 と通 産省 が 共 同で2年 越 しの勉 強会 を

行 って いて,そ の結 論 が この6月 に出 て い ま

す。 こう した非常 にセ ンシテ ィブな情報 につ

いては,法 律で きちっ と守 って い くこ とが必

要 では ないか とい う結論 で して,場 合 に よっ

ては この分野 につい ての監督機 関 を設 け る と

か,更 には刑罰 を設 け る,き ち っ と守 ってい

ただ けない ところには刑罰 も科 す とい うよ う

な内容 とな ってい ます。 それか ら個 人の医療

情 報 とか,雇 用 の情報,こ れ らにつ い て は,

関係省 庁 と連 絡 をと りつ つ適 正 な規制 が され

て い くとい う こ と を検 討 して い る と こ ろで

す。

今後の対応

今後ですが,基 本的には政策 として今申し

上げた姿勢を継続的にすすめてい くべ きであ

ると考 えます。しか し,こ の問題については,

何分各国の歴史 とか,文 化 とか国民精神 に根

ざした問題ですので,一 律 にヨーロッパの制

度が良い とか,ア メ リカの制度が良い とか,

日本の制度が良いとか,そ の ような議論 はで

きない とい うこ とだ と思 い ます 。一方,情 報

化 の進展 に伴 い個 人情報 とい うの は世 界 を駆

けめ ぐるわけで,そ れ ぞれ違 った制度 間で の

整合性 を図 って い くとい うこ とは大切 か と思

い ます。 したが って,各 国 はお互い に他 国 の

制度 を尊重 しつつ密 接 に連 携 してい か なけれ

ば いけ ない と考 えてお ります。今 月の中旬 に

OECDの 電子 商取 引 に関す る閣僚 会議iが開 か

れ ますが,多 分,そ こで もこの ような方 向 で

議論 が集約 され てい くので はないか と考 えて

お ります。

日本 は ア メ リカ及 びEU諸 国 と現 在,政 府

間ベ ー スで密接 な話 し合 いの場 を もってお り

ます 。 日米の 間 につい ては,先 きほ ど申 し上

げ た ように,今 年 の春 に共 同宣言 を発 表 して

お ります 。 そ れか ら 日,EUの 間 で も継続 的

に会合 を も ってお ります 。EUに 対 して私 ど

もでは,法 規 制で あれ 自主規制 であ れそれが

実効性 を伴 ったルール であ り,体 制で あ る必

要 があ る,ま さに どれ だ け本 質的 に個 人情 報

が 守 られてい るか とい うこ とが大切 で ある と

い うこ とを主張 してい ます。

た だ,こ の問題 は私 ども政府 だけでで きる

問題 で はあ りませ ん。 自主規制 とい う限 り,

これ は民 間の皆様 の イニ シアチ ブ を もってや

ってい ただ くべ きことです 。 この点 につ いて

は,先 ほ どアメ リカの政府 の取 り組 み を申 し

上 げ ま したが,日 本 政府 と して も同様 です。

民 間の 自主規制 で うま く行 か ない とい うこ と

で あれ ば,我 々 として は更 に強い規制 を考 え

なければい けない。 まさに皆 さま方 の理解 と

実行力 にか かってい る とい うこ とであ ろ うか

と思 い ます。
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コーデ ィネー タ

堀 部政 男氏

これ か らパ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョ ン 「EC

(エ レク トロニ ック ・コマ ース,電 子商取 引)

時代 にお ける プ ライバ シー保護 へ の対応 」 を

始 め るこ とにい た します 。

今 回の情報 化 月間記念 国際 シンポ ジウムで

す が 、 この主催 団 体 の1つ の財 団法 人 日本 情

報処理 開発協 会(JIPDEC)で はこの ところプ

ライバ シーの問題 につ きま して様 々な検討 を

して きて い ます。私 自身 この問題 にこれ まで

関わ って まい りま した。 日本 情報処 理 開発協

会関係で 申 します と,今 か ら13年 前 の1985年

に通産省 か ら依頼 され,プ ライバ シー保護研

究 会 を発足 させ ま した。 そ こで プ ライバ シー

の保 護 をどう図ってい るのか とい う議 論 を主

と して企 業の代表 の方 と して きたわ けです。

その当時,既 に1980年 のOECDガ イ ドライ

ンは出てお りま したが,日 本 では情報化 を進

め る とい うこ とに大変 熱心で はあ りま したけ

れ ど も,プ ラ イバ シー保 護 とい うこ とにつ き

ま して は必 ず しも熱意 が なか った ように思 い

ます 。 日本 情報 処理 開発協 会 で プラ イバ シー

保 護 の ガ イ ドライ ンを作 るの に3年 かか りま

した。 で きたのは,1988年 です。 そ の ままで

実効 性 があ るか どうか とい うこ とにな ります

と,財 団法 人の研 究 会で作 った ものが どこま

で産 業界 に広 が るか とい う一抹 の不 安 もあ り

ま した。通 産省 か らも ともと依頼 され て検討

した こ とです ので,通 産省 と相談 して通産省

にお い て さ らに検討 をするということにな りま

した。1988年 か ら検 討 を して,1989年(平 成

元年)の4月 に機械情報産業局長の研究会の

情報化対策委員会,そ の中の個人情報保護部

会 で報告 書 を と りま とめ ま した。 そ こに

JIPDECの 委員会で作 ったガイ ドラインを付

けて報告書 としたわけです。

これを受けて通産省では,1989年 の6月28日

に関係局長等の通達 を12の事業者団体に出 し

ました。 またその年の7月7日 に個人情報保護

のガイ ドラインをどのように作 っているのか

という登録簿に関する規則 を官報で告示 をい

た しました。これらによって,日 本 における

個人情報保護 を図ってい くということで努力

してきたわけです。

しか しその後,世 界的な状況が徐々に変わ

って まい りました。その1つ が今 日も先 ほど

か ら話題 になってるEU指 令 です。 このEU指

令の最初の提案 というのが1990年 の7月 に出て

います。通産省でガイ ドラインを出 したのが

89年 ですので翌年 には最初の提案が出てい ま

す。私がこれを見た ときに,先 程来出てい ま

す第3国 へのデー タ移転 について大変厳 しい

条件 を課 してい ると感 じま した。 その後 ま

た通産省 にセ キュ リテ ィプライバ シー問題

検討委員が設置 され,そ の中に5つ ワーキ ン

ググループを作 って検討 いた しま した。全

体 の副委員長 を仰せつ か りま したが,そ の

うちのプライバシーとセキュリテ ィのワーキ

ンググループの座長 を務め させていただきま

した。セキュリテ ィについては阪神淡路大震

災を契機 として,よ り厳 しい基準 を設けまし

たが,プ ライバ シーについて もEUの 動 向を

踏 まえつつ 日本 として どう対応するのか とい

うことを大分議論 をして,報 告書 をとりまと

めました。

これ も先ほど通産省の氏兼課長が触れ られ

ま した通 産省 の新 しい ガイ ドライ ン,昨 年
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1997年 の3月4日 に官報 で告示 を致 しま した ガ

イ ドライ ンを実効 性 あ る ものにす るため には

どうす るのか な どにつ いて随分議 論 いた しま

した。 そ うい う中 で出 て まい りま した のが,

ガイ ドライ ンに従 って さらにそれぞれ コ ンプ

ライ ア ンス ・プ ロ グ ラム を作 ってい た だ き,

それ を きちん と実行 して もらう。実行 して個

人情 報 を保 護 して いる ところに消費者 が見 て

分 か るよ うなマ ー クを付 与す る とい うことを

考 え て も良 いの で はな いか,と い うこ とで,

JIPDECで は昨年1年 か けて どの ように これ を

実施 してい くのか検討 をいた しま した。

そ れ を踏 まえ て今 年 の4月 か らプ ライバ シ

ーマ ー クを実施 す るに至 ったわけです
。 この

プ ライバ シーマ ー クの説 明会 を最 初4月17日

に東 京で 開 きま した ところ,非 常 に多 くの方

にご参 加 いただ きま した。最 初 に検討 を始 め

た1985年 当時 です と,な んで プライバ シー保

護 な ど必 要 なのか,と こ うい う雰 囲気 が非常

に強か った のです が,そ れか ら十数 年経 って

み る と,や は りプライバ シー保 護 も きち ん と

図 ってい かな ければ な らない,情 報化 の進展

とプラ イバ シー保護 とい うもの をパ ラ レルで

考 えてい くとい う雰 囲気が非常 に強 く感 じら

れた わけです。 このプ ライバ シーマ ー クの説

明会 には他 の地域 で も非 常 に多 くの方が集 ま

った と聞 いてい ます。

一方
,ヨ ーロッパの動 きといい ますのが,こ

れ も先程 来 出て ます ように,1995年 の10月24

日にEUの 個 人情報保 護指 令が採 択 されて,3

年以 内 にその指令 にそ って各 国が法整備 を図

る。既 に法律 を作 ってい る ところ は改正 の手

続 きを取 ります し,作 って ない ところは新 た

に作 る。 こ うい うこ とが義務付 け られ ま した。

この ような状 況下 で,日 本 と して ど う対応

してい くのか,ま た,EUの 構 成 国 に とって

は 日本 と同 じ第3国 で あ る アメ リカが ,こ の

問題 に ど う対応 しよう と してい るのか,と い

うこ とも関心 のあ る ところです。

それ では,そ れぞ れのパ ネ リス トにご発言

いただ きますが,ま ずパ イプ さん か らお願 い

い た します 。

パ ネ リス ト

ラ ッセル ・パ イ プ氏

この ような場 にお招 きいた だ きま した こ と

大変 光栄 に思 って い ます。特 に通 産省 に対 し

て厚 く御 礼 を申 し上 げたい と思 い ます。 この

よ うな形 の シ ンポ ジ ウム を数年 にわ た って,

設 けてい ただい てい るこ とに大変感 謝 して い

ます。

実は,情 報化 月間につ きま しては,約25年 前

私 がOECDに 勤 め てい た時代 に話 を聞い てい

ま した。 この時 に は情 報化社 会 につ いて いろ

い ろ と議 論 が 重 ね られ て い ま したけ れ ど も,

あれか らだ いぶ時 間が経 って い ます。

私 はGIICの 副 議 長 と して 今 回 参画 させ て

い ただいてい ます。 この協会 と言 い ますの は
,

独 立 した プ ライベ ー トセ ク ターでし て,政 府

団体 あ るい は各 種企業 か ら50数 社 が参 画 して

い る団体 で す。GIICと して は プ ラ イバ シ ー
ト

に関す る位置 づ け を強化 して まい りま した。

まず アメ リカです が,4つ ほ ど懸 念 材料 が

あ ります。興 味深 い ことに,ア メリカ,欧 州,

日本 に お け る プ ラ イバ シー の位 置 づ けで す

が,日 本,ヨ ー ロ ッパ はモ デルが確 立 してい

ます。アメ リカよ りも遙 か に確 立 してい ます。

これ は他 の産業 ではあ ま・り見 られ ない こ とか
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も しれ ませ ん。 た だ,比 較的 日本 と米国 では

同 じような解決 策 を共有 してい る と言 って良

い と思 い ます。 ヨー ロ ッパ と比べ て共有で き

るエ リアがあ るか と思 い ます。

簡単 に 目的 につい て見 て い きた い と思 い ま

す。 プライバ シー に関す る ア メ リカでの動 き

は まず イ ンター ネ ッ ト,そ れ か ら電子 商取 引

にお いて顧客 の信頼 を得 る こ とと,信 頼 を構

築す る とい うこ とが 目的 です。今 は情報 の プ

ライバ シー,デ ー タの プラ イバ シー に関す る

懸念が高 まってい ます 。 したが って,イ ン タ

ー ネ ッ トで もこの点 を詳細 にわ た って検討 す

るべ きだ と考 えてい ます。

2つ 目は,セ ンシテ ィブ,つ ま りデ リケー

トなデ ー タに関す る懸念 が 高 まって い ます 。

法規制 それか ら自主規制,産 業 の 自主 規制 と

い うことで アメ リカで は議論 が な されてい ま

すが,例 えば医療 デ ー タとい うの は公 の法律

規制 が必 要 だ と考 えてい ます。 また,お 子 さ

んが ア クセ スで きる,で きない とい う法律 も

制定 す るべ きだ と考 えてい ます 。そ れか ら消

費者保 護 もまだ議論 の渦 中にあ ります 。

国際的 な観点 か らの議論 も必 要か と考 えて

い ます。 この件 に関する様 々な議論,今 まで

聞い て きた中で とにか くグローバ ル,世 界 的,

国際的 とい う言葉,こ れが現 実的 に可能 か ど

うか は別 に して,国 際的 とい う言葉 がふ んだ

んに使 われて い ます。 もし国際的 とい うこ と

を追 求す るのであ れば,米 国内 だけで はなく,

他 国 にお いて もこれが浸 透 しなけれ ばいけ な

い とい う点 が挙 げ られ ます。

アメ リカ政 府で すが,ゴ ア副大統 領が先 陣

を切 り何 とか電 子 的 な基本 的人権 の確 立 に努

め て い ます。1つ 目です が,イ ン ター ネ ッ ト

にお け るプ ライバ シーの保護,興 味深 い こ と

にア メ リカで は こ うい った案件 の 中で2つ の

議 論 が展 開 されて い ます。1つ は イ ンター ネ

ッ トは法規 制 を受 けるべ きで はない,と い う

議論 です。 システムか ら派 生 した もの であ り,

ワー ル ドワイ ドに展 開す る もの なので,何 故

敢 えて一 国が 管理 しなけ れば な らな いの か。

邪魔 しなけれ ばいけ ないの か。逆 に イ ンター

ネ ッ トの発展 を どうか させ て しま うので は な

い か。Eメ ー ル,電 子 メー ルの普 及 か ら見 て

イ ンター ネ ッ トに規 制 は必 要 ないの では ない

か とい う見 解 。 も う1つ の議 論 と して,政 府

も責任 を持 つべ きで はないか。 そ して イ ンタ

ー ネ ッ ト上 に持 つべ き分野 が存在 す るので は

ない か,と い う議論 があ ります。 ドメイ ンネ

ーム
,あ るい は暗号化,プ ライバ シー保護 と

い った様 々 な議論 が対 象 とな ってい ます 。

2つ 目の議 論 の対 象 が これ は産業 の分 野 で

す が,欧 州 と米 国 間で の議 論 が メ イ ンです。

実施 で きるか どうか,実 現 で きるか どうか と

い う議 論 です。 日本 にお ける解 決策 とい うの

は,非 常 に効 果 的 に この答 え を出 してい る も

の と思 い ます。 つ ま りマ ー クシス テム,こ れ

は共通 して適用 され る ものです ので,非 常 に

効 果的 な解 決策 で はないか と思 い ます。 そ こ

で我 々が 直面 してい るのは,い か に して産業

が 自分 を自主規制 し,そ して 自 ら監査 を行 え

るのか どうか とい う議 論 です。

3つ 目の議 論 と して挙 げ られ るのが,妥 当

な保護 とい う観 点 です 。 これは是非念 頭 に置

い ておいて いた だ きたいのです が,米 国 にお

け る動 き,こ こで はイ ンターネ ッ トに焦 点 を

絞 ってい ます。他 の個人 デー タへ の例 えば米

国の連邦政 府職員,そ れから官公 庁系 の情報,

こうい った情 報が どうなってい るのか。 つ ま

りこうい った情 報が含 まれるの か どうか。 ヨ

ーロ ッパで は どうなのか
。 日本で はすべ ての

情報が網 羅 され るべ きだ とい うこ とで定義 が
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図 られ てい る と理解 して い ます。

イン ター ネ ッ ト,電 子 商取 引 には弱点 も存

在 します。 これ も必 ず解消 しなけれ ば,将 来

の華 々 しい輝 か しい メデ ィアにはな り得 ない

と考 えてい ます。

各 国 で適 用 され てい る多 くの法律 は20年 ,

30年 前 に さか の ぼ る法律 が適 用 され て い ま

す。つ ま り,20年 前,30年 前 とい う法律 の適

用 です ので,ペ ーパ ー上,つ ま りハ ー ドコ ピ

ー‡ の取 引 きを念頭 にお いた法律 です
。例 え

ば ア メ リカ は50以 上 の州 に分 か れて い ます。

州 によ って ラ イセ ンスが変 わって きます 。 そ

こで何 か問題 が起 きた場合 に誰が責任 を取 る

べ きなの か,ど こが責任管轄 なの か,と い う

こと も充分 に検 討 しな ければな りませ ん。

それ か ら当然,消 費 者の権利 とい うこと も

念頭 に置 く必 要が 出 て きます。 日本 に限定 し

て話 を してい く場合 には,法 の施行 とい うの

は非常 に簡単 です。例 えば シンガポ ールか ら

何 か発 注 した と します。 しか し,シ ンガポ ー

ルか ら取 り寄 せ たけれ ども中国製 ,そ して販

売元 は 日本。 誰が税 金 を払 うのか,誰 が最終

的 に責任 を取 るの か,あ るいは返 金 を求 め た

場合 には どこに ど う話 を持 って行 けば良 いの

か,こ れ は一国 で解 決 で きる問題 では ない と

思 ってい ます 。

それ か らセキ ュ リテ ィの問題 。 これ もや は

り大 き く議論 の対 象 とな って い ます。暗号化

施策 です。例 えば誰 が送信 者で どれが 受信者

か とい うこ とを どうや って識別 す るのか。そ

れか ら,警 察 で こうい った暗号化 の ファイル,

鍵 とな る もの を持 つべ きか ど うか。信 頼 して

い る国 に対 して はそ うい う情報 を開示 す るけ

れ ど も,信 頼 してい ない国 には開示 しない と

い うの は 非 常 に ア ン フェ ア な や り方 で す か

ら,例 え ば国 際 的 に名 の知 られ て い るNTT

・汲 顯E㊨ 顕 正!無 忽

か らの情 報 は非 常 に慎 重 に扱 うが ,ま た別の

企 業の情 報 はそ うは扱 わない とい う不公平 が

出 て きて しまい ます。

それ に,プ ライバ シー コー ド,告 知 シ ンボ

ルの扱 い方 です。 これ はや っ と最 近 にな って

ア メ リカで も火がつ き始め ま した。 日本 に続

いて品質保 証 ,そ れ か らマ ー クの適用 とい う

こ とが追 って アメ リカで も実現 す る もの と考

えて い ます。

最後 にな りま したが,ワ ール ドワイ ド,国

際的 とい う話 を して い ますの で,当 然我 々の

行動 も国際 的 な基準 に見合 う もので なければ

い けな い。企業,官 公庁 を含 め両 方です。 つ

ま り国際的 な基準,要 件 に見合 う行動 を取 る

とい うこ とです。今現 在 ,デ ー タ保護法 を適

用 して いる国 は10カ 国 しかあ りませ ん。残 り

の各 国 は まだ検 討 中で す。実際 に何 か しらの

法律 の施行 ない しは規制 をデ ー タプラ イバ シ

ー に布 いて いる国が あ る と言 えるの はマ
ック

スで も50カ 国 ぐらい だ と言 って良 い と思 い ま

す。

そ れか らデー タの避難場所 に関す る問題 も

起 きて い ます。例 えば,東 ヨーロ ッパ各 国 は

最近 デー タの避難場 所 と して もって こい の場

所 とい う位 置 づ けに な りつつあ ります。 もう

1つ の案 件 と して,法 的 な フ じ一 ム ワー ク
,

そ れか らセ キュ リテ ィ施 策 の必 要性 に伴 い
,

これ は一種 のパ ッケー ジであ る と言 って良 い

と思 い ます。各 国の方 々 と話 をさせ て いただ

い て,特 に発展 途上 にある国 の方 とお話 を し

て,電 子 商取引 とい うの は非常 に魅力 が ある。

但 し,ど の よ うに実行 して いけ ば良いか分 か

らない とい う意見 をよ く聞 きます。 その場合

には 政府 の 関与 が 必 至 だ と言 え る と思 い ま

す。法 的 な枠組 みが あ って,そ うす るこ とに

よっていか なる国か らのデ ー タが当該 国 に流



入 しよ うと,安 全 だ とい う ことが言 え る と思

い ます。今 は国際 的 に共通 して適用 で き得 る

法 律 が 存 在 しな い。EU,OECD,欧 州評 議

会 で もい まだ統一見 解が 見 い出せ ていない と

い うのが現状 です。

コーデ ィネー タ 堀 部氏

あ りが とうござい ま した。 デー タ保護 の一

般 的 な問題 と更 にデー タヘ ヴ ンとい う言葉 も

出 て まい りま した。 これ は今 も触 れ られ ま し

た1980年 のOECD,最 近 はプ ライバ シー ガ イ

ドライ ンズ と呼 んで い ますが,こ の 頃 もデー

タヘ ヴ ン,デ ー タの避難 港み たい な ことで し

て,き ちん と した措 置 を取 って ない ところに

行 って しまうので は ないだ ろ うか。 デー タ処

理の仕事 は行 って しま うので はない だろ うか

とい うことが随分議論 にな ったこ とが あ りま

す。今 のパ イプ さんのお話 を伺 ってい て,確

か にデー タ保 護法 を持 ってい る国 とい うの は

まだ世界 的 にみ る と少 ないわ けで,今 後恐 ら

く,特 にアジア にお いて どうす るのか とい う

こ とも日本 と して は考 えてい かなけれ ば な ら

ないので はないか,そ うい う印 象 を持 ち ま し

た。 どう もあ りが とうござい ま した。

ひ き続 きま して テ ンペ ス トさん,よ ろ し く

お願 いいた します。

パ ネ リス ト

テ ンペ ス ト氏

最 近,デ ー タの プ ラ イバ シー に関 して は,

世界 的 にイ ンター ネ ッ ト上の取 引 を展 開す る

上で重 要で あ る,そ して電子 商取 引一般 にお

いて も重 要で あ る とい うこ とは受 け入 れ られ

てい ます 。 こ こで言 う電子 商 取引,Eコ マ ー

ス とはす なわち,ど の ようなデ ー タの取引 で

あれ電 子 的 な媒 体 を通 じる もの を もってEコ

マ ース,電 子商取 引 と呼 ん でい ます 。

さて,EU指 令 に関 して,2つ 基 本的 に忘 れ

て はな らない こ とが あ ります 。 まず,こ れは

媒 体 に対 して 中立 であ る とい うこ とです。つ

ま り,あ る種 類の媒体 だけ に依存 す る とい う

ので は な く,国 境 を越 え,ま たデー タの転送

が イ ン ター ネ ッ ト,EDIあ るい は手紙 を送 る

とい う ような もので あ った と して も,ど の よ

うな形 であれ住所 を付 け て送 る とい う もので

あれ ば,そ れ に適 用 され ます 。

第二 に区別化 とい うこ とが必 要 です。す な

わ ちデ ー タには2種 類 あ って,1つ はい わゆ る

セ ンシテ ィブ なデ リケ ー トなデー タです。 は

っ き りとそれ は指 令 の 中で記 述 され てお り,

もう1つ はそ うで は ない デ ー タで す。 セ ンシ

テ ィブ なデー タ とは,必 ず イ ンフ ォーム ドコ

ンセ ン トが必 要です 。す なわち個 人か らの イ

ンフ ォーム ドコ ンセ ン ト無 しには収 集,処 理

そ して移転 がで きませ ん。 一方,デ リケ ー ト

で ない デー タに関 して はその使 用 目的 に もよ

りますが,収 集,処 理,移 転 を行 うことが で

き,当 該の個 人 に対 して は 「あ なたのデ ー タ

を私 は持 ってい ます。 この ような 目的 の ため

にこれ を使 い ます 。場合 によっては移転 す る

か もしれ ませ ん。 も し異議 があ るので あれ ば

それ を教 えて下 さい。そ うすれ ばあ なたの名

前 は この デー タの流 れの 中か ら除去 い た しま

す」 とい うものです。 この ような指令 に関わ

る2つ の部分 をまず理 解す る必 要が あ ります。

それ に よって,こ の指令 が影響 を及 ぼ し得 る

分野 に関 して検討 す るこ とがで きます。 パ イ

プ さんか らも出 て きま したが,こ の業界 全体
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に とっての課 題 イン ター ネ ッ トの発 展 に関

して,や は り何 と言 って も信頼 の問題 があ り

ます。す なわちユ ーザ ーの信頼 を得 なけれ ば

な りませ ん。 それが あ って初 めて イ ンター ネ

ッ トでの利用 も可 能 にな るわけです。 したが

って,だ か らこそデー タ保 護 とい うの は極 め

て重要 な問題 なの です。 デー タの移転 ,こ れ

をヨー ロ ッパ のル ー ルの下 で行 う とす れ ば,

す なわ ちどの ようなデ ー タであ れ,そ れが収

集 され処理 され,あ るいは移転 され る もので

あ れ,そ れが ヨー ロ ッパ発 であ る場合 には こ

の指令 によって定 め られ ている規 制 の対 象 に

な るの であ り,ま たそれ に関連 して 国 レベ ル

で導 入 されて いる国 内法 の適用 を受 けるわ け

です 。デ ー タの流 れ,デ ー タの移転 が規制 の

対象 に な り得 る と言 える ものがあ ります。 あ

るい はその デー タの流 れが認 め られ る場 合が

あ ります。

まず 第1に 同意 です 。消 費者側 の イ ンフ ォ

ーム ドコ ンセ ン トが無 ければ な りませ ん
。 同

意 とい うの は例 えば 「私 はあな たの カル テ を

持 ってい ます 。私 は この デー タを処理 して移

転 して も良 いですか」 とい うこ とを伝 えて同

意 を得 る とい うこ とです 。あ なたのデ リケー

トなデー タを持 ってい ますので,同 意が必要

だ とい うこ とを事前 に通知 され ていなけれ ば

な りませ ん。

また,例 えばブ リュ ッセ ルにあ る 日本法 人

の現 地本社 が個 人デ ー タを日本へ送 る とい う

状 況 を考 えてみま しょう。顧 客個 々人 に対 し,

書 類が用 意 され,個 々人 のデー タについて予

め 「日本 に送 ります ので,あ なたの 同意 が必

要 です 」 とい うこ とが書 い てあ る わけ です 。

個 人 と会社 との 間のい わば契約 とい う体裁 を

なす もの,そ れが 出来 れば もう問題 はあ りま

せん。 とい うの は,は っ き りと明示 され た形

で消 費者 か らの 同意 を得 てい るか らです。

第2の 問題 は,有 名 な ホ ワ イ トリス トの問

題 です 。 これは欧州委 員会 にお いて,各 国の

デー タコ ミッシ ョナー と共 に今 月末 に も発表

され る と期 待 されて いる ものです。 あ る国 に

お い て 充 分 適 切 な法律 が整 備 され て い るの

で,情 報 を送 って良いか どうか とい うことを

定 め るわ けで す。3つ 目はモ デル契 約,モ デ

ル条項 と呼 ばれて いる ものです。 これ こそが

デー タを転 送す る,特 にマ ーケ テ ィングの分

野 にお い て そ れ を可 能 にな ら しめ る もの で

'ガ:遺 墨謬 一
≧.■ 願 ・
て'

二 継 難…・

∴ へ 力:1'㌣ ∵ ㌻1…

す。例 えば ヨー ロ ッパ か らア メ リカ,あ るい

は 日本,そ の他域外 の貿 易相手 国 に送 る場合

です。 そ の場 合 に は,監 査 とい う形 での コン

トロールが コ ミッショナーか ら求め られ ます。

4つ 目の デ ー タ転 送 が 許 され る状 況 と して

は,自 主 規制 が布 かれ てい る場 合 です。業界

に よる自主規制 の あ る場合 です 。 自主規 制 と

は大変 厳 しい もので なけれ ば な りませ ん。 自

主規制 の システ ム に関 して出 され たペーパ ー

があ ります。私 の知 る限 りで は まだ このペ ー

パ ーで求 め られてい る よ うな コ ン トロール レ

ベル にまでは達 してい ない ように思 われ ます
。

最後 に,内 部的 な措 置 とい う ものが あ りま

す。例 えば,ク レジ ッ トカー ド会社 だ と しま

しょう。 ク レジ ッ トカー ド会社 と して は特 定

の顧 客 に関 す るデ ー タを世 界 中 どこで あれ ,

デー タ保護 なんて考 えた事 もない ような国で
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あっ た と して も,そ こヘ デ ー タを転送 で きる

ように しなけ ればい けない わけです。 そ うす

る と,各 国の デー タコ ミッシ ョナ ー,ま た ヨ

ー ロ ッパ の当局 では
,場 合 に よっては会社 が

大変 安全 な形 で,セ キュ リテ ィの高 い シス テ

ムでデ ー タを移転 して い るの で,心 配 す る必

要 は ない。 す なわ ち行動 規範 とか,あ るい は

契約 とか,あ るいは適切 な レベルの法律 が整

備 され ているか どうか,と い うこ とについ て

心配 しな くて も良いわ けです。

指令 の下 で,こ う した形 を とれ ば,ど こで

あ ろ う ともイ ンター ネ ッ トも含 めて デー タを

送 る こ とが可 能 にな ります。 インターネ ッ ト

に よって技術 の利用 の可 能性 が大 き く開け ま

した。OPS(OpenProfileSystem)な どは法

律 に代 わる もので はな く,法 律 をさ らに補 完

す る ものです。

最後 に,実 に多 くのペ ーパ ーが 出 されて い

る とい う点です。 デー タコ ミッシ ョナーか ら

出 され て い る もの,ま たEUに おい て 出 され

て いる もの を申 し上 げ ますが,メ デ ィアの役

割,OPSの プ ラ ッ トフ ォーーム,業 界 の 自主規

制 につい ての判断,匿 名性 とイ ンター ネ ッ ト

等 々,今 まで に出 され た4つ の ペ ーパ ー を例

と して ご紹 介い た しま した。要 は参 考情報 が

た くさん あ り,ま た様 々な指導が 出て いるの

に も拘 わ らず,ま だ まだ不 明 な点 が多 い とい

うこ とで す。EUと して も今 月末 にで も指 令

を発 効 し,そ の 中で特 に具体 的 に イ ンター ネ

ッ トを対 象 と してい る ものが あ るで しょう。

契約,こ れ を遠 隔で調 印 し,契 約 シス テム と

して実 際 に イ ンターネ ッ トを介 して物 を購 入

で きる よ うにす る。そ うなる と,債 務,責 任

保 証 の問題,デ ー タ保護 の問題,コ ピー ライ

トの問題 も出て きます。 この指 令の 中の特 に

重 要 な4点 を今 申 し上 げ たわ けで すが,望 む

ら くはこ う した議 論 を通 じて,そ して また実

際色 々な議 論全般 を通 じて イ ン ター ネ ッ トの

発展 と,そ して電子商取 引 につ いての議論 の

中 で 日本 の 業 界 と ヨー ロ ッパ の 業 界 の 間 で

の,ま た ア メ リカの 業 界 も含 め て の 緊密 な

対 話が 行 わ れ れば と思 ってい ます 。3極 の議

論 こそが 求め られて い るわけです。

コーデ ィネ ータ 堀 部氏

どう もあ りが と うご ざい ま した。 い くつ か

挙が ってお りま した点 で,デ ー タもセ ンシテ

ィブデ ー タ とノ ンセ ンシテ ィブデー タ とい う

もの に分 け られる とい うこ とですが,こ の点

も先 ほ ど通 産省 の氏 兼課 長が触 れ られ ま した

通産 省 の ガイ ドライ ンで は,同 じような考 え

方 をとって きてお ります 。 もちろん限定 的 に

言 えば電子計 算処 理 と言 ってい ます が,少 し

そ れ を広 げ る ように新 ガ イ ドライ ンで はいた

しま した。 そ れ とこの新 ガイ ドライ ンで の特

徴 は今 テ ンペ ス トさんか ら出 ま したセ ンシテ

ィブデ ー タにつ いて収集 す る こ と自体 を厳格

に制 限す る とい うこ ともガイ ドライ ンに出 し

てお りま して,共 通項 がそ こ にあ るので はな

いか と思 い ます 。

それ で は引 き続 きま して,情 報 サ ー ビス産

業協 会 会長の三次 さんにお願 い したい と思 い

ます。

パネ リス ト

三次 衛氏

私は産業界に身を置 く者 としまして,ご く

現実的な姿をご紹介 したい と思 っています。
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まず 最 初 に大 型 計 算 機 中心 時代 に デ ー タ管

理,あ るいは プラ イバ シー とい う面 か らどの

よ うに処 理 されて きた か とい うこ とを振 り返

ってみ たい と思 い ます。

コ ンピュ ー タセ ンター にはいろ んなデー タ

もあ ります 。 それか らい ろいろな環境 に取 り

巻 かれて い ます ので,こ れ に関 しては大変 多

くの リス クが考 え られ ます。例 えば,デ ー タ

移送時 の盗 難 です とか,あ るいは不正 アクセ

スの防止 の対策 とか,あ るいはセ ンター にお

いて は操作 ミスに よるデー タの消失 とか,あ

るいはホ ス トの ア プ リケー シ ョンにお いては

重要 デー タの アクセス管理 の問題 か らこれ を

失われ た とい うこ ともあ ります 。更 に防犯対

策 とい うことで外 部侵 入者,物 理 的 な侵 入者,

更 に地震,火 災等 の天災,災 害対 策 も必 要 に

なって くる とい うこ ともあ ります。 これ まで

通産省,郵 政 省,大 蔵 省 において は,そ れ ぞ

れ安全対 策基準 とい う もの を設定 し,そ れ に

か な う事 業所 を認定 して きた とい う経緯 があ

ります。

こっい っシステムの上 に電子商取 引,あ る

いは イン ター ネ ッ トとい う課題が付 け加 わっ

て きたわ けですが,特 に従 来のサ ー ビス にお

いて プ ライバ シーに関係 す る よ うなわ りとデ

リケ ー トな分 野 と して考 え られ る もの と し

て,地 方 自治体 の住 民情 報 システムが参考 に

な ります。

住民 の個 人情 報 を何 らかの形で もって収集

して,こ の収集 の責任 は自治体 が負 ってい る

わけです が,こ れの処 理 は情報 サ ー ビス会社

に委 託 し,そ の処 理結果 を納 入 させ る とい う

形 を と ります 。 この 際 にデ リケ ー トな情 報,

例 え ば住 民 情報 で すが これ には各 種 あ って,

住所,氏 名,生 年 月 日,性 別,税 金 ・年金等

の情 報等 が含 まれて い ます。 さらに病 院関係

で医 事会計 の システ ム,ク レジ ッ トカー ドの

システ ム,予 備校等 の入 試の模擬 試験採 点 シ

ステム,あ るい は一般 的 な顧 客 の管理 シス テ

ム等 々 もあ ります。 こうい う もの に対 して充

分 な措置 が講 じられ る ように,先 ほ どの安 全

対 策 基 準 とい う もの が 練 られ て きた わ け で

す。

今 は,こ うい う時代 か らクラ イア ン トサ ー

バ ー の シス テ ム に だ ん だ ん移 っ て来 て い ま

す 。更 に ネ ッ トワー クもイ ンター ネ ッ トが登

場 して きま した。 先 ほ どの集 中型の時代 には

デー タそ の ものが計 算 セ ンターの 中に集 中 し

て いる,あ るい は使 わ れる端 末が ほ とん どダ

ム端末 であ る。 そ うい うこ とか ら顧 客 デー タ

とい う もの は計 算室 に集 中 してい たわ けです

が,最 近 の イ ンターネ ッ ト,あ るいはそ の分

散 処理 の時代 にな ります とデー タが 各所 に分

散 して配置 され る とい うこ とで空 間 的 な広が

りも意識 す る こ とが必 要 にな って きま した。

また ネ ッ トワー ク を通 じ,意 図 しな い ような

デ ー タがサ ーバ ー に入 り込 む機 会 も集 中時代

よ りも多 くな って きてい ます。

よ く高 度情報 化時代 と言 われ ますが ,こ こ

での主役 をつ とめ る情 報 につ きま して は,高

度 とい う名 前が付 く以上,自 由 な流通 が保証

され なけ れば な りませ ん し,あ る意味 で は情

報 の共有 化 とい うこ とが必 要です;反 面 にお

きま して,こ の裏側 におい て電子情 報の安 全

信頼性 の確保 とか,プ ラ イバ シーの保 護 の必

要度 が同時 に高 まって きた とい うこ とで あろ

う と思 い ます。

更 に ネ ッ トワ ー ク時 代 の 新 た な課 題 と し

て,パ ソコン通信,イ ンター ネ ッ ト上で の個

人に対す る誹 誇 中傷 とい う ような問題 も出て

きて,名 誉 穀 損 等 で訴 訟 の 問題 に も発 展 し,

東京 地裁の判 決 も出て いる ところです。 この

一53一



ような事態 になる と,問 題 は直接 の当事 者だ

けでは な くて,ネ ッ トワー クの管理 者 に も管

理 責 任 が 問 わ れ る とい うよ う な時代 で す か

ら,デ ー タにつ きま して は広 範 な関係 が 出て

くる とい うこ とに注意 をすべ きだ と思 ってい

ます。

プラ イバ シー保 護 につ いては,先 程 来,先

生方か らお話が あ りま した ように,日 米 にお

いて は,若 干の ス タ ンスの違 いがあ る ようで

す 。 ヨー ロ ッパ にお い て はEU指 令 に基づ い

て法 的 な規制 を導 入す る。 そ の結 果 と して適

切 な保 護措 置 の ない 第3国 へ は個 人情 報 の移

転 を禁止す る とい うこ とです。 それか らアメ

リカにおい ては民 間で 自主 的 な取 り組み を支

持す るとい うことです が,た だ医療情 報,信

用情 報等の デ リケ ー トな情報 につ いて は法規

制 も検 討す る とい う立場 を とって い ます。 日

本 ですが,個 人情報保護 ガイ ドライ ンを改訂

いた しま して,収 集利 用 につ いて,い ろいろ

な条件 を整備 い たしました。 この結 果 として,

事 業者 の コ ンプラ イア ンスプ ログラム を策定

す る とい うこ とです。 これは プラ イバ シー保

護 の点 だけで はな く,付 随 して有害 コ ンテ ン

ツの排 除 とか,電 子認証 の取 り扱 い とか,あ

るい は関税,知 的財 産権等 の問題 があ ります

が,こ れ につい ては 日本,ア メ リカ,ヨ ー ロ

ッパ3極 で討 議 をされてい る ところで す。

そ こで最近,先 ほ ど堀部先 生 か ら もご紹 介

があ りま した個 人情報 保護 に関す るマ ー ク制

度 が施行 され る こ とに な りま したの で,こ れ

につい て次 にご説明 したい と思 い ます 。通産

省 か ら個 人情 報保 護 のための ガ イ ドラ イ ンが

公 表 され,そ の有効 性 を確 保す るた めに 日本

情 報処理 開発協 会,に よ りプラ イバ シーマー

ク制度が 設 け られ ま した。 これ は個 人情報 の

取 り扱 い につ いて適切 な保護措 置 を講ず る体

制 を整備 している民間事業者に対 して,そ の

旨を示すプライバ シーマークを付与 して事業

活動に関 して当該マークの使用 を認める制度

です。個人情報保護マークは,今 後通産省だ

けではな く郵政省関係の活動 について も検討

されることと思われ ますが,き ょうの ところ

は通産省関係の問題 についてご紹介 したいと

思います。

マーク表示の条件 としましては,次 のよう

な2項 を含んだコンプライアンスプログラム

を策定す ることになっています。まず,こ の

法については,会 社の責任者,つ まり社長が

宣言 をする。宣誓文が必要 です。それか ら2

番 目としてその担保する組織 として,個 人情

報保護管理者並びに監査担当者,教 育担当者

の氏名,並 びに消費者相談窓口を設置す る。

内容 としては,社 内規定を整備する。それか

ら安全対策に関す る規定を整備する。それか

ら毎年1回 監査 を行 うとい うことが必要にな

ってい ます。そのための監査計画書並びに一

般従業員の教育計画書 を作成する。それか ら

委託等 に対 して標準的な契約書 を整備する,

とい うようなことです。

マー クの認定 を受ける と,2年 間そのサー

ビスマークが使 えます。第1回 の認定が先 日

行われ,現 在13社 がJISAで 認定をされたとこ

ろです。 この数は時間 と共 に増 えると思いま

す。 ちなみにJISAはJIPDECか ら認定機関 と

して認定 された団体です。

今後 については,先 程来お話があ ります よ

っに,イ ンターネットあるいはエ レク トロニ

ックコマース という形でもって事業が進展す

るわけですが,そ れ と同時 に国際間の取引が

増 えるということを意味 します。それから取

引 を支援するための各種の枠組み,認 証の問

題,あ るいは決済の問題等が出て きます。個

一54一



人消 費者 の立 場 と,こ の3者 を含 めた検 討 が

必 要 にな って くるの では ないか と思 い ます。

情報 シス テムの安全,信 頼性 の確 保,あ る

いは個 人情 報や プ ライバ シー の保 護 につ いて

は以上 ご説 明 しま した ようない ろいろ な対 策

が と られ,そ の時代 時代 に よって必 要十分 な

措 置が とられ てい る と我 々は考 えてい ます 。

同時 に事業 と しての リス クは,事 業者内外 か

らの挑 戦,こ れ に対応 す る こ と。 あ るい はそ

の規 定 の 内容 そ の もの に危 険 が な い か ど う

か,'こ うい うことにつ い ては継続 的 な努 力が

必 要で あろ う と思 ってい ます。 リス ク回避 を

どの ように して実現 し,ま たその実現 された

状態 を継 続 してい くか。 これは ネ ッ トワー ク

事 業者 に とっての永遠 の課題 にな るの で はな

いか と思 って いるところです。 どんな に法 的
,

技術 的 にガー ドして も最終 的 には直接 プ ライ

バ シーデ ー タに接 す る要員 のモ ラルの向上 が

常 時図 られ ていか な くて はな らない,と い う

ことを考 えてお り,益 々発 展す る ネ ッ トワー

ク化 時代 に際 し,我 々ベ ンダーの責任 の大 き

さ とい う もの を強 く感 じてい る次 第です。

コーデ ィネ ータ 堀部氏

どう もあ りが と うご ざい ま した。 プラ イバ

シーマー ク制 度 につ きま して は,先 ほ ど申 し

上 げ ま した よ うに4月 か ら試 行 的 に実 施 して

い ますが ,半 年経 って,こ の ような形 で実際

に認 定 され る ところが 出て きてい ます。 日本

情報処 理 開発協 会 その もの に申請 があ りま し

た もの につ い て は,今 の ところ3件 認 定 して

い ます 。半年経 った段 階で のお話 も聞けた わ

けで して,特 に指 定付与 機関 と してJISAが 重

要 な役 割 を果 た して いる ことが お分か りいた

だけたの では ないか と思 い ます。

続 きま してニ ュー メデ ィア開発協 会の国 分

汲顯EC磁 鍵OR銀

さんにお願 いい た します。

パネ リス ト

国分明男氏

技 術 的観 点 か らEC時 代 と言 い ます か,イ

ン ター ネ ッ ト時代 にお ける プラ イバ シー保護

につ いてお話 を したい と思 い ます 。

イ ンター ネ ッ トで色 々 シ ョッピング とか を

行 お う とす る時 に ク レジ ッ トカー ド番号 をそ

の ままで流 す の は危 ない とよ く言 われ ます 。

イン ター ネ ッ トで は ネ ッ ト上 の トラ ンザ クシ

ョンをモニ ター して組織 的 に カー ド番号 を大

量 に入 手 しよ う とす る人 が い る か も しれ な

い。 したが って,そ の被害 の規模 が非常 に大

き くな る か ら危 な い の だ と説 明 され て い ま

す 。そ こで,危 な くない ように とい うこ とで,

世界 中の い ろいろ なイ ン ター ネ ッ トの技術 開

発 をす る企業 の方 々 は電 子認証 とか電 子署名

とか,そ れ か ら通信 プロ トコル もセ キュ アに

した りとか,そ うい う環境 整備 と言 い ますか,

イ ンフラを確 立 しよ うと努力 され て きている

わけで す。 しか し,そ うい うもの に任せ てお

いて良 いのか とい う議論 も一方 ではあ りま し

て,結 局 法律 で きちん と裏打 ちすべ きで あ る

とい うことに なって くるわ けです。認 証 につ
ト

いて は ドイツのマ ルチ メデ ィア法 です と
,そ

のサー ビス提 供者 の過大 負担 の状況 とか,そ

の電子 認証 な ど とい った ビジネス をす る人達

の ための法 的基盤 を整 備す る とい う観点 で作

られ てお ります し,プ ライバ シー保 護 に関す

るEU指 令 につ い て もあ ります 。 しか し,イ

ン ター ネ ッ トとい うの は 国境 を越 え ます の



で,な か なか 国際的 な配慮,対 応 とい うのが

これ か ら非常 に大変 だ と思 い ます。

次 に,今 イ ンターネ ッ ト上 にい ろい ろな情

報が あふれ てい るわけですが,例 えば ポル ノ

とか暴 力 とい った子供 に有害 と考 え られる よ

うな イ ン ター ネ ッ ト上 のペ ー ジに対 して は,

レイテ ィングとか フ ィル タ リングとい う仕組

みが あ ります 。最近 米国 で は子供 の ための オ

ンラ イ ン保 護 法 とい う もの が で きた そ うで

す。 年令 を確 認す る義務 を有害 と考 え られ る

サ ー ビス提供 者 に課 そ うとす る もの です。 こ

こで反対 をされ る方 はプ ライバ シー と も絡 ん

で,非 常 に まず い とい う意見 です。例 えば米

国で はその州 に よってはお酒 を購 入す る とき

にお店 の人が本 人の年令 を確認 し,未 成年 者

に販売 しない ように,車 の運転 免許証 とか を

提示 させ る。 イ ンター ネ ッ トの場合 は大 人で

ポル ノのサ イ トに入 る場合 に,い ちい ちそ う

い う個 人の情 報 をそ こで提示 させ る とい うこ

とになる と,そ れがず っ と記 録 に残 るの で問

題 で はないか。 また,そ の記録が本 人 の知 ら

ない ところで別の 目的 に使 われた りす る こ と

が充分 考 え られ る。 そ こで,プ ライバ シー と

言 い ます か,ウ ェブサ イ トへの信用 とか信頼

とい った観 点が非常 に大切 にな って くる。 こ

こで トラス トEと か 先 ほ どか ら度 々出 て きて

い ますJIPDECの プラ イバ シーマ ー ク とい っ

た取 り組 みが非常 に大切 になって くるわ けで

す。

従来 の メデ ィア と比べ て イ ンター ネ ッ トで

の プ ライバ シー情 報問題 とい うの は一体 どこ

にあ るか と言 い う と,基 本的 に イ ンター ネ ッ

トとい うのは相手 が見 え な くて も情報発 信が

比 較的 容易 だ し,ウ ェブサ イ トを開設 す るの

も容 易 であ る。 したが って,ユ ーザ ーか ら見

る と個 人情報 に関 して ウェブサ イ トは信 用 さ

れて い ない。信 用 の しよ うが ない とい うのが

適 切 か も しれ ませ ん。 ウェ ブサ イ トに残 るア

クセ ス ログ とか ク ッキ ー とい ってユ ーザー の

端 末 の ほ う にア クセ ス した履 歴 が 残 る よ う

な,そ の情報 とい うの は一体何 に使 われて い

るの か,ユ ーザ ーか ら見 る と分 か らない。 そ

れ か ら従来 です と,こ うい う大 規模 な個 人情

報 のデ ー タベ ース を作 るの は相 当費用 もかか

る し,マ ンパ ワー もかか るので簡単 で はなか

った。 しか し,イ ンター ネ ッ トで い ろいろ情

報 の入力欄 を作 って入力 させ れ ば相 当 な規模

の もの が簡単 にで きて しまう。 しか も,そ れ

が 国際 的 に収集 で きて流通 も容易 で ある。そ

うい うところが従来 の メデ ィア と大 き く異 な

る ところで は ない か と考 え られ ます。

そ こで,イ ンター ネ ッ ト上 で信 用 されて い

ない とい う状 況 を解 決す るた め に,信 用 と信

頼 の実現 とい うこ とで,ト ラス トEと い う組

織 が 昨年6月 か らサ ー ビス を開始 してお りま

す。 そ こでは,ユ ーザ ーは 自分 が 出 した情報

が何 に使 われ るかが分 か らない。 だか ら不用

意 に出す と危 ない と考 え る。 ところが,ウ ェ

ブサ イ トに してみれ ば,実 際 に本 当に必 要 な

情 報 もあ るだろ う し,そ れ以外 にマ ーケ ッ ト

リサ ーチ と言 い ます か,そ うい う形 で出来 る

だけ情 報 を取 りたい。 両者 には ものす ごいギ

ャ ップがあ り,そ の間 に橋 を架 ける とい う役

割 を例 えばこのサ ー ビスで行 う。必ず イ ンフ

ォーム ドコ ンセ ン ト,そ れ か ら必要情 報 とい

うのは必 要最小 限 と言 い ます か,利 用 目的 に

よって異 なるで しょうか ら,必 要以 上 には取

らない。そ うい う形 で イ ンター ネ ッ トに特化

してい るサ ー ビスです が,既 に出 て きてい ま

す。

例 えば,ど の よ うな情 報 を収 集 してい るか

とか,ど の よ うに使 われ るのか とか,そ の情
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報 を もしどこか と共有 す るのであ れば誰 と共

有 す る か とい うこ とをユ ーザ ー に明示 す る。

トラス トEの マ ー クとい う もの を付 けて ,そ

れ を きちん とや ってい るか ど うかは定期 的 に

レビュー をす る とか,テ ス ト利用 を して モニ

タリ ングす る とか,監 査 で きちん とこ うい う

スキー ムに則 ってい るか とか,あ るい はユ ー

ザ ーか らの苦情 等 を受 け付 けてフ ィー ドバ ッ

クをす る,そ うい う仕組 み になってい ます 。

トラス トEと か イ ンター ネ ッ ト上 の この種

のサ ー ビス とい うの は,イ ンター ネ ッ トに特

化 して いるわ けですが,日 本 でのJIPDECの プ

ライバ シーマー ク制度 とい うの は,通 産省 の

個人情報 保護 ガイ ドライ ンに準拠 した事 業者

に付 与す るの であ って,何 もイ ンター ネ ッ ト

に特 化 してい るわ けではあ りませ ん。 このマ

ー クを付 け られる もの は封筒 とか名刺 とか広

告 とかその他,ホ ー ムペ ー ジも当然 ス コー プ

には入 って い ます。 イ ンターネ ッ トに対 応す

るため には,技 術 的 に少 し工夫 をす る必 要が

あ るた め,今JIPDECの 中 で新 しい情 報 シ ス

テム を開発 にむけて検討 され てい ます。例 え

ばマ ー クが 簡単 に偽 造 され て はい け な い と

か,マ ー クが貼 ってあ る ものが イ ンター ネ ッ

トです と簡単 にコ ピー して きてペ タッと貼 る

ことが で きます 。 イ ンター ネ ッ トで プラ イバ

シーマ ー クを使 え る ようにす るための技術 開

発 もい ろいろ検 討 が進 んでい ます。

そ れか ら今 国際 的 にユ ーザーの ほ うの情報

をサ イ トの ほ うの ポ リシ ー と照 ら し合 わせ

て,ど の よ うに情 報 を出 してい くか とい う と

ころ をネ ゴシエ ー シ ョンを行 い,効 率的 に行

える よ うな仕 組 み と してW3C(ワ ー ル ド ・

ワイ ド ・ウェブ ・コンソー シアウム)の プ ラ

ッ トフ ォー ム ・フ ォア ・プラ イバ シー ・プ リ

ファ レ ンシス,P3Pと 言 い ます が,が いろ い

」面RZ)ECREPOＬRT

ろ技術 的 な観点 か ら仕様 を詰 めて い ます。

要 はPCに ユ ー ザ ーの代 理 ソフ ト(エ ー ジ

ェ ン ト)が あ り,そ の後 ろ に人間がい る,ユ
ーザー がい るわけです

。 このサ ー ビスを受 け

るため には こ うい う情報 を出 して下 さい とい

うプ ロポーザ ルが あ り,そ れ に対 して こうい

う情報 は出 して よろ しい とい う事 前設定 を し

てあれ ばそ こで利用者 の 同意が決 ま り,そ れ

に基 づ いてエ ー ジェ ン トが個 人情報 を開示 す

る。 それ でサ ー ビス を利 用 で きる ような仕組

み にな ってい ます。 出来 るだけ早 くこ うい う

もの を イ ンプ リメ ンテ ー シ ョン して 日本 の皆

さ ま方 に フ リー ソフ トと して配布 した い と考

えて い ます 。 個 別PC用 とか プ ロキ シサ ーバ

ー用 が あ り
,ユ ーザ ーの イ ンフ ォーム ドコ ン

セ ン トの ところ で は 日本 語 が必 要 です か ら,

そ うい うス タンダー ドを作 ります。 そ れか ら

当然,JIPDECの プ ライバ シーマ ー ク と連携

して い きたい,そ れ か ら有料 ウェブサ イ トと

の間で も少 し確 認 をす るため の実 験 を してみ

たい と考 えて い ます 。

今後 の課 題 と しては,出 来 るだけ デ ファク

トス タンダー ドに なる ようなオー プ ンなス タ

ンダー ドを推 奨 してい ます。 そ うい うシステ

ムの普及,そ れか らプライバ シーマ ー ク制度

な どによる信 用 とか信頼 の確 立こ それか ら技

術 はいろ いろ開発 を し,法 的 に もいろい ろ規

制 を して も,そ れ だけで解 決 で きない部 分 も

残 ります の で,結 局 自己責 任 と言 い ますか,

ユ ーザ ーに 自覚 して もらう とい うこ とも必 要

で,消 費者教 育の必 要性 も忘 れて はい けない

と思 ってい ます。

コーデ ィネ ータ 堀 部氏

どう もあ りが とうご ざい ま した。 プ ライバ

シー保 護 の問題 につ きま して,主 と して技術

一57一



蜻 蕗

的 な側 面か らお話 いた だ きま した。 日本 で実

験 を始 めて いる とい うこ とですの で,ま たそ

の成果 に期 待 した い と思 い ます。

次 にそれぞ れのパ ネ リス トの発言 をお 聞 き

して,何 か補足,こ うい うこ とを補 足 したほ

うが全体 と して問題 を考 える上で 良いの では

ないか と思 う点,又 は他 のパ ネ リス トに対 し

て質問す る点 な どあ ろ うか と思 い ます。 テ ン

ペ ス トさん,ど うぞ。

パネ リス ト テ ンペ ス ト氏

私 は最後 の点,教 育 とい うことについ て触

れてみ たい と思 い ます。 とい うの も誰 もが こ

れ につ いては強 く考 えてい るか らです 。私 自

身,世 界 各地の いろい ろな方 とお話 を して も

教 育 をユ ーザー に対 して行 う とい うこ と,こ

れが一大 問題 とい うよ りは一大課 題,一 大チ

ャ レンジ となってい ます。 問題 は これ を どう

や ってや るか。 どなたかいい ア イデ ィア はな

いで しょうか。 どうす ればユ ーザー に対 す る

教育 が きちん と出来 るか。エ ン ドユ ーザ ー教

育 ですが。

パ ネ リス ト 国分 氏

私 が兼務 して い ます電子 ネ ッ トワー ク協議

会で は,パ ソコ ン通信 時代 か らイ ンター ネ ッ

トにかけて,ネ ッ ト上の いろい ろな問題が あ

る た め事 業 者 と して あ る ガ イ ドラ イ ン を持

つ,作 る とい うこ ともや ってい ます 。一方 で

ユ ーザ ーの ため の ル ー ル&マ ナ ー集 を作 っ

て,ユ ーザ ー に対 し各 ネ ッ トワー クの事 業者

はそ うい うもの を出来 るだ け活用 して下 さい

とい う周知 を行 って い ます。 そ うい うこ とを

や ったか ら とい って,ネ ッ トが普 及す ればす

る ほ ど超 初心 者 が増 え て くる わけで す か ら,

それで あ まね く皆 さんが そ うい うもので きち

ん と理 解 して,そ れ な りのエ キスパ ー トにな

るか とい う と,即 効 性 は期 待 で き ませ んが,

そ れはや らなけれ ばい けない テーマ だ と考 え

ます。 ス テ ップ ・バ イ ・ステ ップの話 だ と思

ってい ます。

コーデ ィネ ー タ 堀 部氏

三次 さん,ど うぞ。

パネ リス ト 三 次氏

私 どもの協 会 で は先 ほ どもご紹 介 しま した

ように,こ の マー ク制 度 に よって13社 認定 を

受 け たわ け です が,初 め て の ことで すの で,

社 員 に対 す る教育 を既 に始 めて い ます。 自分

で宣言 いた しま した コンプ ライア ンス ・プ ロ

グ ラムをいか に して 自分で守 るか,と い うこ

とにつ いて全社員 を対 象 と した作 業 が始 まっ

た と ころです 。 た だ,こ れ は 第1回 の認 定 を

受 けた ばか りです の で,今 や って いる こ とで

充分 か どうか とい うこ とにつ いて は,尚 追加

した り修正 した りす る必 要が あ るか も しれ ま

せ ん。1回 目の認定 を受 け た とい う こ とにつ

いて誇 りを保つ とい う意味で,そ の教 育 を続

けて い きたい と考 えてい る ところです 。

コーデ ィネー タ 堀部氏

あ りが とうご ざい ま した。い かがで し ょう

か,他 に。

パネ リス ト 三次氏

それでは講師の先生 にお伺い したいと思い

ます が,さ き ほ ど簡 単 に 日本 に お け る

JIPDECの マーク制度 について概略 ご説明い

た しました。時間もな くて私の説明 も充分で

なかったのでお分か りになったかどうか分か

りませんが,ヨ ーロッパな りアメ リカからご
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覧 にな って,日 本 もこ うい う点 は良いの では

ないか とか,も う少 しこれ を強化す る必 要 が

あ るの では ないか,と い うような点 につい て

何 か コメ ン トが あ った ら伺 ってみた い と思 い

ます。

パネ リス ト パ イプ氏

今 は,プ ライバ シーマー ク システ ムの実 施

段階 とい うこ とですか ら,ま だ完全 にこれ が

運用 され てい る とい う ところ まで はい って な

いわ けです。 そ うなる と,三 次 さんが指摘 さ

れ ま した よ うに,ま だ まだ実際承認 され てい

る,認 定 を受 けてい る ところ も数 に限 りが あ

りますので,実 際 には承認 の対 象 にな らなけ

れ ばいけ ないの は短期 間の うちに何 千社 もあ

るで しょ うか ら,そ うな る とそ れ も1つ の課

題 だ と思 い ます。

どれだ けの数の組織,企 業 が この プ ライバ

シーマー クシステ ム に合意 して,そ れ を実施

す るか 。 それ に関 して是 非JIPDECの ほ うで

報告 をいただ ければ と思 ってい ます。 とい う

こ とで今の段 階 では まだ コメン トは難 しい の

ですが,私 は先 ほ ど国分 さんがお っ しゃった

プライバ シー保 護 に関 しての技術 的 な観点 か

らの議 論 につ いて,私 もや は りセキ ュ リテ ィ

無 くして プ ライバ シーはあ り得 ない と思 って

い ます 。す なわ ち,プ ライバ シー とセキ ュ リ

テ ィが協 調 してい かなけれ ばいけ ない。 両方

が存 在 して いか な けれ ば いけ ない わけ です。

してが って,セ キ ュ リテ ィ保護 のための強力

な技 術 とい うのが この分野 で はたいへ ん重要

です。 その後 は手続 き的 な,あ るい は規則 的

な部 分 とい うのが後か ら加 わって くるわけで

す。組 織 内,企 業 内 にお いて まず この点 を考

慮 しなけれ ばな りませ ん。従 来,社 内 にお い

て コン ピュー タのあ る部 門が電気 通信部 門 と

」■斑)EC』 磁 歪OR欠

共 にそ うい った こ とを担 当 していた わけです

が,今 で はだん だん電気通信 とコン ピュー タ

部 門 とい うの も融合 す る ようになって,い わ

ゆ るCIOと い うよ うな役 職 も出 て きま した。

これは即 ち,技 術 とそ の応 用,あ るいは運用

とい うの を一体 化 してい る とい うこ とを反映

して い ます。 です か ら,是 非 国分 さんのお っ

しゃってい た ように,こ の技術 的 な部 分 とい

う もの を強調 しつつ,他 の規制,あ るい は行

政 的 な形 で もって補完 してい くとい うことは

望 ま しい と思 い ます。

パネリス ト 国分氏

私 も技術的な観点だけで問題が解決すると

思ってお りませ んで,そ うか といって法規制

とかそ うい うものだけで問題が解決するとも

思 いません。 したがいまして,や は り両方が

うまく補完的に役割 を担 って問題 を解決 して

い くべ きではないかと考えます。

コーデ ィネー タ 堀 部氏

テ ンペ ス トさん,先 ほ どの三次 さんが言 わ

れ ま したプ ライバ シーマ ー ク制度 につ いて何

か コ メ ン トが あ りま した らお願 い い た しま

す。

パ ネ リス ト テ ンペ ス ト氏

JIPDECの シス テム とい うの は素 晴 ら しい

シス テムだ と思 い ます 。そ れぞ れの国 ,あ る

いはそれ ぞれの業界 グルー プが何 らかの形 で

こ うい った対応 を しなけれ ばい けないわ けで

すが,そ の1つ のや り方 とい うの が この よ う

な プライバ シーマ ー クを付与 す る とい うこと

です。 もちろん,そ の ため には既 にあ りま し

たが,技 術 が法律 に とって代 わる こ とはで き

ない,ま た法律 が技術 にと って代 わ るこ と も



で き な い,と い う背 景 が あ る わ け で す 。

JIPDBCの シス テムが なぜ 優 れ て い るか と言

えば,そ の 中 に年1回 の監 査 システ ムが あ っ

て,そ れ に よってマ ー クを与 え られた企 業 な

り個 人が きちん とその システ ム を守 って いる

とい うこ とを確 認す る とい う制度 があ るか ら

です。 です か ら,ヨ ー ロ ッパ の観 点か ら見て

も,こ れ は我 々 と して も受 け 入れ られ る もの

で あ る とい うだけで はな く,と て も良い模 範

にすべ きモデ ルでは ないか と思 い ます。他 に

もい ろい ろ な システ ムが設 定 され てお り,例

え ばEト ラス トとか,あ るい は トラ ステ ィシ

ステ ム とい う ような形 で信 認 が与 え られ てい

る場 合 もあ ります。 ヨー ロ ッパ にお いて は,

状況 をモニ ターす る とい う ようなや り方,そ

うい うや り方 に関 しては,ヨ ー ロ ッパ 人 と し

て は懐 疑心 を持 ちが ち なわ けで す が,そ う

い った意味 か ら もJIPDECの シス テム とい う

の は大変 成功す るような考 え方が 基 にな って

いる と思い ます。

コー デ ィネ ータ 堀 部氏

個 人情 報保護 につ いての監査 のオ ーデ イテ

ィ ングシステムの専 門家 を どう育 成 してい く

のか とい うようなこ と も今後 の課題 に なるの

で はないか と思 い ます。一通 りそ れぞれ ご発

言 いただ きま したが,き ょう非常 に多 くの方

が この会場 に ご出席 なってお られ ます。せ っ

か くの機 会 ですの で,質 問で もご意 見 で も是

非お 出 しいただ けれ ば と思 い ます が。 いかが

で しょうか。

会 場 か らの質 問

先 ほ どテ ンペ ス トさんが プラ イバ シーマ ー

クは もうエ クセ レン トな もの だ とお答 えい た

だい た んで すが,例 えばEUか ら 日本 にデ ー

タが流 出す るで あろ う とい う場 合 に,こ れが

良 い もの か悪 い ものか とい う判 断 は,プ ライ

バ シーマ ー クをお取 りにな ってい る方 は非常

に少 ない中で,ど の ように判 断 されるのか と

い うこ とを具体 的 に教 えて いた だけれ ば と思

い ます 。 それ と,EUか らEU外 へ の デー タ流

出 は起 こってい るか,起 こって いない か とい

うこ とは どの よ うに把 握 をな さるのか とい う

こ とをお伺 い したい と思 い ます。先 ほ ど三次

さんのお話 の 中で ドイツ とフラ ンスは事前 承

認,事 業許 可の動 き とあ ったの ですが,そ れ

は事前 承認 が必要 なの か ど うか,ち ょっ と疑

問 に思い ま した。 そ れか らホ ワイ トリス トと

い う もの が 近 々出 版 され る と伺 った ん で す

が,ど こで見 る こ とが で きるのか教 えて下 さ

いo

コーデ ィネ ータ 堀部 氏

そ れで はテ ンペ ス トさん,お 願 い します。

パ ネ リス ト テ ンペ ス ト氏

順番 で はない か も しれ ませ んが,3つ の質

問,逆 か ら出来 れ ば答 えさせてい ただ きます。

まず,第1に ホ ワ イ トリス トに関 してです

が,ホ ワイ トリス トは まだ作成 され てお りま

せ ん。午前 中,ウ ェステ ィン先 生 もお っ しゃ

い ま した ように,恐 ら く今 月末,10月 末 に出

て くるで しょう。 もしか した ら11月,12月 にず

れ込 むか も しれ ませ ん。 ホ ワイ トリス トが 出

ればす ぐに,新 聞 のほ うで もまず これ を掲 載

し,こ れ を喧伝 す る と思 い ます。

2つ 目です が ど うや って情 報 の流 れ につ い

て確認 す るか 。 これ は実 に難 しい問題 です 。

実 に膨大 な情 報が流 れ てい ます。大 量 の情 報

が流 れていて,し か もそ こで はただ単 に主要

な取引相手 国の 間だ けでは な く,例 えば小 国
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とか それ ほ ど大国 とは言 え ない ような国 ,ど

こで もあ りとあ らゆる所 におい て情報 が流 れ

てい る と言 われ てい ます。1つ の問題 はEUに

お いて 次 の よ う な もの だ と捉 え られ て い ま

す。 この指 令 を作成 す る にあ たって,い か に

何 らかの形 で この指 令 を適 用 してい くか。 と

い うの も必ず しもその適用 につい ての充分 な

保 証が得 られない こ とが あるわけです 。例 え

ば,あ る調査 を行 った ら とて も驚 くべ き結 果

が出 ま した。 イギ リスのデ ー タコ ミッシ ョナ

ーが2
,3年 前 に行 った調査 ですが,そ の 中で

イギ リスにおい てはデ ー タ保 護 に関 す る国 内

法が整備 されてお り,こ れは1984年 に さか の

ぼ りますが,そ の 中で はマ ーケ ッ ト ・コンサ

ルテ ィング,あ るいはマー ケ ッ ト調査等 をや

る会 社 に対 して デ ー タベ ー ス を持 って い る

か,持 っていれ ば どんな種 類の ものか,デ ー

タ保 護 法 につ い て知 って い るか を尋 ね ま し

た。 最 初 の2つ に関 して は とて も良 い答 えが

返 って きたの です が,何 と3つ 目の 質問 に関

して は,自 分 た ちの持 って いる もの に適用 さ

れる とい うよ うなこ とについ て,少 しで も知

ってい たのは3分 の1に 過 ぎませ んで した。何

で もEUの デ ー タベ ース の70%は イギ リスに

あ る と言 われて い ますが,そ れ だけた くさん

のデ ー タベ ースが あ る国 において,法 律 は よ

く知 られてお り透 明性 があ る と言 われてい る

に もか かわ らず,こ の ような現実 であ った と

い うこ とは大問題 とな りま した。恐 ら くこの

問題 は これか らも続 くで しょう。 いか に して

デー タの 移転 に関 して この指 令 を適用 す る

か。 それ は域 内で さえ問題 です。 デー タベ ー

スがそ の外 にあ る とい うよ うな こ とを別 と し

て も,域 内で さえ も問題 なわけです。

そ して最後 に,各 国 それぞ れデー タ保護 に

は特定 の 関心 を有 して い ます。 デー タ保護 は

JZP]DECREPORπ

現在 の ところ ヨー ロ ッパ 各国 の間で は,こ の

よ う な指 令 が あ る に もか か わ らず まだ まだ

様 々な相違 点が あ ります。 指令 は徐 々にです

が,確 実 に域 内の 国 々の法 律 の整 合性 を高め

よう と して い ます。 そ うなる と外 国企業 に と

って は益 々不 確 定 な要 素 が 出 て くるわ け で

す。 は っ き り しない,分 か らない とい う問題

が 出て き ます 。 問題 の1つ は域 外 へ の デー タ

移 転 にお いて もしか した ら,そ れが集 中的 に

行 われ るか も しれ ませ ん。 とい うの も,多 く

の大 企業 は デー タ移転 を行 う とい うこ とが知

られ て い ます。過 去 にお いて生 じて きた様 々

な事 例 を考 え てみれ ば,必 ず と言 って よいほ

どいつ も大企 業,多 国籍 企業が対 象 とな りま

した。多 くの大 企業 が対 象 とな って,そ の デ

ー タの流 れ につ い て異議 が 申 し立 て られた と

い うこ とが あ ったわ けです 。です か ら,恐 ら

くこ う した問題 とい うの は,大 変 な問題 に な

るか も しれない。 とい うの もいつ も大 企業 が

こうい った法律 を きちん と適用 してい ない と

い うこ とで取 り上 げ られる こ とが多 いか らで

す。

パネ リス ト 国分 氏

先 ほ どの質 問で,ホ ワイ トリス トの話が 出

たんです が,例 えばその ブ ラ ヅクリス トな り

グ レー リス トとい う言葉 が あるの か ど うか知

りませ んが,そ れ に相 当す る ような ところか

ら イ ンター ネ ッ トでEU内 の デー タベ ー ス に

アクセスが ある と,そ れ を技 術 的 にブ ロ ック

しなければ いけ ない。 そ うい うこ とをや る と

皆 さん はお考 えな んで しょうか。 それ ともそ

れは,そ うい う考 え方 を示 して い るだ けで,

現実 的 には イ ンター ネ ッ トはイ ン ターナ シ ョ

ナ ルな ネ ッ トワー クです か ら,し か もい ろい

ろ国の 間で の接続 を切 ると い うの は技 術 的 に
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非常 に難 しい。今 まで もハ ーム フル ・コ ンテ

ンツ と言 い ます か,例 えばチ ャイル ドポ ル ノ

とか テロ リス トの社会 的 な破壊行 為 の情 報 と

か を ヨー ロ ッパ 各国 の中で も切 ろ うと努力 さ

れた ところ もあ ります が,な か なか難 しくて

それ を放棄 してい る。 この ような状況 を踏 ま

え る と,そ れは現 実 的 には どの よ うに皆 さん

考 えて い るの で しょ うか。 テ ンペ ス トさん,

何 かお答 えいただ け ますで しょうか。

パ ネ リス ト テ ンペ ス ト氏

この法律制定 に関 しては確 か に大 きな問題

が あ ります 。 つ ま り,紙 面 上 で非 常 に複 雑,

あるい は逆 を言 えば紙面上 で は非 常 に きれ い

に ま とま ってい る と言 え るで し ょう。 た だ,

これ を実 際導入す る とな る と全 く別の 問題が

起 こ り得 ます。私 自身,決 して簡単 な もの で

はない,逆 に非 常 に難 しい ものだ と思 い ます。

技術 的 にブロ ックを行 うとい うこ とは非 常 に

難 しい もの と考 えて い ます 。1カ 所 で ブ ロ ッ

クす る と当然波 及的 に他 の接続 もブ ロ ック し

かね ない とい う問題 が あ ります。指 令の強 み

とい うの は法律 で ある とい う こと,枠 組 みで

あ る とい うこ と,そ して これは国の法制 とい

う枠組 み にの っ とった もの であ る とい う強 み

があ ります 。但 し,ト ラス トマ ー ク,信 頼 マ

ー クの支援 が
,後 押 しが必 要 にな ります。本

当 に イ ンター ネ ッ ト上で実 現す る にはこ うい

った後 押 しが必要 です。 この後押 しが あれば

消費者 は イ ン ター ネ ッ トを闇 に伏 して しまっ

てい るエ リア,自 分 たちの リス クを承知 の上

で ア クセ スす る もので はない と捉 える ことに

な るで しょう。 い くつ かの行 政 団体 か らは,

その ようにイ ン ター ネ ッ トを称 してい る とこ

ろ もあ ります が,暗 黒 街 と言 って も良 い と決

して定義 してはい け ない と思 ってい ます 。例

えば アメ リカで カ ウボー イ と呼 び ます が,サ

イ トの オペ レー ターが 的確 な管 理 を実 施 しな

い。例 えばポ ル ノサ イ ト,何 で も良いの です

が,こ うい ったサ イ トに関 して はいわ ばデ ッ

ドライ トゾー ン,つ ま り俗 に言 えば ピ ンク街

に追 い払 って,使 用者 が リス クを承 知の上 で

そ こをア クセスす る とい うこ とが懸 命 な策 で

は ないか と思 い ます。 む りや り法規 制 の中 に

収 め て しま うとい うこ とよ りも,実 現 的 に考

えた場 合 には この法 策の ほ うが 賢明か と考 え

てい ます。法律 を制 定 して魔法 をか けて全員

が天使 に変 わ る ような,現 実 的 にはそん な う

まい具合 には なかなか いか ない と思 い ます。

会 場 か らの質 問

三次 会長 さんにお願 い します。 き ょう,氏

兼 課長 さん の レジメ を拝 見 しま して,別 紙2

にズ ラズ ラっ とプライバ シー に関す るスキ ャ

ンダル記事 が載 って い ますが,こ れ を読 ませ

てい ただ きます と,殆 どが情 報サ ー ビス産業

の事 業者 が直接 的,間 接 的 に関 わ って いるの

で はない か とい う感 じが い た します。そ こで,

関 わ って な け れ ば な い で結 構 だ と思 い ます

が,い まPマ ー クの付 与 の こ大 任 をお受 け に

なった とい うこ とです ので,こ の記 事 の関連

でいい ます と,ど う も泥棒 がお巡 りさん に変

身す る ような感 じが します 。我 が国 はつ い最

近 ですが,情 報 シス テム安 全対策 基準 とい う

素晴 らしい ガイ ドライ ンが ま とめ られてい ま

す 。 これは基準が いか に立 派 であ って,コ ン

プライア ンスプ ログラム もい かに立派 な もの

を作 ったに して も,実 際 は具体策 が なけれ ば

何 の実効 も上が らないの では ないか と思 って

い ます。 そ こで,お 教 えいた だ きた いのです

が,い ろい ろなサ ー ビス関係,事 業者 の方で

か な り暗号 化 とい う表現 が出 ていた と思 い ま
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すが,ど の くらいの割 合で使 わ れてい るの で

しょうか。技術 的 に今 まで セキ ュ リテ ィと言

うと日本 で は,箱 物 中心 で して,立 派 なセ ン

ター を作 って た くさんの ガー ドマ ンを張 り付

ける とい うこ とでや って きた のですが,ネ ッ

トワー クの時代 にな った ときに果 た して これ

らが どの よ うに対応 して い くのか。 まず情報

サ ー ビス産業 と して 自 らの 産業界の コンプラ

イ ア ンス プロ グラムの一端 な りと もお 聞かせ

いただ けれ ばあ りが たい と思 い ます。

コーデ ィネー タ 堀 部氏

そ れで は三次 さん,お 願 いい た します。

パネ リス ト 三 次氏

これ までの安全対 策基準 とい うの はいろ い

ろ ござい ます。 それ は天 災か ら始 ま りま して

人為 的 な問題 も含 めて です 。 これは各認定 を

受 けたセ ンター,そ の他で遵 守 してい くとい

うこ とが まず 第一で す し,そ こは我 々 も例 え

ば 自分 の会社 につい て考 えてみて も非常 に神

経 を使 っ て や っ て い るつ も りで す 。 た だ,

時々そ うい う意外 な ところで弱 さが出 て くる

の も事実 です。意 外 な ところです か らどこが

意外 なのか とい って もなか なか前 もって分 か

らない とい う ところが泣 き所 なんですが。 そ

うい うこ とが ない ようにセ ンター を扱 う職種

とい うの は,職 種毎 に違 った仕事 を持 ってい

ます か ら,そ れ を教 育 して い くとい うこ と,

あ るいは ローテ ンシ ョンをか けてい くとい う

ことで守 ってい るつ も りです 。 ただ,先 ほ ど

の ご講演 は聞 かなか ったの ですが,い ろい ろ

問題 が出 てい るの は事実 です し,ま たその事

実 を裏付 ける よ うなそ うい う行為 を誰が や っ

て いるか とい うこ とになる と,や は りセ ンタ

ーへ のア クセスが しやす い人 とい う面 もある

」■PDEC1誠po』R忽

か と思 い ます 。 これ を今後 どの ように防 いで

い くのか とい うこ とが非常 に大 きな課題 であ

る と思 ってい ます。 これ はなか なか一度 に百

点満 点 は取 れ ないか も しれ ませ んが,直 接 的

な方 法,つ ま り社 員の教育 です とか,資 格 で

あ ります とか,そ うい う外 で見 られ る形 と同

時 に もう少 し内面 的 な管理 の,あ るい はその

社 内 での ローテ ー シ ョンをかけ る とか,違 っ

た形か らの ア プローチ も必要 であ ろ う し,ま

た有 効 であ ろ うか と思 い ます 。 日本語 で言 う

と,人 事 を尽 くして天命 を待 つ と言 い ますか,

あ らゆ るこ とについ て教育 な どを施 して もな

お漏 れが あ るか も しれ ない。 そ うい うことで

す 。 これ は今 の ご質問 に適 当 な問題 で はない

か も しれ ませ んが,計 算 セ ンターで はいろい

ろな廃棄物 が 出 て きます。 い らな くな ったデ

ー タ
,あ るい はその ダ ンプ リス ト,こ うい っ

た もの を不用 意 に廃棄 す る と,こ れが また途

中で リー クに なる可 能性 もあ ります。 したが

って,そ うい う廃棄 す る もの につい ては必 ず

シュ レッダー をか けて廃棄 す る とか,そ うい

うような こ とも必 要 で しょう し,小 さい工 夫

とい うの は各 業 者 業 者 で あ る と思 い ます の

で,尚 一層細 か く注意 を払 うとい うこと しか

ないので は ないか と,今 の ところ考 えてい ま

す。

会場 か らの質問

も う1つ,具 体 的 に ご質問 させ てい た だ き

ます 。今,計 算 セ ンターで もそ うです が,例

えば プライバ シー保 護 とい うのは事業 をす る

者 か ら見 れ ば,こ れは言 ってみ れば リス クマ

ネージ メン トコス トの中で吸収 して安全 に守

るべ くとい う具体 的 に精神 的,物 質 的 に対 策

を立て ていか な くて はいけ ないだ ろ うと思 っ

てい ます。 そ こで,一 連 の事件 な どを拝 見 し
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ます と,コ ス トのため に どん どん丸投 げ して

い く。 プ ライバ シー情報 をです。 こ うい うお

話 を何 か の事件 の 中 に も結構 あ る ようですの

で,こ の リス クマ ネー ジ メン トの コス トとの

関連 で ここは少 しお考 え を改 め ない となか な

か素晴 ら しい ガイ ドライ ンはあ ろ うと も,実

際社会 は少 しも前進 しない とい うことになる

ので はないか と思 い ますが,い かが で しょう

か。

パネ リス ト 三 次氏

今回,マ ー ク付 与制度 で我 々 もコ ンプライ

ア ンスプ ログラム を出 して承認 をい ただい た

わけですが,こ れは立派 な もの を作 って も実

行 しな けれ ば何 に もな りませ ん。先 ほ ど来,

申し上 げ ましたが社 員教育 ですとか,あ るい

はそ の監査 を受 ける とい うこ とで もって継 続

的 な努 力 を してい く。例 え ばISOの9000等 の

資格 認証 を取 って も,こ れ は何 年 か に1回 自

分 の言 った こ とは きちん とや って い るか どう

か とい うチ ェ ックを受 ける こ とにな ってい ま

す し,自 分 の言 っている こ とです か ら 自分 が

や ってい るか どうかは一番 よ く分 か ってい る

わ けですか ら,そ れは時 間はかか ります けれ

ど も効果 を上 げ る現実 的 な良い方 法 では ない

か と思 ってい ます。

コーデ ィネー タ 堀 部氏

よろ しいで しょうか。他 にいかがで し ょう

か。 それで は,ど うぞパ イプさん。

パネ リス ト パ イプ氏

こうい った法 制化 の背景 にあ った動 機 とい

うのは即 ち,ヨ ー ロ ッパ の歴 史 を振 り返 れ ば,

いか に政府 が こ うい ったデ ー タを誤用 して き

たか とい うこ とは明 らかで す。 で すか ら第1

に出て きたのは,ど うす れば政府 の ほ うの側

にお いて プラ イバ シー を乱 用す る こ とが ない

ようにするか とい う点 で した。その後,議 論

が続 き,で は民 間分 野 は どうだ とい うこ とを

言い 出す人が 出て きた わけです。民 間 に対 し

て は規制 は緩 め るべ きなのか,そ れ と もきつ

くす るべ きなのか,と い うことで した。 一般

に政府 のほ うが民 間企 業 よ りもず っ と危 険だ

と考 え られて い ま した。例 えば,政 府 の ほ う

で,破 産 したか らとい って その人 を牢 屋 に収

監 す る ような こ とだ って出 来得 るわ けで す。

メ ッセ ージ的 な理 念か らこの民 間企業 に対 す

る不 審 とい う ものが 出て きた結果,や は り同

じような処置 を民 間 に対 して も適 用す るべ き

だ とい うこ とが欧 州評議 会で 出て きたわ けで

す。

しか し,最 初の心 配の種 は政府 で した。 こ

う した様 々な法 制化 が行 われ,デ ー タコ ミッ

シ ョナー とい った ような当局 が設置 され,そ

して民 間企 業 に対 して も政府 と同 じよ うな法

律,ア クセ ス,す べ て詳細 な様 々な この欧 州

連 合 の指令 にあ るよ うな もの,テ ンペ ス トさ

んが 説 明 され た ものが適 用 され たわ けで す。

しか し,民 間企 業 と して は これ はち ょっ とや

り過 ぎじゃないか と感 じたわけです。1974年,

プラ イバ シー法 とい うのが私 とウェステ ィン

先 生 と共 にアメ リカにおい て も取 り組 ん だの

ですが,ニ ク ソン大統領 にお ける権力 の乱用

があ ったのです。 ここで もや は り政府が 問題

で した。 ア メ リカ とい うのは連邦 政府 に対 し

て包括 的 なプ ライバ シー保護 の法律 の網 をか

け よ,た だ し民 間企業 に関 して は例外 を除い

てはい らない と考 えたわ けです。 日本 にお い

て も同 じこ とをや ってい るわけです。 す なわ

ち,プ ライバ シー法 を政府 に対 して適用 して

いる。 しか し,こ れは 日本 流 で書 か れてい て,
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基 に なって いる の はOECDの ガ イ ドライ ンで

す。 しか しなが ら,そ こに止 まって いる アメ

リカ,オ ー ス トラ リア,カ ナ ダで は
,民 間企

業 に対 しては同 じような ことはや らない
。何

故 か と言 えば,民 間企 業 とい うの は違 うか ら

です 。民 間企 業 に対 しては違 う扱 いが必 要だ

とい うこ とに なったわ けです。です か ら,私

の感 じと しては,日 本 もきちん と正 しい道筋

を歩 んで い る。 で も,ヨ ー ロ ッパ や アメ リカ

の例 をその まま従 う必 要 はないわ けです
。 日

本 な りの進 み方 を していい わけです。最 終的

には問題 をきちん と提 起 して,そ して プ ライ

バ シーマー ク シス テム とい う日本 の シス テム

は,優 れた もの だ と思 うわけです か ら
。 しか

し,そ れ と共 に,こ の監査 とい う問題 に突 き

当た ったわ けです。監査 とい うのはもちろん
,

こ の デ ー タポ リス マ ンは デ ー タの 取 り締 ま

り,警 察官 よ りもず っ と良 いのです。 アメ リ

カには弁 護士 がい ます し,そ れか らヨー ロ ッ

パ に もそ うい う警 察官が い るわけですが
,し

か し,こ の信頼,ト ラス トとい う名 にお いて

は 日本 はず っ と進 んでい るわけです。 ですか

ら何 らかの形 で プライバ シーマ ー クシステム

を企 業 に対 して,例 えば監査 の よ うな形 で き

ちん と試験 す る こ とが で きれば,効 果 的な形

で,し か も優 れた 日本 的 なや り方 でそれ を実

行 してい くこ とが で きる と思 い ます。

コーデ ィネータ 堀部氏

きょうの これ までの議論 を踏 まえまして何

か感想など含めましてこ発言あれば していた

だきたいと思 います。

パネ リス ト 国分氏

先ほどパ イプさんが非常 に包括的な今 まで

のEUデ ィレクテ ィブの出て きた流れをご説

明 されて,確 か にその国 が個 人情 報 を把握 す

る とい うこ とに対 しての不 安 と言 い ます か
,

心配 が その国民 にあ る とい うことが ,非 常 に

よ く分 か りま した。例 えば現 在 日本 で地 方 自

治体 とい うのは3300ぐ らいです ね。 その うち

千数 百 ぐらいが個 人情報保 護 条例 とい うの を

自治体 毎 に制 定 してい る。 約40%ぐ らいです

ね。 コ ンピュー タ システ ムが 自治体 あ るいは

国 の レベ ルで相互 に接続 される と,個 人の情

報 が集 中管理 を されて国民1人1人 のすべ ての

情報 が そ こで把握 され管理 され て,国 に よる

管理社 会が で きるん じゃないか とい う恐 れ が

ベ ー スにあ る ように思 え ます
。 それ に対 して

日本 も法律 が出来 て い ますが ,日 本 では情報

化が幸 か不幸 か いろ んな分 野毎 に,例 えば年

金 の システム,あ るい は運転 免許証 の シス テ

ム,そ れか ら例 えば銀 行 の システムです とか
,

自治体 の システ ム とか,全 然 別 々にで きあが

って いて,そ の番号 を全部統 一 して どこかで

集 中管理す るこ とは簡単 にで きない よ うにな

ってい ます 。 もしそれ をや ろ うとす る と膨 大

な投 資が必 要 で,そ れ は非常 に効率 の悪 い情

報 システ ム化 か も分 か りませ ん。 しか し,プ

ライバ シーの観 点 か ら言 えば逆 に幸 いなのか

も しれ ない。 ところが,そ の ま まだ とユ ーザ
ーが皆 番号 が違 うので非 常 に不 便 を被 る とい

うこ とで,最 近 私 ど もの別 の プ ロジェ ク トで

ICカ ー ドの公 的 な分野 での利用 に向け て開発

を進 めてい ますが,そ うい うもの は集 中管理

で はな くて,ユ ーザ ーが 自分 で管 理 をす る
。

そ の人の いろい ろな国 のサ ー ビス,例 え ば年

金の番号 です とか,ド ラ イバ ー ズ ライセ ンス

の番号 です とか,そ れ は国の レベ ルで集 中 し

て管理 す るの で はな くて,ユ ーザ ーで そ うい

う新 しい メデ ィア,ICカ ー ド,英 語 で はスマ
ー トカー ドと言 い ますが

,そ うい う ものの 中
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に入れて個人で管理をする。集中管理 に対 し

て,ち ょうど分散管理 と言いますか,そ うい

う考 え方が もしか したら少 しは技術的な解決

策 として問題 を少 し軽減するんじゃないかな

という感想 を持ちました。

コー デ ィネー タ 堀部 氏

どうもあ りが とうござい ま した。 きょうパ

ネルデ ィス カ ッシ ョンで はテ ーマ とします と

エ レク トロニ ックコマ ース に代表 され るよ う

な情 報化 時代 におけ るプ ライバ シー保護 へ の

対 応 を どうす るのか とい うこ とで したが,最

初 に申 し上 げ ま した ように,こ れ まで 日本 で

も多 くの議論 を し,私 自身それ に関わ って き

たわ けです 。

プラ イバ シーの権 利 は,各 個 人 に とって は

かけが えの ない天賦 の権利 で して,こ れ を ど

の ように保護 して い くのか とい うこ とが情報

化 時代 において特 に重視 し,議 論 していか な

ければ な らない ところで はない か と考 えてい

ます。

今 日それぞれパ ネ リス トの立場 で ご発 言 い

た だ き,い くつかの ことが明 らか になって ま

い りま した。 それ を別の言葉 で ま とめてみ ま

す と,こ うい うこ とになるんで はないか と思

い ます。 プ ライバ シー保護 の ため には ヨー ロ

ッパで今議論 してい る ように,法 律 を中心 に

した対応 とい うのが あ ります。

そ れ と共 に ヨー ロ ッパで もそれぞ れの事業

者 が 自主規制 を してい くとい うこ ともあ りま

す。 自主規制 の面 はア メ リカ,日 本 で はむ し

ろ法律 が な くと もそれ だけ きちん と自主規制

で対応 してい こ うとい うこ とにな って まい り

ます。このこ とをまた別 の言葉 で言い ます と,

私 た ちの行為 を規律 してい るいわ ば行為 規範

と言 い ま しょ うか,あ る い は広 く社 会 規範,

何 を どの よ う に守 るの か とい う こ とに な る

と,法 以外 に他 の規範 があ ります。私 た ちが

人の物 を盗 んだ りとか,人 を殺 した り人 を傷

つ けた りしない とい うの は,こ れは もう道 徳

観念 であ りま して,も ちろ んそ うい うものが

同時 に法律 で処罰 の対象 になる とい うこ とが

あ ります が,そ うい った道徳観 あ るい は倫理

観 とい うもの で様 々な物 を保護 してい くとい

うこ ともまた必 要 なわ けで す。

日本 の場合 には先程 来 出て きま した,ま た

氏兼課 長 の話 に もあ りま した国の行政機 関 に

つ い て は今 か ら10年 前 に法律 が 出来 ま した。

この法律 の制定 にあ た って,総 務庁 で研 究 会

が出来 ま したが,そ の時 に私 は参加 して,日

本の 国の法律,公 的な もの につ いて どの よ う

に定 め るか とい う こ とで議 論 をい た し ま し

た。 その ときの議論 な どか らす る と,国 も行

政機 関が保 有 してい る もの につい ては きちん

と保 護 され る,国 民 の信 頼 を得 て い くとい う

こ との必 要性 か らで もあ る とい うことが言 え

ます。

先 ほ どのパ イプ さんの話 の ように,日 本で

は ガバ メ ン トが あ ま り何 か情報 を乱用 す る と

い うようなこ とは考 えて いない とい うこ とで

したが,そ うで はな くて きちん と法 的措置 を

講 じて い こう とい うこ とで,こ の法律 は作 り

ま した。OECDで の1980年 の プ ライバ シー ガ

イ ドラ インを踏 まえてそ う したわけです 。地

方 自治体 は,情 報 化 に対す る地方 自治体 の職

員,住 民 の反発 感 のような ものが あ り,こ れ

もず い ぶ ん前 に い ろ い ろ調査 して み ま した

が,そ れぞ れの 自治体 が条例 を制定 して きて

い ます。

先 ほど1403と 言い ま したが,今 年 の4月 現 在

です と1407団 体,40数%の ところで条例 を持

つ に至 ってい ます 。そ の中 には,民 間 を も対
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象 に してい る ものが ある。 こ うい う状況 に き

て い ます。 そ うした もの をプラ イバ シー保 護

への制 度 的対応 とい う ように考 えます と
,そ

れ と共 に技 術 的対応 とい うことが重 要 な意味

を持 って きます 。 その技術 的対応 の面 につ い

て も,今 日は様 々な観点 か ら議論 をす る こ と

が で きた ので はないか と思 い ます 。

先 ほ どか ら挙が って い ます プラ イバ シーマ

ー ク付与 制度 ですが
,こ う した 中で様 々な観

点 か らプ ライバ シー保 護 を図 ってい こう とい

うこ どか ら実現 した ところです 。今後 と も関

心 を寄 せ てい ただ き,是 非 これ を実 効あ る も

」■RDEcn認R《)R.T

の に してい ただ きたい と思 い ます。

今 日は この情 報化 月 間でEC時 代 にお け る

プ ライバ シー保護 とい うこ とで アメ リカか ら

コ ロ ン ビ ア大 学 名 誉教 授 の ウ ェス テ ィ ン先

生,GIICの パ イプ さん,そ れ か ら ヨーーーロ ッ

パ か らテ ンペ ス トさん に来 て い た だ きま し

た。 大変 意義 のあ る一 日を過 ごす こ とが で き

たので はない か と思 い ます。パ ネ リス ト,そ

れ か らウェス テ ィン先生,ま た参 加者 の方 々

に謝意 を表 して このパ ネルデ ィス カ ッシ ョン

を終 わ りた い と思 い ます。 ど うも長時 間 にわ

た りま してあ りが とうご ざい ま した。
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影繊衛劔輔会長を偲ぶ
働 畑 本情報処理開発協会 専務理事

当協会前会長(退 任後は当協会顧問。以下

では,会 長 とお呼 び します。)影 山衛司氏 に

おかれましては,去 る11月20日 に心不全のた

め急逝 されました。9月 の末 に,少 し体調 を

崩 したので検査のため入院する とのお電話 を

頂 き,そ の後元気になられたとも承 り,い ず

れはお見舞いにもと考えていた矢先,突 然の

計報 に大 きな衝撃 を受け,わ が耳 を疑 う思い

で した。これは 日頃の,い たってご壮健 な姿

に接 していた者に共通する思いであったに違

いあ りません。

私事で恐縮ですが,私 が会長の馨咳に初め

て接 したのは,既 に40年 近 くも前のことにな

りますが,通 商産業省に入省 して最初に勤務

した官房の総務課 と文書課で,短 期 間課長と

してお仕え した ときで した。当時,官 房の課

長 と新入生 との間には天地の開きがあ り,仕

事の上で直接の関係はなかったに等 しいので

すが,背 が高 く,背 筋をぴん と伸ばされた姿

勢そのままに,真 摯に仕事 に取 り組 まれる颯

爽とした姿が,印 象に強 く残 っています。

会長 は,昭 和60年7月 に当協会の会長 に就

任 され,平 成7年3月 に退任 されるまで,昔 日

の印象 さなが らに,協 会の統率 と,事 業の企

画面,実 施面の指導に真正面か ら真剣 に取 り

組 まれ,進 展する新 しい時代の情報化環境の

中での協会の役割の確立 と,事 業の適切かつ

動的な展開に,力 を尽 くされました。会長就

任の5か 月前 に,協 会 は産業情報化推進 セン

ター(CII)を 設置 しましたが,会 長は当時

漸 く導入の緒 につ こうとしていた製造業の分

野 におけるEDI標 準化の推進 をCIIの 第一 の任

務 と定め られ,日 本商工会議所専務理事のと

き以来培 われた流通分野 におけるEDI推 進の

ご経験 も生かされ,事 業の確立 と推進に強い

指導力 を発揮 されました。 また昭和62年 の中

央情報教育研究所(CAIT)の 発足 にお きま

しては,当 初の1年 間,会 長 自ら所長 を兼務

され,担 当役職員 と同 じ目線に立 って事業の

確立 を図 る とい う異例 の努力 も払 われま し

た。平成4年,5年 に行われた通商産業省 によ

る新情報化人材育成施策の検討にお きまして

も,産 業構造審議会情報産業部会の部会長 と

して関与 されるとともに,同 施策 に基づいて

標準カリキュラム策定に当たった当協会の会

長 としては,協 会内の検討 を適切かつ熱心に

指導されました。

協会部内にあって,会 長が役職員 を統率,

指導される上で方針 とされ,強 調 されたこと

を,私 な りにい くつかに取 りまとめれば,次
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のようなことになると思います。

第一に,協 会はいうまで もなく公益法人で

すが,こ れは非営利即ち営利 を追求 しない団

体 である ことだけを意味せず,「 中立的な」

公益機関であること,即 ち特定の利害集団や

技術系列等 にとらわれない中立的な立場 にあ

ることが重要で,こ のことが政府,関 係産業

界,学 界等の信頼を得 て社会的使命 を達成で

きる所以であるとされたことです。

第二に,そ れ までの情報化が どちらかとい

えばベ ンダーの主導で進められて きたことに

対 し,今 後はユーザーの主体性が発揮 されな

ければならず,協 会はよりよき情報化の推進

のために,ユ ーザーの立場 を特 に重視すると

されたことです。

第三に,情 報化技術 と利用の進展 は急速で

あ り,協 会の情報化推進の事業は情勢の変化

を常 に先取 りした ものでなければな らない,

即 ち協会はいつ も先導的な役割 を果たすべ く

努力 しなければならないとされ ました。

第四に,事 業は単 に頭の中で考えることに

頼 ってはならず,企 業活動や経済社会の現実

に根差 した ものでなければならない というこ

とも,会 長の常に説かれたことで した。

第五 に,特 に職員 に対 して,協 会の事業が

国の政策 と密接に結 び付いた意義の高い もの

であることの自覚 と自負 を促 し,モ ラールの

高揚 に努め られま した。

影山会長 はこうして,会 長在任のIO年 を通

じて,今 日に続 く協会運営の確固たる方向付

けを図 られ ました。

また会長 は,当 協会の会長のほか,産 構審

情報産業部 会長,情 報化 月間推進会議議長,

(財)流 通 システム開発 センター会長等 ,情

報化関係の要職 にあって活躍 され,平 成8年

の情報化月間に際 し,長 年にわた り情報化に

貢献 されたご功績に対 して,通 商産業大臣か

ら表彰 を受け られ ました。

会長は急逝 される直前 まで,仕 事の上の文

書 に目を通 してお られたとうかがい ます。今

や閉塞状態 にあるともい うべ きわが国経済社

会再生の起爆剤 として,今 日改めて経済,社

会のあ らゆる分野,あ らゆる局面において,

官民あげての情報化の一層の推進 と拡大が重

要になってい ます。 まさにこのような時期 に

影山会長が他界 されたことは,ま ことに痛恨

の極み と申す ほかあ りませ ん。 この上は,ご

遺志 を長 く体 し,協 会の使命 を全 うすること

に適進ずることを誓 い,在 りし日の温顔 を偲

びつつ心からご冥福 をお祈 りするばか りです。

故影山衛司氏 略 歴
8

昭 和15年3月

昭 和15年4月

昭 和41年4月 ～ 昭 和42年9月

昭 和42年11月 ～ 昭 和50年11月

昭 和50年11月 ～ 昭 和58年11月

昭 和56年4月 ～ 平 成5年7月

昭 和60年7月 ～ 平 成7年3月

昭 和61年7月 ～ 平 成9年6月

昭 和61年9月 ～ 平 成7年3月

昭 和61年12月 ～

昭 和62年4月

平 成 元 年6月 ～ 平 成9年6月

平 成7年4月 ～

平 成10年11月20日

東京帝国大学法学部 卒業

商工省 入省

中小企業庁長官

日本商工会議所 ・東京商工会議所専務理事

商工組合中央金庫理事長

(財)流 通 システム開発セ ンター会長

(財)日 本情報処理開発協会会長

(財)コ ンピュー タ教育開発セ ンター副理事長

情報化 月間推進会議議長

(財)商工総合研究所理事長

勲二等旭 日重光章受賞

(財)全国中小企業情報化促進セ ンター会長

(財)日 本情報処理開発協会顧問

逝去
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総務部

【言ト 報 】

10.11.20影 山 衛 司(前 会長)

1.理 事 会 の 開 催

(1)平 成10年8月5日(水)に 平 成10年 度 第2回 理

事会が 開催 され,次 の議 案が 審議 ・承 認 され

ました。

・役 員の人事 につ いて

・平成10年 度事 業計画 の変更 につ いて

・特別会計 の設置 につい て

・平成10年 度収支予算 の変更 につ いて

・平成10年 度 にお ける借 入金の 限度 額 の変 更

につい て

(2)平 成10年9月1日(火)に 平 成10年 度 第3回 理

事会 が 開催 され,次 の議案が 審議 ・承 認 され

ま した。

・役員 の 人事 につい て

(3)平 成10年11月24日(火)に 平 成10年 度 第4回

理事 会が 開催 され,次 の議 案が審議 ・承認 さ

れ ま した。

・平成10年 度 事業計 画 の変 更 につ い て

・ 「プ ライバ シーマー ク制 度設置 お よび運 営

要領」 の制 定 につい て

情報セキュリ矛 対策室

1.シ ステム監 査 に関 す る調 査 ・研 究

システム監査 は,情 報システムのセキュ リ

ティ対策 を確保する意味か ら重要な役割 を担

ってい ますが,企 業のシステム監査の導入実

績は必ずしも思わしくありません。そのため,本

調査事業 を通 じて普及策を検討 しています。

また,シ ステム監査の実施状況 を把握する

必 要 か ら,情 報 システ ムの ユ ーザ企 業 約

4,700社 に対 して アンケー ト方式 による 「シ

ステム監査 に関する調査」を実施 しています。

このアンケー ト調査 は,従 来から隔年で実

施 しているもので,シ ステム監査 に関す る変

化を経年的に把握す るための設問をまとめた

基本部分 と,調 査 ごとに設定する トピックス

の質問項 目か らなっています。今回の調査で

は,ト ピックスとして個人情報保護の視点に

立 ったシステム監査 の実施状況,現 在社会問

題化 している 「2000年問題」にシステム監査

が どの程度寄与 しているかについて把握する

項 目を調査対象 としています。同アンケー ト

調査の結果は,平 成11年 に出版予定の 「シス

テム監査 白書」や 「情報化 白書」のデータと

して も活用 します。

2.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用 と

個 人情 報 保 護 に関 す る調 査 ・研 究

EU委 員会の 「個人データ処理 に係 る個人

の保護及び当該デー タの自由な移動に関する
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欧 州 会 議 及 び理 事 会 の 指 令(1995年10月 採

択)」(EU指 令)が 平成10年10月25日 に発 効 し

ま した。 しか し,EU加 盟15カ 国 の うち 自国

の個 人情 報保 護 に係 る法 律 にEU指 令 を反映

し終 えて いるの は,イ タリア,ギ リシ ャ,イ

ギ リ ス,ス ウ ェ

ー デ ン
,ポ ル ト

ガ ル の5カ 国 に

止 ま り,他 の10

カ 国 は 対 応 が 整

っ て い な い 状 況

プライバシーマーク です ・ その ため ・

事 実 上EU指 令 の

効力 は発効 で きない ままにな って い ます。

EU指 令 へ の対 応 が 整 わ ない 状 況 とは言 え
,

個 人情 報 の保 護 措 置 の水 準 をEU指 令並 に上

げ るための努 力 は引 き続 き必 要 です。

当協 会 プ ラ イバ シーマ ー ク事務局 が運用 し

てい る 「プ ライバ シーマー ク制度」 は,わ が

国企業の個人情報保護の水準を向上 させ るた

めの有効な手段 であると考 えられてお り,そ

のため,プ ライバ シーマークの付与 を受ける

企業が増加するよう,同 制度の運用 に力を注

いでいるところです。

本制度は,付 与の認定業務を 「プライバシ

ーマー ク付与認定指定機関(単 に
,指 定機関

とい う。)」 が担当 します。指定機関 は今の

ところ(社)情報サ ービス産業協会(JISA)の み

ですが,当 協会 も同制度の全体の管理 を行 い

つつ指定機関 としての役割 も担ってお り,現

在,JISAと 共に事業者か らの申請を受付けて

います。

本年4月 の運用 開始依頼,プ ライバ シーマ

ーク付与の申請に係 る多 くの問合せ を頂いて

お りますが,社 内の体制整備の一環 として求

めているコ ンプライアンス ・プログラム(実

践遵守計画:CP)の 策定等 に多 くの時間 を

要する等の理由で,実 際 に申請があった事業

事業者 ・代表者名 所在地 業 種 許諾番号
エス シーエス株式会社 埼玉県鴻巣市 情報処理サービス業 A820001
株式会社ア トラクス 東京都港区 情報処理サービス業 A820002
森医院 東京都武蔵野市 医療業 A880001
株式会社日立情報 システムズ 東京都渋谷区 情報処理サービス業 B820001
株式会社日本総合研究所 東京都千代田区 情報処理サービス業 B820002
株式会社 日本総研 システム ソリューション 東京都千代田区 情報処理サービス業 B820003
株式会社ジェイス 東京都豊島区 情報処理サービス業 B820004
株式会社 日本総研 オフィスエ ンジニア リング 大阪府西区 情報処理サービス業 B82ρ005
富士通 エフ ・アイ ・ピー株式会社 東京都江東区 情報処理サービス業 B820006
株式会社メイケイ 愛知県名古屋市 情報処理サービス業 B820007
川鉄情報システム株式会社 東京都江東区 情報処理サービス業 B820008
株式会社 ジーシーシー 群馬県前橋市 情報処理サービス業 B820009
株式会社第一勧銀情報システム 東京都文京区 情報処理サービス業 B820010
株式会社 さくらケーシーエス 兵庫県神戸市 情報処理サービス業 B820011
株式会社 ジャステ ック 東京都港区 情報処理サービス業 B820012
株式会社 日比谷 コンピュータシステム 東京都中央区 情報処理サービス業 B820013

勤 蝶 番号のアルファベ ットは・認定した指定機関を区別するコー ドで・"A"{:JIPDEC・"B・ はJISAを
(2)最新の状況 については,当 協会のホ ームページをご貰下 さい。(http:〃www.jipdec.or.jp1)



者 の数 は,10月 末現 在 で約25社 程 度 とな って

い ます。 この内,付 与 を認定 した事業者 は20

社 で あ り,プ ライバ シーマー クの使 用契約 を締

結 した事 業者 は,左 記 の16社 となって い ます。

なお,プ ラ イバ シーマ ー ク制 度が 国際 的に

認知 され る ようにす るため,米 国 をは じめ欧

米諸 国 との 間で情報交 換 を行 ってい ます。 特

に同制 度 と同様 な システ ム(BBBシ ー ル シス

テム)を 検 討 中 の米 国 とは,将 来 の 相 互認 証

を視 野 に入れ た連携 を検討 してい ます 。

また,CPへ の 要求 を事 業 者 に明確 に示 す

必 要か ら,通 商 産業省,工 業技術 院が計 画 し

て い る 「CPの 要求事 項 に関す るJIS規 格 」 の

制定 に協 力 してい ます 。 この規格が 出来上 が

る と,プ ライバ シーマー ク制 度が求 め てい る

事 業者 のCPは,同 規格 を基 準 と して審査 す

るこ とにな り,国 内で もプ ライバ シーマ ー ク

に対す る信 頼が一段 と高 まる もの と期待 して

い ます 。

3.JPCERTICC(コ ン ピ ュ ー タ緊 急 対 応

セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCが 平 成10年7月 か ら9月 の3

ヶ月間 に情報提 供 を受 けた不正 アクセ スの件

数 は299件 で,依 然 と して増 加 傾 向 に あ り

ます 。

これ らの報告 か ら対応 策 を検討 して,関 連

す るサ イ トに情報 の提供 あ るいは交換 を行 な

っ て い まが,IO月16日 現 在 で そ の 数 は延 べ

3,266サ イ トに上 ってい ます。

また,対 応策 は 「緊急 情報」 や四半期 毎 の

「活動 概 要」 に と りま とめ,JPCERT/CCの ホ

ームペ ー ジにア ラー トとして掲 載 してい ます

ので,関 心 の ある方 はそちらもご覧 くだ さい。

イ ンター ネ ッ トにおけ る不正 ア クセ スへ の世

間的 な関心 と並 行 して,一 般 的ユ ーザ におけ

るJPCERT/CCの 認 知 度 が 高 まっ てお り,情

報提供 メー リング リス トへの登 録 も増 えて お

ります。

一方
,啓 発 活動 として ネ ッ トワー ク関係 の

イベ ン トにお い て 各 種 セ ミナ ー を開催 した

り,企 業 等の セ ミナー に協 力す る こ とな どを

通 じて,ネ ッ トワー ク管理 者 に安 全対策 につ

いて の注意 を喚起 してい ます。

JPCERT/CCの 活動 状況 や,不 正 ア クセ

ス に 関 す る 最 新 の セ キ ュ リ テ ィ技 術 情

報 に 関 し て は,今 後 も ホ ー ム ペ ー ジ

(URL:http://www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して発

信 して い きます ので ご利 用 くだ さい。

調査部

1.コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査

今 年度 は,コ ンピュー タ利用 状況調査 のア

ンケ ー トを10月23日 に約4,700の 企業 に対 し,

発 送致 しました。今 回の調査 項 目の なかで は,

「情 報 化投 資」 と 「ア ウ トソー シ ング」 が新

規 テーマ と して取上 げ られてい ます。

厳 しい経済情 勢 の下で,企 業の情 報化 の分 野

につい て も徹 底 した合理化 や,コ ス トパ フ ォ

ーマ ンスの追求 が な されてい る中
,情 報化 の

投 資対 象,規 模,費 用等 の動 向や,外 部 の情

報資源 を有 効 に活用す る実態 を把 握す るこ と

が狙 いです。

ユ ーザの皆様 には,お 忙 しい折,ア ンケー

ト調査へ の ご協 力 をお願 いす る次 第 です。

2.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 調 査 委

員会

ユーザニーズに応 えた情報通信サー ビスの
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あ り方 につい て検 討す るため,東 京工 業大学

今 田高俊教授 を委 員長 に,委 員 会 を開催 して

い ます。今年 度 は,新 ビジネス を立 ち上 げて

い る企業 の事例 な どを調査 し
,サ プ ライヤー

側 が考 え る新サ ー ビスの提供 につ いて,そ の

可 能性 や制 度 ・商慣習 面での 障害 な どを論 議

し,実 現性 のあ る新サ ー ビスの方 向 を探 る こ

とに して い ます。 なお,来 年 度 には,そ れ を

ベ ース に,ユ ーザ の実 際の利用 動 向につ いて

ア ンケー ト調査 を実施 し,そ こか ら浮 か び上

が る望 ま しいサ ー ビスの姿 を明 らか にす る予

定 です。

3.情 報 化 白書99年 版 の 編 集 計 画 ま

と まる

99年 版 白書の編纂 に向けて,「 情報化 白書

編集専門委員会」(委員長 廣松 毅 東京

大学 教授)を3回(7/22,9/10,9/29)開 催,

総論のテーマ と骨子,各 論の構成内容等の検

討 を行いました。 これに基づ く編集計画案 を

「情報化白書編集委員会」(委員長 石井 威

望 慶 鷹大 学大学 院 教授)に お いて審議

(10/7)し,指 摘事項,ご 意見を踏 まえて原稿

を作成す るこ ととして執筆活動 を開始 しま

した。

世紀末 を迎 える99年 版の総論テーマは,90

年代情報化の総括 をメインとして今世紀を振

り返 り,半 世紀の歴史なが ら社会を変革する

パ ワー を持つに至 った情報化の足跡 を辿 り,

21世 紀情報化社会の展望 に向けた橋渡 しとし

ます。各論 においては,こ れまでの基本構成

を継承 しつつ,実 ビジネスへの展開とともに

国際的な取 り組み課題 となって きた電子商取

引を従来 にも増 して大 き く取 り上げるほか,

緊急 を要す るコンピュータ西暦2000年 問題 を

特例措置 として取 り上げる予定です。

4.主 要 国 に お け る情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

ア メ リカに関 して は,第105議 会 にお い て

審議 され た重 要法案,特 にイ ンター ネ ッ ト等

電 子的通 信手段 へ の多重 かつ差別 的 な課税 を

禁 止,3年 間 無税 とす る(一 部州 を除 く)「 イ

ンター ネ ッ ト課税 自由法」 及び1996年12月 に

約50カ 国 で 合 意 したWIPO2条 約(著 作 権 条

約:WIPOCopyrightTreaty,実 演 ・レコー ド

条 約:WIPOPerformancesandPhonograms

Treaty)の 遵守 な どを 目的 と した 「デ ジタル世

紀 の著作 権 法 」,商 業 的WWW上 で未 成 年者

に対 して有 害 な コ ンテ ンツの流布 を行 う事 を

禁止 した通 称 「通信 品法II」 に関す る調査 を

行 い ま した。

EU(欧 州連 合)に 関 しては,欧 州委員 会,特

に金融 サ ー ビス等 を監督 す るDGXV総 局 か ら

の7月 の コ ミュニケ,「 電子 マ ネー発 行機 関業

務 の分別 あ る監 督」等 につ いて調査 を行 い ま

した。 これ は既 存のバ ンキング指令 を拡 大 し,

電子 マ ネー発 行機 関 を適用 対 象 とす る一方 ,

電子 マ ネー発 行機 関 に対 す る事 前 の許可制度

の整 備等 を 目指 した もの です。

5.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

来 年5月 に ドイ ツ連邦 共和 国で 開催 予定 の

第12回 目独 情報技 術 フォー ラムに向け てニ ュ

ー メデ ィア
,コ ン ピュー タ,半 導体 の各3分

科会 と も,ド イツ側 各分 科会 との連絡 を と り

つつ討論 テーマ を検 討す る な ど準 備 を進 め て

い ます。

6.情 報 化 に関 す る海 外 向 け広 報

わが国の情 報通信 産業 及 び情報 化一般 の最

新 の 動 き を 海 外 に 紹 介 す る た め,英 文 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発行 し



避

てい ます。

今年度 は,情 報化 白書1998年 版 の概 要 を翻

訳 したInformatizationWhitePaper1998をJIQ

No.114〔 特 別 号 〕 と して 発 行 し,ま た,

No。115で は 日本 にお ける個 人情 報保護 の現状

を取上 げ,政 府 の取組 みや,当 協 会 が開始 し

た プラ イバ シーマ ー ク制度 な どを紹 介 してい

ます 。今 後 も,電 子 商 取 引の推 進 状況 な ど,

時宜 に遭 ったテーマ を取上 げ る予定 です。

7.情 報 化 月間 の 開催

平成10年 度の情報化月間は,10月1日(木)

に東京全 日空ホテルで「情報化月間記念式典」

(主催:情 報化月間推進会議 議長 井川 博(財

団法人 日本情報処理開発協会会長))を幕開け

の行事 として挙行 され ました。情報化の促進

に多大の貢献があった個人,企 業等への通商

産業大臣,郵 政大臣,運 輸大臣,総 務庁長官

による表彰 と優秀情報処理システムへの情報

化 月間推進 会議議長の表彰 お よび全 国高校

生 ・専門学校生プログラミング ・コンテス ト

の入選者への通商産業大臣からの表彰が行わ

れました。

全国各地で講演会,展 示会等のさまざまな

行事が開催 され,多 数の来場者がありました。

なお,情 報化月間の詳細につ きましては,本

誌JIPDECREPORTを ご参照 ください。

技術企画部

1.複 雑 系 情報 処理 に関 す る調 査研 究

複雑系への情報技術の応用の視点か ら,関

連する分野の諸理論 ・技術の研究動向につい

て,「複雑系情報処理調査専門委員会」(委員
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長 中島 秀之 電子技術総合研究所情報科

学部 部長)の活動 を主体に調査研究 を行 って

います。最近では,複 雑系における情報構造

の理解に重要 と考 えられるカオスに関する最

新の研究状況についてヒアリングを行 うとと

もに,複 雑系情報処理 との関連について検討

を行い ました。今後は,経 済などの応用面 に

ついても検討する予定 にしてい ます。

また,明 年2月 に,本 テーマに関するワー

クシ ョップの開催 を計画 してお り,複 雑系の

情報処理のための技術要件,そ の研究開発 の

あ り方 などについて幅広 く議論 したいと考え

ています。

2.情 報 技 術 の研 究 開 発Webサ イ ト集

の 発行

国が推進 している情報関連プロジェク トの

周知,最 新の情報技術の研究開発状況を紹介

するため,各 機関,団 体等 で開設,運 用 して

いるWWWサ イ トを紹介す る小冊子 「情報

技術の研究開発Webサ イ ト集」の第4号 を発

行 しま した。

一主な内容一

◇京都大学 ベ ンチ ャー ビジネスラボラ ト

リーの事業紹介

◇情報技術の研究開発プロジェク ト

・産学官研究開発 コミュニティ

・知識 コ ミュニティ ・プロジェク ト

・メロウ ・ソサエティ ・フォーラム

・モバ イルオフィス推進協議会

・企業間電子商取引推進事業

◇情報技術 関連研究所

・産業技術融合領域研究所 他4

◇情報技術関連学会

・日本 ソフ トウェア科学会 他5

◇情報関連プロジェク トの最新の活動状況



◇情報関連機関の最新の活動状況

3.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る構 築 ・運 用

電子 情 報 通 信 技 術 に関 す る 自由 な情 報 収

集 ・提供 お よび意見交換 な どを行 う研 究開発

情報 イ ンフラ と して,WWWサ ーバ ー に よる

産学官研 究 開発 コ ミュニ テ ィの構築 ・運用 を

引 き続 き行 ってい ます 。

電子 情報通信 の分 野 に関す る最新情 報 を提

供 す る 「LatestNews」 で は毎週 ,月 ・水 ・金

にデー タ を更新 してお り,産 学官 の研 究交流

に 関す る ニ ュ ー ス を提 供 す る 「Technology

Map」 も適 時更新 を行 ってい ます。 また,ユ
ーザ が よ り使 い易 いWebペ ー ジとなる こ とを

目指 して,こ れ まで使 用 していたサ ーバ ーマ

シ ンを最新 の高速 処理 が可能 なマ シンに置 き

換 え,よ り高 速 かつ的確 な情 報提 供 ,検 索サ
ー ビスが 可能 とな りま した

。

さらに,本 年度 の新規 シス テム と して前年

度 開発 したlntelligent-PADを 使用 した高機 能

ツー ルキ ッ トを基 に して,Java言 語 による検

索 情報 の絞 り込み が可能 な ビジュアル ツール

キ ッ トの開発 を予定 してお り,そ の事前調査

作 業 を行 って い ます。

国 家 プ ロ ジェ ク トの情報 提供 につ いて は,

G7の グ ローバ ル ・イ ンフ ォメ■・一ーーーシ ョン ・イ

ン フ ラス トラ クチ ャ(GII)の1つ の プ ロ ジェ

ク トで あ るグ ローバ ル イ ンベ ン トリ ・プロジ

ェク ト(GIP)の 日本(通 商産 業省)イ ンベ ン トリ

と して位置 づ け,G7各 国 と有機 的 に連係 し,

同 コ ミュニテ ィの一つ のサ ー ビス機 能 と して

構 築 ・運 用 を引 き続 き行 ってお り,現 在 ,日

本 イ ンベ ン トリの デー タ更新 を行 うため
,プ

ロジェク トに関す る情報収 集 を行 っています
。

本 事 業 の 関 連 サ イ ト

・G7GlobalInventoryPr()je
ct(GIP)

http://www.gip.int/

・産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ

http://www.gip,jipdec.or .jp/

・情 報 化 関 連 政 策 ホ ー ム ペ ー ジ

http://www・9iP.jipdec .or.jp/policy/

4.次 世 代 電 子 図 書 館 シ ス テ ム研 究 開

発 事 業

通商産業省及び情報処理振興事業協会委託

事業である 「次世代電子図書館 システム研究

開発事業」は,平 成10年 度か ら後期 として,

前期で開発 した技術 を統合 したプロ トタイプ

システム構築 を中心 と して研究開発 を実施 し

ています。

平成10年9月17日 に情報処理振興事業協会に

おいて事業推進委員会が開催 され,後 期 にお

ける事業推進の基本方針が次の とお り決定さ

れ ました。

(1)プ ロ トタイプシステムの構築 にあたって

は,ユ ーザニーズの反映 と具現化等先進

ユーザ との密接 な連携体制の もと開発 を

行 うことが望 まれることから,国 立 国会

図書館 と連携 を取 りつつ実施す るもの と

す る。

(2)前 期 に開発 した個別技術 テーマの うちプ

ロ トタイプシステムに組込 むものは
,ユ

ーザ側の評価 を得たテーマ とする
。

(3)後 期 はプロ トタイプシステムの構築 を基

本 目標 としつつ,プ ロ トタイプシステム

に組込 まない先進的個別技術テーマ につ

いてはプロ トタイプシステム と切 り離 し

て"技 術開発"と して継続実施する。

上記事業推進委員会の意 を受けて当協会が

実施する内容は以下のとお りとな りました。
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前 期 に開発 した個 別技術 を基本 方針 に した

が って分類 す る と,プ ロ トタ イプシステムへ

の組込 み は15テ ーマ,技 術 開発 は7テ ーマ と

な りま した。

また,プ ロ トタイプシステ ム構 築 にあた っ

ては,開 発 した個 別技 術 の実証 を行 うだけで

な く,電 子 図書館 と して必 要 な機 能 を組 込 ん

で実用 システム と して利 用で きるシス テムの

開発 を目指 してい きます。

なお,本 事業 につ いて は,WWWに 掲載 し

てい ますの で,参 考 として下 さい。

http://www.dlib.jipdec.orjp/

中央情報教育研究所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度情報

化人材の育成のために次の研修事業,調 査研

究事業および普及啓蒙事業を実施 しています。

1.平 成10年 度下 期研 修 事業

(1)高度情報化人材の研修

本研修は,高 度情報化人材育成カリキュラ

ムに準拠 した 「モデル研修」お よび時宜 ・ニ

ーズに合致 した 「特別テーマコース」 を,毎

年継続 して実施 してい ます。

本年度下期(10月 ～3月)の 研修予定 は,表1

および表2の とお りです。

▼表1モ デル研修下期 日程
コー ス名 期 間 日 数

● プ ロジ ェク トマネ ー ジャ
・プ ロジ ェク ト管 理総 論 99.2.8～2.10 3日 間

・協力会社管理
98.10,7～10.9

3日 間
99.2.17～2.19

・プ ロ ジェ ク ト進捗 管理
98.10.28～10.30

3日 間
99.3.8～3」0

・プロ ジ ェク ト品 質管理
98.10.15～10.16

2日 間
99.2.25～2.26

● ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト 99年2月 ～3月

● デー タベ ース スペ シャ リス ト
・デ ータベ ー スの基礎 理論 99.2.23～224 2日 間

・デ ー タベー ス システ ムの設計 と運用 99.3.3～3.5 3日 間

・デー タベ ース技術 動 向 99.3.8～3.9 2日 間

●システム運用管理エンジニア 99年2月 開講予定

●第一種共通カリキュラム研修
・基 本 ソフ トウ ェア 98.10.5～10.8 4日 間

・デ ー タ ベ ー ス 98.10.16～10.20 3日 間

・ソ フ トウェア工学 98.1α21～1α23 3日 間

・コミュニ ケ ーシ ョン技 法 98.10.26～1030 5日 間

・問題発 見 ・解決 技法 98.1t9～ で1」2 4日 間

・応用システム開発技法 98.1t24～12.18 10日 間

・ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ー ス 98.11.30～12.2 3日 間

・システ ム構成 技術 98.12.9～12.10 2日 間

▼表2特 別 テーマコース下期 日程
コース名 期 間 日 数

●提案型設計行動力修得
98.10.7～10.9

3日 間
99.2.24～2.26

●C/Sシ ステム開発におけるプロジェクト管理 98」0.29～10.30 2日 間

●プロジェクトにおける組織要員管理 98.1t4 1日 間

●ソフ トウェア営業SEの 基本と実際 98.11.12～ 刊.13' 2}三間

●交渉 ・折衝力強化 98.1W25～11.27 3日 間

●ERモ デルの有効活用 99.2.1～2.2 2日 間
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研 修 内 容 の 詳 細 に つ い て は,教 務 第 二

課(TEL:03-5531-0176)ま で お 問 い 合 わ

せ い た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ さい。

(2)情 報処理技 術 イ ンス トラ クタ研 修

本研 修 は,情 報 処理教 育 に携 わ るイ ンス ト

ラ ク タ等(情 報 処 理教 育推 進指導 者)の さ らな

る資 質の向上 に向 け て,毎 年継続 して実施 し

てい る もの で,研 修 コースには
,情 報処 理技

術 イ ンス トラ クタ研 修 と企業 内研 修 リー ダ養

成研 修め2種 類 があ ります。前者 は情 報処理

専 門学校 等 の教員 や企業等 にお ける情報 処理

教 育担 当者等 を対象 に指導上 のポ イ ン トや技

術 ・知識 の修得 を,後 者 は地方 にお ける情報

処理教 育担 当者等 を対象 に技術 ・知識 等の修

得 を,研 修 の主 たる 目的 に してい ます。

① 情報 処理技 術 インス トラク タ研 修

本 年 度 下期(IO月 ～3月)の 研 修 予 定 は,

表3の とお りです。

研 修 内 容 の 詳 細 に つ い て は,教 務 第 一

課(TEL:03-5531-0175)ま で お 問 い 合 わ

せ い た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 ください。

② 企 業内研 修 リー ダ養成研 修

本 研 修 は,す べ て地 域 ソフ トウェアセ ン

ターに委 託 して実施 してい ます。

本 年度 の研 修 内容 は,以 下 に示 す とお り

です。

・システム 開発 技 法関連 コース

・ネ ッ トワー ク構 築 ・管理技 術 関連 コー ス

・デー タベ ー ス技術 関連 コース

・プ レゼ ンテ ー シ ョン技 法関連 コース

▼表3情 報処理技術インス トラクタ研修の下期日程
コース名

期 間 日 数
● 教育 エ ニ ジニア コ ース

一.._二 教 宣ニェと 乞二 方～ イ ンス トフク ショ ン業務 ～一 ー ー ー ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 一 _一_

◆説 得 力 を高 め る マ ル チ メ デ ィ ア プ レ ゼ ジ 弄 ニジ ≡ シ護 法 一一 一一ー一 一～'一一"
99.3.15～3」9

-一 一 一 一 一 一'一 一 一 一 ー 一 〔_一 隅 __

98.12.22～12.24

5日 間
一 一 一 一 一 一 ～ 一 ー 一 _一 一

3日 間
● システム ア ドミニ ス トレー タ コース

・システ ムア ドミニス トレー タ育成 カ リキ
ュラム の指導 ポ イ ン ト ①98.12.21～12.22 2日 間

②9931～32 2日 間・シスァム ア ドミニス トレータの ための表 現技 法

～説 得 力 を高 め るマ ルチ メデ ィアプ レゼ ンテ ー ション技法 を再 編 ～ 99.3.18～3,19 2日 間
・シス ァム ア ドミニ ス トレー タの ための デー タベー ス利用 と設 計の 基礎

、 99325～326 2日 間
..一_二Z聖 乞白Zド .ミ三 ろ一ヒ、と=二をρ～左 些亘～QC7つ 道具 と統 計 ・確 率

・システ ムア ドミニス トレー タの た めあτ §←§環緬 歪 ど構 築丁 運用一一←‥ …
99.3.11～3.12

～ 一 一 ー 一^{一 ● 一 一 ー ー ー ー 一{_一 _

993.11～3.12

2日 間
.一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 ←_

2日 間
●第 二種 共通 カ リキ ュラ ム コース

・第_種 共通 カリキュフム共通 知識 の指導 ポ イ ン ト
99.3.23～3.26 4日 間

●情報化人材育成コース
、

.一_一 二 墾 ≡握 握 麹 廻理 技術 者 の学 習 のポ イ ン ト
・第 一種情 報 処理 菰論著 万事 習あ ポ イフ 下 一一 一一 一一ーー一 一 一一 ー ーー一一… 一

,

99.2.22～2.23
-一 一 一 一 ー 一 戸 一 一 ← 一 一 ー 一 一_一__

9931～32

2日 間
.一 一 ー ー 一 一 一 一 一 一_≡

・デ ー タベ ース スペ シ ャ リス トの学 習 のポ イ ン ト
99.3.8～3.9 2日 間

● シス テム技術 コー ス
・C百 語 プロ グフ ミング入門 とその指導 ポ イソ ト

ー… 一一可 緬 一c耳 硬 願 習1]緬 一… … 一一… 一… 一一一一… … … … 一一 99.3.8～3.12
← 一 一 一 一 ¶ 一 一 ー 一 巳 一 ー ー ー 一_一_"

9938～39

5日 間
一 一 ー 一 一 ← 一 一 ー 一 －r≡

2日 間・VisualC十 十 の実践 演習(応 用)
993"～312 2日 間・Javaプ ロ グフ ミ ング入門
99315～316 2日 間

・Javaプ ロ グフ ミン グ応 用
一ー ー 一 → 一 一 ー ー 一 一 ー 一 一 ー 一 一 一 一 → 一 ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー 一__一_____←_

一._.二 企 劃 摸 主 ン.卜2一 ク に お け る デ ー タ ベ ー ス 作 成 一一『一 一 ー一 一 一 一 一一一一一一
・小 規 模 ネ ッ ト ワ=ラ ⑳ 設 定 ε蓮 用 一"一 一 一… 一ー ー一〔一一… 一 … 一一一一… 一『

99.3.18～3、19
-一 一 一 ～ 一 一 ー ー 一 〔 一 一 ● 一 一 一__←

99.2.25～2.26
一 一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 一 __‥ 一_

9934～35

2日 間
.一 一 一 一 ー 一 一 一 一 ～ _-

2日 間
.一 一 一 一 一 一 一 一__一_

2日 間・Webア プ リケ ー ション作成 入門
99224 1日 間・オ ブジ ェク ト指 向 プロ グフ ミ ング入 門
9935 1日 間

・クラ イア ン トサ ーバ シス テム とイン トラネ
ッ トシス テムの 作成体 験 ①98.†2.21～12.22 2日 間

②99.2.22～2.23 2日 間



・情報処理利活用技術関連 コース

2.調 査研 究事 業

(D情 報処理教育実態調査

わが国の企業や学校等教育機関における情

報処理教育の実態や最新動向を広範かつ継続

的に把握 し,教 育施策の検討に資することを

目的 として,本 年度 も継続 して当該調査を実

施 してい ます。

調査方法 としては,企 業 と学校等教育機関

のそれぞれで実施す る情報処理教育の体制,

内容,方 法,課 題に関する項 目を設定 したア

ンケー ト調査 を実施 し検討 しています。特 に

本年度の企業 については,1997年 にシンガポ

ールで実施 された調査 をベースに,日 本,北

欧5カ 国,シ ンガポールとの7者 間の国際比

較調査 を実施 します。

現在,個 別に調査票の検討 を行 ってい ます

が,企 業では情報 システム部門業務のアウ ト

ソーシングの状況や,2000年 問題 を取 り上げ

る予定です。学校 については情報関連教育 を

担当す る教員が抱 える問題 点 を浮 き彫 りに

し,そ の方策 を提起す る項 目を設定 します。

年内にアンケー ト票を発送 ・回収の予定です。

(2)教 科研究調査

標準 カリキュラムに則 して高度な情報処理

技術者を目指す技術者の効果的な育成を図っ

ている専門学校およびその他教育機関の情報

処理学科 を,「 情報化人材育成学科」 として

通商産業大臣が認定す る 「情報化人材育成学

科認定制度」 の支援作業 を実施 しています。

平成10年 度の審査では,。1類(3年 制)学科

で4学 科,H類A(2年 制)学科で24学 科がそ

れぞれ認定 され,こ の結果,1類 の有効認定

学科(平 成8年 度 ～平成10年 度)数 は22学 科,

II類Aの 有効認定学科(平 成9年 度～平成10

年度)数 は34学 科 とな りました。

また,新 学科種別II類Bの 実現可能性の調

査 として,学 科認定校 を中心 にシステムア ド

ミニス トレータ教科の実施状況についてアン

ケー ト調査 を実施する予定です。

(3)高 度情報処理技術者育成指針 に関す る調

査研究

ソフ トウェア開発工程 にお ける作 業 を共

通的に規定する 「ソフ トウェアライフサ イク

ルプロセス(SLCP)」(国 際標準)等 に基づ き,

情報化人材 として類別 された人材像 の担 当

業務範 囲等 との対応関係 を調査研 究 し,今

後 の標準 カリキュラム作成時の参考 とす る

予定です。

現在,JIS版SLCPの 解説版 となる共通 フレ

ーム(SLCP -JCF98)が10月 に発刊 されたことに

伴い,改 訂版標準 カリキュラム と共通 フレー

ムとの対比を行 っています。

(4)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関す る調査研究

標準 カリキュラム等の人材育成関連情報を

国外へ広報するため,昨 年度 に引 き続 き 「改

訂版標準 カリキュラムの概要」 を英訳 し,ホ

ームページ等 を利用 して公 開する とともに,

国外 の先進 的人材育成 システム,情 報処理

教育実施事例 お よび情報処理技術者試験等

の情報 を収集 し,わ が国との比較 ・検討 によ

り,今 後の人材育成策等の検討 に資す る予定

です。

現在,日 本お よび米国における情報化人材

(職種),情 報処理教育,情 報処理教育 カリキ

ュラムについての調査項 目をまとめてお り,

具体的 な調査,資 料収集等 を年 内に実施 し

ます。

また,SEARCC・SRIG-pS(東 南 アジア地域

コンピュー タ連合 ・情 報処理技術者育成部
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会)と の有機的な連携 を図 るとともに検討活

動 に積極的に参加 ・協力するため,7月 に専

門家2名 をオース トラリアでの会議 に派遣 し

ました。

(5)高度情報化人材育成のための基盤整備

平成9年10月 に改訂 した標準 カリキュラム

は,時 代の変化に応 じて常 に刷新 を図ってい

くことが求め られることから,今 後,利 用者

等の意見や最新の技術動向等 を経年的に把握

分析 し,標 準 カリキュラムの品質等 の維持,

改良等 を図る必要があ ります。

本年度は,昨 年度作成 した 「改訂版標準 カ

リキュラムの概要」を広 くホームページで公

開 し,改 訂版標準 カ リキュ ラムの一層 の普

及 ・定着 を図るとともに,標 準 カリキュラム

利用者からの意見等 をホームページ等 を利用

し収集 し,今 後の標準カリキュラム作成時に

反映 させてい く予定です。

現在,標 準 カリキュラム利用者へのアンケ

ー ト調査 を実施するため
,調 査票の設計およ

びアンケー トの実施 をインターネッ ト上で行

うためのソフ トウェアを開発 しています。

(6)高 度情 報化 人材育成 の ため の応 用調査

研究

本事業では,標 準 カリキュラムに沿 った教

育の普及 ・向上 を図るために,標 準 カリキュ

ラムに準拠 した学習用テキス トをはじめとす

る各種教材,教 育手法等の調査研究を行 って

います。

この一環 として,動 画やグラフィクス,音

声や文字な どの多様 な情報 を容易に取扱 い,

またシミュレーションなどを視覚的に表示 さ

せ,擬 似体験教育 を可能 とするなどのマルチ

メディア教材の研究開発 をテt－マに,平 成8

年度 より3年 計画で実施 しています。

本年度 は,本 テーマの最終年度 として,こ
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れまでに開発 したシステムア ドミニス トレー

タマルチメデ ィア対応 プロ トタイプ教材 を拡

充 し,広 く外部か ら利用で きるWebサ ーバ環

境上で利用実験 を行い,今 後のシスア ド遠隔

教育の実現可能性 を調査研究する予定です。

現在,利 用実験方法の検討および本教材利

用者への支援 を目的 とした 「学習者管理 シス

テム」の開発 を行 っています。

(7)新 技術 を利用 した情報処理技術教育 シス

テムに関す る調査研究

情報 システムが多様化,高 度化する社会的

ニーズに適応するためには,そ のニーズに応

えるべ き専門的な知識 ・技術 を備 えた情報処

理技術者が求められてい ます。 このため,企

業の技術担当者は,自 社の研修部門あるいは

外 部の研修機 関 において,よ り専 門的な知

識 ・技術 の修得 を図ってきています。

しか しなが ら最近は,企 業側の様 々な事情

によって,こ れまでの研修方法での技術修得

は困難 なもの となって きています。その主要

な理由としては,

①十分 な研修等 の教育時間(地理的条件 を

含む)が とれないこと

②十分 な研修等の経費の支出が困難なこと

などがあげられ ます。

この ような背景か ら本事業では,平 成9年

度に情報処理技術教育および新技術 の実態調

査を行 うとともに,い つで もどこか らでも利

用可能 な 「情報処理技術教育システム」のプ

ロ トタイプ基本構想の設定 を行 いました。

本年度 はこの成果を踏 まえ,情 報処理技術

教育 システムのプロ トタイプ構築に係 る教材

用データベースを作成 し,シ ステム構成要素

の動作テス ト,機 能検証等 を行い,今 後の実

用 システムの構築に反映 させる予定です。

現在,情 報処理技術教育 システムプロ トタ

8
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イブ用 インフ ラ技 術 の設 定 とシステム機 能 の

仕様 設定 を行 うと ともに,シ ス テム構 成要素

の動 作 テ ス トを行 うため の テ ス トデ ー タ(教

育 コンテ ンツ,質 疑応 答 デー タ,学 習管理 デ

ー タ等)を 作成 して い ます。

3.普 及啓 蒙事 業

(1)情 報処理教育機関等に対する普及啓蒙

産業界のニーズに即 した高度情報処理技術

者教育の推進 と,地 域 における情報処理技術

者の育成を活性化 し,地 域の情報化の推進 に

資するため,情 報化人材育成学科認定校 をは

じめ とす る情報処理専門学校の教職員や企業

における情報処理教育担当者 を対象に,講 演

や意見交換等 を内容 とした 「地域交流セ ミナ

ー」 を東京で開催するとともに,情 報化人材

育成学科認定校(1類 校)を対象 に交流会 を開

催する予定です。

(2)高 度情報化 人材育成標準 カリキュラム等

の普及 ・頒布

①高度情報化人材育成標準カ リキュラムの

普及 ・頒布

13種の改訂版標準カリキュラムを未改

訂 の4種 とともにCD-ROM1枚 に格納

し,平 成9年11月15日 か ら販売 していま

す。 また,そ の冊子版の販売を期間限定

(平成10年10月26日 ～同年11月20日 まで)

で行い ました。

口 「SC1997高 度情報 化人材育成 標準 カ

リキュラムCD-ROM版 」

定価:12,600円(本 体価格12,000円+消

費税。送料別)

口 「SCI997高 度情報化 人材 育成 標準 カ

リキュラム」(冊子版。13種)

販売は修了 しました。

②テキス トの普及 ・頒布

改訂版 システ ムア ドミニス トレー タ育

成 カ リキ ュ ラムに準拠 したテ キス トを作

成 し,平 成10年3月10日 か ら販 売 してい

ます。

口 改 訂版 システ ム ア ドミニス トレー タテ

キス ト

定 価:3,675円(本 体価 格3,500円+消 費税)

また,当 研 究所 が監修 した第 二種共 通

テキス トは,コ ン ピュー タ ・エ ー ジ社 か

ら出版 され,平 成10年3月30日 か ら販 売

されて い ます。

③ 購 入等 の問 い合 わせ先

調 査 企 画 部 普 及 振 興 課(TEL:03-

5531-0171)ま で お 問 い 合 わ せ い

た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご 覧 く

だ さい。

情報処理技術者試験センタ

4月 に行 われ ま した平成10年 度春 期情 報 処

理 技術 者試験 の状況 を紹介 します 。

昭和44年 の試験制 度 ス ター ト以来平成10年

度 春期 試験 まで の応 募者 総数 は751万 人,合

格 者総 数 は70万 人 とな ってい ます 。平 成6年

秋期 試験 か らの制 度移 行後 の4年 間で は,応

募者 数199万 人,合 格者 数21万 人 とな ってい

ます 。

平 成10年4月 に実施 された春期 の情報処 理

技術 者試 験 は,応 募 者数23万6,603人(前 年 同

期 比7.2%増),受 験 者数15万1,412人(同9.3%

増),受 験 率64.0%,合 格 者数2万2,000人,合

格 率14.5%と い う結 果 に な りま した。女性 に

つ い てみ る と,応 募者 数 は3万2,473人(前 年

・一一80一



同期 比7.9%増)で,応 募 者 全体 に占め る女性

の割 合 は13.7%(同0.1%増)で した。 合格 者 数

は2,603人(同22.6%増)で,合 格 率12.0%,合

格者 全体 に占め る女性 の割 合 はll.8%(同0.1%

減)で した。

試 験 区分別 の応 募者 数 をみ る と,全 ての 区

分 で増加 して い ますが,特 に人数が多 か った

の は第二 種 試験 で8,366人 増,次 いで 第一 種

試験 の3,573人 増 とな って い ます 。増 加 率 で

は,デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト(DB)試 験

が15.8%贈 と大 きく伸 び てい ます。DB試 験 は,

平 成7年 の 第一 回実 施以 来,常 に2桁 増 の伸

び率 とな って い ます。 女性 につい てみ る と,

第二 種,第 一種 の応 募 者が 多 く,そ れ ぞ れ2

万299人,9,332人 で,こ の2試 験 区分 で女性

応 募者 全体 の91.2%を 占め てい ます。 春期 の

第 二種 におい ては,応 募 者 に占め る女性 の割

合 は平成8年14.3%,9年17.1%,10年17.9%と

増加傾 向 にあ ります 。一方,第 一種 で は,平

成8年13.4%,9年12.7%,10年11.8%と 減少傾

向 とな ってい ます。

合格 者の発 表 は,第 二種 が6月17日,第 一

▼表1平 成10年 度春期 試験実施結果

種 が7月3日,プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

(PM),シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア(SM),

プ ロ ダ ク シ ョ ンエ ン ジ ニ ア(PE),デ ー タベ ー

ス ス ペ シ ャ リ ス ト(DB),マ イ コ ン応 用 シ ス

テ ム エ ン ジ ニ ア(ME)の 各 試 験 は7月17日 に

行 わ れ ま した 。

(D高 度 区 分(PM,SM,PE,DB,MEを ま と

め て"高 度"と 称 す)の 試 験 結 果

試 験 結 果 は,表1の とお りで す 。合 格 率 は,

前 年 同 期 と ほ ぼ 同 じ値 とな って い ます 。 合格

者 の 平 均 年 齢 は,PM37.3歳,SM35.6歳,

PE29.4歳,DB30.6歳,ME32.9歳 で す 。

合 格 者 の勤 務 先 内 訳 で は,MEを 除 く4試 験

区 分 で は ソ フ トウ ェ ア企 業 が 高 い 構 成 比 率 に

な っ て い ま す 。PMで は49.3%,SM37.7%,

DB52.1%で,特 にPEで は58.9%と 高 くな っ て

い ます 。 次 い で 多 い の は,PMで は 電 算 機 製

造 ・販 売 企 業21.1%,SMで は 情 報 処 理 サ ー

ビ ス 企 業29.8%,PEで は 一 般 企 業11.6%,DB

で は 情 報 処 理 サ ー ビ ス 企 業18.5%と な っ て い

ます 。 一 方,MEは 一 般 企 業 の 合 格 者 が 最 も

多 く42.9%で した 。 次 い で ソ フ トウ ェ ア 企 業

試験区分 応募者数 前年同期(%) 合格者数 合格率(%)

プロ ジ ェク トマネ ージ ャ
10,897 8.4 422 7.7

(399) 2.1 (11) 5.6

システム運用管理エンジニア
4,040 5.0 137 7.0

(101) 8.6 (4) 8.2

プ ロダ ク シ ョンエ ンジニ ア
14,399 8.0 825 9.1

(把302) 9.7 (48) 5.9

デ ータベ ー ススペ シャ リス ト
12,346 15.8 551 7.9

(982) 13.9 (67) 11.7

マ イコ ン応 用 システム エ ン ジニ ア
2,460 4.5 219 13.7

(58) 23.4 (6) 16.2

第一種情報処理技術者
78,828 4.7 7コ29 14.5

(9,332) 一2 .5 (593) 10.1

第二種情報処理技術者
f13,633 7.9 12,703 で6.5

(20,299) 望2.7 (f,874) 13.2

合計
236,603 7.2 22,000 14.5

(32β73) 7.9 (2,603) 12.0
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第 二 種

第 一 種

マイコン応 用

テ"一夕へひ一ス

プ ロダ クション

運 用 管 理

マネーゾ ヤ

▼勤務先別 合格者 構成比(平 成10年 度春期)

O%20%40%

■ 電算機他 ■ソフト ロ 情報処理

回 学校他 ■その他 ロ 学生

▼最終学歴別 合格者 構成比(平 成10年 度春期)

第 二 種

第 一 種

マイコン応 用

テ◆一夕へ'一ス

フ。ロダ クション

運 用 管 理

マネージ ャ

60%80%100%

ロ ー 般 企 業 ・団 体 ■ 官 公 庁

1■無 記 入

・こ:・%..・ ・%・ ・%8・%
.1・ ・%

■ 大 学 院 ■
.大学 口 短 大 口 高 専 ■ 高 校 劇'中 学 ■ 専 門 学 校 ■ 秒 他 ■ 無 記 入

▼ 情 報 処 理 業 務 の 経 験 年 数 別 音 格 者 構 成 比(平 成10年 度 春 期)

第 二 種

第 一 種

マイコン応 用

テ"一夕へ'一ス

プ ロダクション

運 用 管 理

マネージ ャ

0%20%40%60%80%100%

■ 経 験 な し ■1年 未 満 口1～3年 口3～5年 ■5～10年 ■10～15年 ■115年 以 上
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の36.1%と なってい ます。

情 報 処 理 業 務 の経 験 年 数 別 内訳 で は,受

験 年齢 制 限のあ るPM,SMで は10年 以 上15年

未 満 の 方 が 最 も多 く,そ れ ぞ れ45.0%,

36.4%と な って い ます 。年 齢 制 限の ないPE ,

DB,MEで は,5年 以上10年 未満 の方 が最 も

多 くそれ ぞれ31.6%,37.9%,31.1%と なって

い ます。

女性 につ いてみ る と,人 数 は少 ない ものの

SM,DB,MEで は女性 の合格 率 が そ れぞ れ

の試験 区分で の合格率 を上 回る結 果 とな りま

し た 。 合 格 率 は そ れ ぞ れ8.2%,11.7%,

16.2%で した。 これは,情 報処 理 関係 業務 に

携 わ り,業 務経 験 も5年 以上 あ る女性 の方 が

多 く,合 格率 が高 くな った ようです 。他 の試

験 区分 で はPM5.6%,PE5.9%で した。

(2)第 一種 情報処理技 術者試験

合格 者 は7,129人(合 格 率14.5%)と な り,前

年 よ り人数 で1,820人,合 格率 で3.0%増 とな

りま した。合 格者 の勤務先 別内訳 で は,ソ フ

トウェ ア企 業が2,442人(合 格 者 に 占め る割合

34.3%)と 多 く,次 い で 学 生 が1,662人(同

23.3%)と な ってい ます。 その後 に一般企 業 ・

団体,情 報 サ ー ビス企 業等 と続 き,学 生 の割

合 が高 い こ とが分 か ります。 また,合 格 率 を

み る と,社 会 人12.8%に 対 し,学 生 は26.5%

と非常 に高 い値 を示 してい ます 。最終学 歴別

内訳 で は,大 学 ・旧制 高校 卒業 者が50.3%を

占め,次 い で大 学 院卒業 生 が14.1%と なって

い ます。学 生 の 内訳 で は大学 生が10 .8%,専

修 学 校 生 が6.9%を 占 め てい ます。 経 験 年数

別 内訳 で は,5年 以上10年 未 満の情報 処理 に

関す る経 験 者 が18.8%を 占め てい ます。次 い

で1年 以上3年 未 満 が16.2%の 順 に な って い

ます。

女 性 につ い てみ る と,社 会 人 の 合 格 率 は

9.4%,学 生 は17.4%で 女性 全体 で10 .1%の 合

格 率 で した 。 社 会 人 の 内訳 で は,電 算 機 製

造 ・販 売 企 業 の 合 格 率 が14.9%,次 い で 学

校 ・研 究 機 関 の14.5%で した。学 生 の内訳 で

は,高 等 専 門学校 の合格率 が21 .4%,次 いで

専修 学校 の20.2%と なってい ます 。

(3)第 二種情 報処理技 術者 試験

合 格 者 は1万2,703人(合 格率16.5%)と な り,

前 年 よ り人数 で2,077人,合 格 率 で1.3%増 と

な りま した。 合格者 の勤務 先別 内訳 では,学

生 が44.8%を 占め,ソ フ トウ ェア企 業22.5%,

一 般 企 業 ・団体14
.4%の 順 とな っ て い ます 。

合格 率 をみ る と,社 会 人17.8%に 対 し,学 生

は15.1%と 少 し低 い値 とな ってい ます。 最終

学 歴 別 内訳 で は,大 学 ・旧制 高 校 卒 業 者 が

34.7%を 占め,次 い で大 学 生20.6%,専 修 学

校 生15.9%の 順 とな って い ます 。経 験 年数 別

内訳 で は,1年 未満 が14.3%を 占 め,次 いで

5年 以 上10年 未満10.5%,1年 以上3年 未 満

9.7%の 順 に なってい ます。

女性 につ い て み る と,社 会 人 の 合格 率 は

15.6%,学 生 は11.0%で 女性全 体 で13 .2%の 合

格 率 で した。 社 会 人 の 内訳 で は,電 算 機 製

造 ・販 売企 業 の合格 率 が19.6%と 高 く,次 い

で一 般企 業 団体 の18.2%と な って い ます 。学

生 の内訳 で は,専 修 学校 生 の合格 率 が17.6%

と高 く,次 いで大 学 院生 の16.0%と な って い

ます。

産業情報化推進センタ

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコル に関 す る検 討

パ ー ソナ ル コ ン ピュ ー タ(以 下 パ ソ コ ン)

は,近 年普 及が進 み情 報家 電 と して,一 般消



錯

費財 の仲 間入 りを して い ます。 それ と共 にパ

ソ コン及び ソフ トウ ェアの取 引 量 が増大 し,

この業 界 で の取 引 の 合 理化 を求 め る動 きが

活 発 に な って き ま した 。 当 セ ン ター で は,

これ らの業 界 の健 全 な発 展 の ため に必 要 な

EDI標 準 を検 討 す る場 と して,「 小 型 コ ンピ

ュー タ業界EDI取 引 委員 会」 を設 置 して,標

準 化活 動 を進め てお ります。 当委 員会 はEDI

導 入 に積極 的 な メー カ,卸(商 社),小 売 の各

社 の参 加 を得 て,パ ソコン,ソ フトウェア及 び

関連商 品等 の調達 販売 に関す る ビジネ スプ ロ

トコル(標 準 メ ッセ ージ等)の 開発 を行 って お

ります。

また,当 セ ン ターで は,学 識者,業 界有 識

者等 か らなるlso/TC154国 内審議 委 員会 を設

置 して,EDIFACTの シンタ ックスルールバ ー

ジ ョン4のISO化 投 票 に対 す る わが 国 と して

の意志決 定の ための 審議 を行 ってい ます 。平

成10年10月 にパ ー ト1,2,3,4,8の 規格 が

正式 に発 行 され ま した。今 回発 行 され たパ ー

トは,セ キュ リテ ィ機 能 を除 く,バ ッチEDI,

イ ンタ ラクテ ィブEDI,運 用 メ ッセ ー ジ,バ

イナ リデー タ等 の基本 機能 が規定 され た部 分

です。

当 セ ンターで はEDIの 普 及 に資す る ため,

業界横 断的 に使用可 能 な標準 企業 コー ドの登

録 管理 を行 っ てい ます。 この登 録社 数 はCII

標 準 に基づ くEDIを 実施 してい る企 業数 の 目

安 とす るこ とがで きます が,平 成10年10月 に

は4,400社 を越 え ま した。

2.ユ ー ザ シ ス テ ム の 高 度 化 に 関 す る

検 討

(1)EDIに おけ るユ ーザ 問題 等の検 討

イ ンター ネ ットの普 及 とともに,オ ー プ ン

ネ ットワー ク技術 を利 用 した通信 が コス トの

面 か ら有利 で あ る こ とが明 らか にな り,オ ー

プンネットワーク上 でのEDIが 検 討 され る よう

に な りま した。 しか し,イ ンター ネット上 で

のEDIに はセ キュ リテ ィとい う大 きな問題 点

があ り,ク ローズ ドな接 続 を基本 と して発 達

した企業 間EDIの 移行 を難 しく してい ます。

そ こで,オ ー プ ンネ ッ トワー ク上で クロー

ズ ド な 接 続 を 行 う環 境 を 構 築 す る た め

「VpN:VirtualprivateNetwork」 とい う概 念

が生 まれ てい ます 。 このVPNと い う概 念 を企

業 間EDIに 適 用 で きる,セ キ ュ アIPネ ッ トワ

ー ク とい うサ ー ビスが 始 まってお り
,こ の ネ

ッ トワー ク上 でWeb-EDIツ ール を使用 す る こ

とを,「VPN研 究 会」 で調 査 してい ます 。

また,デ フ ァク ト標準 を対象 に した通信 手

順 の調 査研 究 も行 って お り,「 全銀 協 標準 通

信 プ ロ トコルTCPIIP手 順 」 の拡 張仕様(拡 張Z

手順)の 普及状 況 を調査 し,中 小企 業 な どEDI

の導入 をこれ か ら進 め よう とい うユ ーザ向 け

に,事 例 を中心 に した報告書 を と りま とめ て

い ます 。

一方
,TCO(TotalCostofOwnership)に つ い

て研 究 を深 め る ため,「TCO研 究会 」 を設 立

し,ユ ーザ にお ける情 報化投 資効 果 を測定 す

るための研 究 を行 って い ます。

(2)ADCメ デ ィアの普 及 に関す る検 討

通 信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並 行 して,実

際 に生 じる物流 を情報 と一体化 させ るため の

「ADC(AutomaticDataCapture:自 動 デー タ収

集)メ デ ィア」 の技 術 動 向 お よび標 準 化 動 向

について検討 を行 ってい ます。

現 在 は 特 にRFID(RadioFrequency

IDentification:無 線 認 識)に 焦 点 を 当 て,

「ADC技 術研 究 会」 を設 置 して,RFIDの 技 術

動 向や利 用事例 に関す る調査 研究 を行 って い

ます。
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3.ECの 基 盤整 備 に関 す る調 査研 究

産業界 を取 り巻 くECに 関する法制度問題

については,昭 和63年 度から10年 間,法 制度

問題 について調査検討 してきた 「産業界の シ

ステム化お よびそれ に関す る制度問題 の調

査」 を継承する形で進めてい きます。

従来は受け払い中心で,ク ローズなネッ ト

ワーク環境 を前提 と したEDI取 引に重点 をお

いた検討 を加えて きましたが,最 近の2年 間

で は,新 しい企業間電子 デー タ交換 と して,

最近注 目されているオープンネッ トワーク環

境,電 子商取引をも視野に入れた検討 を進め

て きました。

今年度か らは,国 際化,ネ ッ トワーク化が

進む企業間取引についての産業界の実態 を調

べ,今 後求められる法制度関連の事項 につい

ての把握お よび問題点の抽出を中心に調査研

究 を進めるほか,海 外の動向についても引 き

続 き調査 を行 なっています。

4.ECの 普 及 促 進 に関 す る調 査 研 究

わが 国 のECの 普 及 ・啓 蒙,業 種 横 断 的 な

共通課題 の検討 お よび関係者 の情 報交換 の場

と して,61(平 成10年10月 現在)の 業 界団体 お

よび関係4省 庁(オ ブザーバ:運 輸省,大 蔵省 ,

建設省,通 商産業 省)で 組織 す る 「EDI推 進協

議会」 の事務 局 と して,今 年度 も各種活動 を

行 ってい ます 。

まず,平 成10年 度 の普及 ・啓 蒙活動 と して

は,年4回 の普 及 研 修 会(6月30日,9月4日 ,

12月4日,3月5日)と1994年 か ら開始 したEDI

フ ォー ラ ム1998(7月10B)を 開催 して お りま

す 。9月4日 に 開 催 した 第2回 普 及 研 修 会

「EDI/EC関 連 の最 新 標準 化 動 向」 には210名

と,当 初予 定 の定員 を大 き く超 える ご参加 を

いた だ き ま した。 また次 回
,12月4日 に開催

予 定 の 第3回 普 及 研 修 会 「イ ン タ ー ネ ッ ト

EDIと 電 子 調 達 ネ ッ トワ ー ク」 に は ,「GE-

TPN(TradingProcessNetwork)の 最 新 動 向 」 と

題 し た テ ー マ で,米 国GEInformation

Services,Incよ り講 師 をお 招 きす る予 定 で す 。

今 後 の 研 修 会 等 の プ ロ グ ラ ム の 詳 細 はEDI

推 進 協 議 会 の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 して 下 さ

いo
http://www.ecom.or.jp/jedic/index.h㎞

EDI推 進協 議 会の 会員 の皆 さ まの ご協 力 に

よ り毎年 実施 して お ります 「国内外 のEDI実

態 調査」 は,年 内の実施 を予定 してお ります

ので,ご 協 力 をお願 い致 します 。 なお,昨 年

度 の調 査 結 果 につ き ま して は,「 国 内外 の

EDI実 態 調査 報告 書一1998年 度 版一」(平 成10年

7月 発 行)を ご参照下 さい。

また,EDIに 関す る各 種 の国際 活動 へ の対

応 や情報 交換 を行 ってい ます。 その一環 と し

て,今 期 は既 に,第18回APEC-TEL(ア ジ ア

太平 洋経 済協 力 会議 一電 気通信 ワーキ ンググ

ル ー プ:パ プ ア ニ ュー ギ ニ ア)に 通 商 産 業省

と ともに参加 し,EDI推 進協 議 会が実 施 して

いる 国内 お よび国 際EDI実 態調 査 の結 果 を も

とに,わ が 国のEDIの 状 況 につい ての報 告 と

情 報交換 を行 い ま した。 また,11月10～13日

に東京 で 開催 しま したCALS/耳CJapan1998

で はEDI推 進協 議 会 の立場 でわが 国 にお け る

EDI/EC等 につ い ての報 告 を行 い ま した。

EDI推 進 協 議 会 で は,9月 に普 及 ・啓 蒙部

会 と国際 部 会 を開 き,4月 か ら現 在 まで の活

動 報告 と今後 の具体 的 な活動 内容 の検討 を行

い ま した。 そ の中 で,昨 年度 に引 き続 きEDI

実態調 査 を行 うこ と と し,調 査 票の検 討 と修

正,調 査 票配付 先 の確 認 が行 われ ま した。 さ

らにEDI推 進上 の課題 と現 状 をあ らため て整

理 し,そ の ための具体 的 な方 策の確 立等 につ



いて も検討 しま した。

5.産 業 の 情 報 化 に係 る 普 及 ・広 報

(1)「 産業情 報化 シ ンポ ジウム」 の 開催

平 成10年 度情報化 月 間参加行事 として 「電

子 商取 引 を支 え る情 報 戦略 サ プ ライチ ェー

ンマ ネ ジメ ン トー」 をテ ーマ に,「 第14回 産業

情 報 化 シンポ ジ ウム」 を,10月30日(金)に 日

経 ホー ル(東 京 都千代 田区大 手 町)で 開催 致 し

ま した。基 調講演 と して通 商産 業省機械情 報

産業 局長 広瀬勝 貞氏 に 「新 世紀 を迎 えた電子

商取引 の現状 と展望」 を,同 じく国際大学 グ

ローバル コ ミュニケー シ ョンセ ンター助教授

池 田信 夫氏 に 「デ ジ タル経 済が 変 える産業構

造」 と題 して ご講演 いた だいた ほか,パ ネル

デ ィス カ ッシ ョンで も活発 な討議 が行 われ ま

した。 本会議 の内容 は,12月 下旬 に 日本経 済

新 聞本紙 に掲 載 の予定 で す。 またEDI推 進協

議 会会報 誌 「JEDICNewsletterNo.38」(平 成

11年1月 発 行 予 定)に そ の概 要 を記 載 す る ほ

か,「 会議録 」も平成11年2月 に発行 予定 です 。

(2)広 報誌 「産業 と情報」 の発行

わが国産業界 の情報化動 向 を広 く各方 面 に

周 知 す る た め,「 産業 と情 報 」 を発 行(年2

回:9月,3月)し,会 員 ・関係 者 へ 配付 して

お ります 。 また会員外 の方 には有料 で お分 け

して お ります。 ちなみ に最新号(9月 発行,37

号)は,EDIフ ォーラム1998の 全講演 内容 を収

録 した特 集号 です。

〈電子商取引実証推進協議会〉

1.天 皇 陛 下 御 行 幸(電 子 商 取 引 ご視 察)

9月16日,天 皇 陛下 がECOM,JECALS

等 をご視 察 にな りま した。

ご視 察 で は,JECALSに おい てECOMの 井

川会長 よりEC全 般 について,ま たJECALS評

議会議長 荒木氏(東 京電力(株)取締役社長)が

企業間ECの 概要についてご説明 し,そ の後,

日産自動車(株)の塙代表取締役社長 による自

動車CALSの デモをご覧 にな りました。次 に

ECOM大 会議室 において,ECOM理 事 秋草

氏(富 士通(株)代 表取締役社長)よ り企業 一消

費者間ECの 概要についてご説明 し,そ の後,

同 じくECOM理 事である神林氏((株)NTTデ

ー タ 代 表取締役社長)の 解説 に より,「 まち

こ」 のデモ をご覧 にな りま した。「まち こ」

のデモでは,実 際 にECで の商 品購入か ら電

子決済 までの一連 の流れや3D画 面でのチ ャ

ットをご覧いただ きました。

陛下は,デ モの場面では身を乗 り出される

ように して熱心 にパ ソコン画面 をご覧 にな

り,デ モ終了後,海 外 でのECの 普及状況や

不況がECに 影響 を与 えているかなどについ

てご質問なさってい らっしゃいました。

大会議室でのご説明が終了 しECOMの 事務

所内 をご覧にな られた際には,お 通 りになら

れた側の主席研究員1人1人 に現在の活動内

容や苦労 してい る点な どについてのご質 問

や,労 いのお言葉 をいただきました。

2.ワ ー キ ン グ グ ル ー プ(WG)の 活 動

ECOMフ ェーズ2で は7つ の ワーキ ンググ

ルー プを編成 しま した。 フェーズ1で の成果

をフ ォローす る こ とに加 えて,新 たな課 題 に

つい て検 討 してい きます。ワーキ ングの概 要,

検討項 目は下記 の とお りです 。

(D消 費 者WG

企 業 ・消費 者 間ECの 一層 の普及 を 目指 し,

消 費 者が 安心 して利 用 で きるEC環 境 作 りに

ついて,具 体的 な方策 を検 討す るこ とを目的

とす る。
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●平成10年 度の検討項 目と目標

・プライバ シーお よび優良モール等マーク付

与のあ り方や具体化について検討 し,必 要

なモデル規約等を作成す る。

・消費者の苦情 ・相談の事例研究 により,消

費者への啓発,情 報発信 を検討する。

・消費者情報 の構造 と属性項 目に関す る調

査 ・分析 と国内外の リアル/ヴ ァーチ ャル

モールでの消費者情報の収集 ・蓄積 ・利用

実態 に関す る調査 ・分析 を行ない,消 費者

情報の利便性 ・保護(制度的検討)及 び記述

方法(技術 的な検討)に関す る基礎的な情報

収集 を行 う。

●サブワーキ ング及び検討範囲

1)消 費者取引環境整備(SWG1)

①消費者が安心 して参加で きるECの 環境

作 りとして,詐 欺紛いの事業者 との取引

を未然 に回避す るスキームを検討する。

②ECで どの ような トラブルが実際に生 じ

ているかを調査 し,苦 情処理のあ り方や

消費者 ・事業者に対する啓発 について検

討す る。

2)消 費者情報(SWG2)

①消費者属性情報のデータ構造 ・属性項目

の論理的分析 ・検討を行 なう。

② リアルモール/バ ーチャルモールの両面か

らビジネスプロセスの各局面 において,

消費者情報が どのように収集 ・蓄積 ・利

用 されているかを調査 ・分析す る。

(2)認 証 ・公証WG

電子商取引の裾野の拡大 と新たなビジネス

機会の創 出のために,認 証 ・公証の適用領域

の拡大 に向けたニーズの掘 り起 こしとニーズ

実現のための技術,制 度課題 を検討する。

●平成10年 度の検討項 目と目標

①認証 ・公証 に対する新たなニーズの検討

とニーズ実現のためのサービス体系,技

術,制 度等の環境整備

②認証 ・公証の相互運用性 の検討 と基準の

整備

●サブワーキ ング及び検討範囲

消 費者 向EC及 び企 業間ECを 検 討対象 と

し,プ ロジェク トとの連携 による実 ビジネス

化のための課題 を検討すると共に,国 際機関,

組織 との連携 による技術,制 度等の国際調和

を図る。

1)企 業認証 ・公証

2)相 互運用

(3)電 子決済WG

社会 システム としての電子決済システムの

普及促進 と利用環境の創造 に向け,実 証実験

の結果 を踏 まえて問題点 を指摘 し,解 決策を

提案す るための調査 を行 う。

●平成10年 度の検討項 目と目標

①消費者向け電子決済

目的に応 じて 日常的に広範に利用で き

る電子決済の普及 と利用環境の整備につ

いて,実 証実験 の結果を踏まえた普及施

策 と推進体制のあ り方を示す提案のため

の調査 を行 う。

②企業間電子決済

目的に応 じて 日常的に広範に利用で き

る電子決済の普及 と利用環境の整備 につ

いて,実 証実験の結果を踏 まえた普及施

策 と推進体制のあ り方を示す提案のため

の調査 を行 う。 、

③端末 インフラの構築 と運用モデル

リアル及びバーチ ャルの分野で,ICカ

ー ドを目的に応 じて各種の支払手段 とし

て使えるような標準的な仕組 について検

討 し,こ れ をもとに,多 種類の支払い分

野を統合 した標準運用体制提案のための
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調査 を行 う。

● サ ブ ワーキ ング及 び検討 範囲

① サ ブ ワー キ ングA

消費者 向 け電子 決済 普及上 の課題調 査

② サ ブ ワー キ ングB

企業 間電子決 済普 及上の課題 調査

③ サ ブ ワー キ ングC

端末 イ ンフ ラと運用 モ デル普及上 の課題

調査

(4)セ キュ リテ ィWG

電子商取 引 のセ キュ リテ ィ関連 の研究 と成

果 の普 及 を 目的 とす る。

● 平成10年 度 の検 討項 目と 目標

電子 商取引 のセ キュ リテ ィ関連 と して① ～

④ の項 目につ いて研究 し,平 成11年3月 まで

に中間報告書 と して ま とめ る。 同時 に国 内外

での 電子商 取引発 展 の為,Phase1の 成果 を含

め て,消 費 者,小 規模 販 売 店 へ のPR,啓 蒙

活動 を行 ってい く。

① イン ター ネ ッ トビジネスセ キ ュ リテ ィ技

術

② クラ ッキ ング技術

③ICカ ー ドビジ ネスセ キ ュ リテ ィ技 術

④ 暗号 利用技術

●サ ブ ワーキ ング及 び検討 範 囲

Dセ キュ リテ ィ認定 マー ク

2)不 正 ア クセ ス対 策 タス クフォース

3)イ ンター ネ ッ ト

4)ICカ ー ド

5)暗 号 タス ク フォース

(5)リ ス ク評価WG

EC取 引 上 に発 生 し うる リス クに つ い て,

ビジネス プ ロセ ス に即 して,ま たあ らゆる観

点か ら洗 い出 し,評 価 を行 な う。

また,ECに お け る リス ク負 担 の あ り方 に

つ い て 検 討 し,具 体 的 な 処 理 方 法(保 険 制

度 ・保証制度 など)について提言する。

●平成10年 度の検討項目と目標

①ECに おけるリスクの概念の整理

一般的な リスクの概念 を前提 に,EC

におけるリスクをビジネスプロセスに沿

って傭撤する。

・一般的な リスクの概念の調査

・ビジネスプロセス別の リスクの整理

②EC各 領域 におけるリスクの洗い出 し

ECの 様 々な局面,特 徴 をキーに して

特 にECに おいて新 たに顕在化す るもの

に注 目しつつ リスクを洗い出す。

・1次 的原 因,2次 的原 因,損 害形態

か らの洗い出 し

③ リスクの評価

洗い出 したりスクについて,そ の評価

項 目を設定 し分析する。

・各 リスクを①発生頻度② 損害規模

③影響度④ 損害原因の特定可能性

⑤損害の立証⑥ 原因事故 と損 害の

因果関係 について調査する。

・総合的 リスク評価 メジャーの検討 と

提言

④ リスク負担 についての検討

一般 的な リス ク負担 の考 え方 を もと

に,ECに おける リス ク負担 を社会的公

平 ・経済的合理性 の観点から検討す る。

・リスク負担の企業側の考 え方

・リスク負担の消費者側の考え方

・リスク負担 についての提言

⑤海外 におけるリスク処理方法

海外 にお けるリス ク処理方法 につ い

て,現 状を調査する。

・米国,EU,そ の他諸外 国における

現状調査

⑥ リスク処理方法の提言
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調査 ・研究に基づいて,リ スクの具体

的な処理方法(保険制度 ・保証制度)につ

いて提言する。

・今後の法制度のあるべ き姿の検討

●サブワーキング及び検討範囲

サブワーキンググループ構成 を採用せず,全

委員 による議論で最終的な結論 を導 き出す。

(6)ビ ジネスプロセスWG

ECの 裾野拡大のため には,い かなる企業

で も円滑に導入で きるビジネス環境の整備が

必 要であ る。 当WGで は,取 引参加者の役

割 ・相互関連,商 流 ・物流 ・金流,商 形態 ・

契約形態など,あ らゆる観点か らビジネスプ

ロセスの検討 を行い,様 々な取引形態 を網羅

する ビジネスモ デルを提 示する。 また,商

品 ・サービスの表現で も,言 語や業界の垣根

を越 えた機械的な情報処理 を可能 とする環境

整備 について も検討する。

●平成10年 度の検討項目と目標

・中小企業が,ECビ ジネスに参入す るため

に何 をすればよいのかを調査 し,ビ ジネス

モデル形態別参入要件 を検討 し,参 入のた

めの ガイ ドラインを作成する。

・消費者 向けECサ イ トの個別事例調査 を通

じ,ECビ ジネスの成功要因とビジネスモ

デルを分析検討する。 また,最 新の技術動

向がECビ ジネスに与える影響 に関 して調

査検討する。

・業界間や異言語間での不特定多数の商品情

報検索 の際の相互運用性 を確保す るため

に,日 本 における標準概念辞書の構築 を最

終 目的 としている。そのなかで今フェーズ

では商品のスキーマ意味情報記述 に関する

調査 ・検討 を中心に行 なう。

・国内外のビジネスプロセスの標準化動向を

調査 し,ECの 普及に必要な要 因を抽 出す

るとともに関連す るプロジェク トと連携 し

て ビジネスプロセスの標準化 を推進 しEC

の普及に寄与する。

●サ ブワーキ ング及び検討範囲

D中 小企業のための電子商取引検討

① 今 中小企業が,消 費者ECビ ジネスに

参入するための要件 を整理 し,他 企業

との連携 による参入 ビジネスモデルの

形態別に,デ ータ保護,消 費者サービ

ス適格,シ ステム監査基準などの要件

を満たすために何 をすべ きか をまとめ

る。

② 中小企業 によるECコ ミュニテ ィへの

参画 を容易 にす るためのEC環 境構築

のための調査 ・分析 を行い,提 案 をま

とめる。

2)対 消費者ECサ イ トの ビジネスモデルに

関する調査 ・分析

① 日本お よび米 国における対消費者EC

サ イ ト成功事例 を調査 し,そ の動向 を

分析する。

②2年 後 を目処 に実用化 されるであろう

次世代 インターネッ ト技術 をビジネス

モデルの観点か ら調査 し,そ れ らの技

術が可能 とする新 しいビジネスのあ り

方を検討する。

3)商 品情報記述 に関する調査 ・研究

①商品情報記述に関する事例調査

② スキーマ意味情報記述調査 ・研究

4)ビ ジネスプロセス標準化動向調査

① ビジネスプロセスの標準化動向を調査

し,関 連プロジェク トと連携 して標準

化の推進 を行 う。

(7)国際取引 ・貿易手続WG

ECに おける取引の安定化 とクロスボー ダ

ーへの対応
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●平 成10年 度 の検 討項 目と目標

実証実験 プロ ジェ ク トと交流 し,プ ロジ ェ

ク トの進捗 ・内容 を反映 しつ つ,貿 易手続 の

電子化 の実現 に向 けて,対 象 スコー プの設 定

につ いて検討 し,制 度 ・ビジネスな らび にシ

ステム ・技術 上 の分析 と課題 整理 を行 う。 尚,

フ ェー ズ1の フ ォロー ア ップ と して,平 成9

年 度成果 の海外 ・国内へ の発信等 を行 う。

● サ ブ ワー キ ング及 び検 討範 囲

D制 度 ・ビ ジネ ス グルー プ:貿 易手 続 の

電子 化 に関す る法 的 ・商業的検討

2)シ ステ ム ・技術 グルー プ:貿 易 手続 の

電 子化 に関す るシステム的 ・技術 的検討

3.普 及 広 報 関 連 の 活 動

(1)ECOMか わ ら版 の発 行

会員向 けニ ューズ レター と して 「ECOMか

わ ら版」17号 を発行 し,天 皇 陛下 の ご視 察等

につい て会 員 に報告 しま した。

(2)ECOMセ ミナーの 開催

以 下の通 りECOMセ ミナーを開催 しま した。

●第24回ECOMセ ミナー

平成10年9月24日(木)14:00～17:00

・ 「ネ ッ トビ ジネ ス最前 線 一米 国EC最 新 事

情 一」

前 川 徹 氏(情 報処理振 興事 業協 会

技術 セ ンター所 長)

・ 「SECEプ ロ ジェ ク トー概 要 と今後 の 活動

につい て一」

古 田 茂樹氏(富 士通(株)

ソ フ トウ ェア事業本 部 主席部 長)

竹 谷 清康 氏(日 本 電気(株)

EC推 進本部企 画 開発 部 課 長)

舘上 章氏((株)日 立製作 所

システム 開発 本部)

・ 「電子 商取引 を巡 る国際 議論 の動 向」

東井 芳隆氏(通商産業省 機械情報産業局

情報国際協力室長)

一 …企業間電子商取引推進機構一一

企 業 間電 子商取 引 の実用化 お よび国際標準

化推 進 のため,7月1日 付 で新 た に企業 間電

子 商取 引推進機 構が発 足 し4ヶ 月が経過 しま

した。

各部 門の陣容 も段 階 的 に増強 され,現 在所

長以 下35人 体 制(派 遣,ア ルバ イ トを含 み ま

す)と な り,発 足 当初 か ら倍 増 し事 業活動 も

軌 道 に乗 って い ます。

同 時 にJECALSの 会員 は10月15日 現在,68

企 業 ・団体 に達 し,部 会 ・ワーキ ング グルー

プ(WG)等 の 設置,メ ンバ ーの登 録 も開始 さ

れ,電 子商取 引 の実 用化へ 向 けての大 きな推

進力 となってお ります。

企 業 間電 子 商取 引推 進 機 構 の事 業 の推 進

は,旧STEP推 進 セ ンター(JSTEP)か ら引 き続

いて の事 業 を除 き,本 格的事 業 の推進 は これ

か らであ り,こ こで は,各 部 門の現 状 と今 後

の計 画 を中心 に紹 介 します 。

1.調 査広 報部

調査広報部は,企 業間電子商取引推進機構

の活動状況,先 進的情報 システム開発実証事

業の推進状況,各 プロジェク トの紹介等 を初

めとして,CALS/ECJapan等 イベ ントへ の参

加,セ ミナーの企画 ・運営な ど,広 くECに

関する情報を提供する広報活動 と,企 業間電

子商取引に関する最新情報,海 外の動向な ど

を調査 し,我 が国における企業間電子商取引

の実用化推進 ・拡大への利用に資するための
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調査 活動 を行 な ってお ります。

広報 活動 と して は,JECALSホ ームペ ー ジ

の立 ち上 げ,パ ンフ レ ッ トの作 成(日 本 語版 ,

英 語版),JECALS会 報(JECALSレ ター)の 発

刊,CALS/ECJapanへ の出展 な どを行 なっ て

きま した。今 後 もホー ムペー ジに よる情報 発

信 ・広報,JECALSレ ター を継続 的 に充実 さ

せ て い くと共 に,セ ミナー(エ グゼ ク テ ィブ

向 けセ ミナ ー,EC入 門 セ ミナー等)の 企 画 ・

運 営 を行 い,広 くECの 浸 透 を図 っ てい く予

定 です。.

調 査 活 動 と して は,普 及 促 進 部 会 の 下 に

EC/CALS調 査 委 員 会 を設 置 す る こ とに な り

ま した。今後 は この委 員会 の運 営 に よ り,企

業 間電子商取 引 の現状 基礎調査(実 用 化状 況,

普及 状 況等)を 初 め と し,技 術情 報 の収 集 ・

整 理,海 外 の実用 化 ・技術 動 向な どの調査 を

実 施 し,わ が国 にお ける実 用化 の促 進 ・拡 大

に活 用 してい ただけ る様活動 を してい く予 定

です 。

2.プ ロジ ェク ト推 進部

プロジェク ト推進部では,平 成9年 度で活

動 を終えた生産 ・調達 ・運用支援統合情報シ

ステ ム技術研 究組合(CALS技 術研 究組合,

NCALS)の 研 究成果などをも引 き継 ぎ,産 業

界 にお いて企業 間電子商取引の実用化 を促

進 させ るための共通基盤整備事業 を実施 し

ます。

今般平成10年 度政府補正予算に基づ く 「先

進的情報 システム開発実証事業」の公募が7

月か らスター トしましたが,プ ロジェク ト推

進部では当該事業 と関連付 けた事業展開を行

うこととし,平 成10年 度 は以下の作業 を実施

しています。

1)先 進的情報 システム開発実証事業の公

募受付

平成10年 度政府補正予算 に基づ く 「先進

的情報 システム開発実証事業」の公募受け

付け及び公募 に関する問い合わせ業務 を実

施 しました.公 募期間は平成10年7月6日 よ

り9月1日 で,応 募件数は589件 とな りまし

た。受 け付 けた公募資料 は当該事業の審

査 ・契約 を実施す る先進的情報 システム開

発実証事業推進室 に引 き継 ぎました。

2)企 業間電子商取引の共通基盤整備事業

NCALSの 研 究成果 な どを も引 き継 ぎ,

産業界において実用化 を促進 させ るための

共通基盤整備事業 を実施するため,次 の作

業 を実施 しました。

(1)過 去 に実施 した企業 間電子商取引事業 を

推進するための課題の整理

平成7年 度補正予算IPA事 業 であるエ レク

トロニ ック ・コマ ース推進事業(平 成10年 に

完了,56件 の事 業)で ある技術 開発 テーマ,

企業 ・消費者EC,EDI高 度化 プロジェク ト,

CALS実 証実験,高 度商品DB構 築 ・検索 プロ

ジェク ト,電 子公証 システム等共通技術関連

プロジェク ト及びNCALSの 各事業の実績 を

踏 まえ,ま たこの内20事 業のヒヤ リングを行

い,今 後企業間電子商取引の進展 させ るため

の課題の抽出 ・整理 を行いました。

(2)企 業 間電子商取引の共通基盤整備事業推

体制の整備

JECALSで は企業間電子商取引 を推進す る

ため,当 機構の活動 に賛同いただいた企業や

団体が会員 とな り,そ の会員が主体 とな り企

業間電子商取引 を推進する体制 になってお り

ます。企業間電子商取引の共通基盤整備事業

体制 を検討す る場は技術 ・プロジェク ト部会

が担当 します。

このため2)の(1)で検討 した今後の企業間電
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子商取引の課題 や,JECALS活 動への期待,

並びに補正事業プロジェク トとの連携 を考慮

し,技 術 ・プロジェク ト部会内にWGを 設置

して企業間電子商取引の共通基盤整備事業を

行 うことにいた しました。

特 に補 正事業 プロジェク トが実施 す る各

テーマは様々の業種や業務 を対象に電子商取

引の実用化 を行 うものであ り,様 々な情報技

術や標準が利用 されます。 このため技術 ・プ

ロジェク ト部会のWGは 各補正事業 プロジェ

ク トがそれぞれの技術や標準並 びに業務処理

が整合性の とれた形で事業が推進で きるよう

な体系で実施することが要請 されてい ます。

このため技術 ・プロジェク ト部会内に,業 務

を中心 とした課題 を検討するためのビジネス

モデルWG,デ ジタル情報 を共有 し各種技術

や標準 を,企 業間電子商取引に適応する分野

での課題 を検討す るための企業 間情報共有

WG,ま た電子商取引のインフラとなる通信

やセキュリテ ィ等の要件 を検討するインフラ

整備WGの3WGを 設置す ることにしま した。

それぞれのWGの 検討事項(素案)は 以下の

通 りです。現在各WGの 委員依頼 を行 ってお

ります。11月 には当該WGが 立 ち上が り,企

業間電子商取引実用化のため,各 補正 プロジ

ェク トの開発 ・実証事業等 の状況 を把握 し,

企業間電子商取引の普及や実用化に向けた共

通基盤整備 を実施致 します。

●技術 ・プロジェク ト部会のWG－ 覧

ビジネスモデルWG

検討事項(素案):

①サ プライチ ェーンマ ネジメン ト(SCM)

に対する要件抽出 ・整備

②企業間電子商取引の底辺拡大に向けた

諸課題の検討

③認証 ・公証,権 利関係(著作権 ・知財

権)等の諸制度の運用ガイ ド作成

企業間情報共有WG

検討事項(素案):

①統合データベースの実現方策検討

②情報交換の高度化方策検討

③ 製品 ・設計情報交換技術の適用方策横

言寸(STEP)

インフラ整備WG

検討事項(素案):

①通信 インフラとしてのネットワークに

対する要件整備

②企業間ECの ためのセキュリティ方策

の検討

3.国 際 標 準 推 進 部STEPグ ル ー プ

STEPグ ルー プは,ISOTCI84/SC4で の審議

に参 加 し国 際 標 準 化 を推 進 す る と と もに,

STEP(StandardfortheExchangeofProduct

modeldata)技 術 の開発 と実 用化 を促進 す る活

動 を行 ってい ます。

(1)STEP標 準化 に関 す る活動

1)ISOTC184/SC4,WGsへ の参加 及 び貢献

STEP規 格 に 関す る 日本 の意 見 を取 り

ま とめ,国 際会議へ代 表 団 を派遣 し,標

準化 案の 審議 を行 ってい ます。

平 成10年 度 のISO国 際 会 議 の 開催 期

間,開 催 場所,日 本 か らの参加 者数 は次

の とお りです 。

・バ ドアイ ブ リング(ド イツ)

平成10年6月8～12日

出席者23名

・北京(中 国)

平成10年10月5～9日

出席 者 ・27名

・サ ンフラ ンシス コ(ア メ リカ)予 定
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平 成11年1月25～29日

出 席 者25名

な お,北 京 会 議 ま で にISO審 議 が 終 了

した規 格 は次 の5規 格 です 。

ISOl3584-42:

Methodologyforstructuringpart

families

ISOl3583-20:

Logicalmodelofexpressions

ISOlO303-45:Materials

ISO10303-49:

Processstructurea皿dproperties

ISOlO303-32:

Requirementsontestinglaboratories

andclients

2)JIS原 案 の 作 成

IS(lnternationalStandard)と して 発 効 さ

れ たPart45(マ テ リ ア ル),Part47(ト レ ラ

ン ス),Part49(プ ロ セ ス の構 造 と属 性)の

JIS原 案 を作 成 して い ます 。

3)生 産 プ ロ セ ス シ ス テ ム の 標 準 化(STEP基

盤 規 格 の 開 発)

平 成10年 度 よ り3年 間 の事 業 と して 新

エ ネ ル ギ ー ・産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 か ら

の新 た な委 託 事 業 と して,設 計 変 更 や 生

産工 程 で の ダ イ ナ ミ ッ ク な製 品 モ デ ル を

表 現 す る た め の 基 盤 規 格 を検 討 し,ISO

へ 提 案 して い く予 定 で す 。 今 年 度 は ,基

盤 規 格 と して 具 備 す べ き要件 を抽 出 ・整

理 し,ISO会 議 等 で 各 国 の 意 見 を聞 い て

い ます 。

(2)プ ラ ン トソ フ トウ ェ ア の標 準 化 調 査 活 動

(財)日 本 規 格 協 会 か ら 「プ ラ ン トソ フ トウェ

アの 標 準 化 調 査 」 の 再 委 託 調 査 研 究 活 動 を平

成6年 度 か ら実 施 して い ます 。 今 年 度 は6つ

の 技 術 ワー キ ング グルー プで 活 動 して い ます 。

D発 電 プラ ン ト製品モデ ルデ ー タ交換技 術

昨年度 の活動 で開発 した発 電 プラ ン ト

の ライフサ イ クル を支援 す るスーパ ーモ

デル をブ ラ ッシュア ップ してい ます。 ま

た,新 た に配管 の プ レファブデー タの標

準 化 を推進 し,規 格提案 の準備 を してい

ます。

2)設 計 部 門 にお けるSTEP活 用技術

今 年 度 は,PDM(ProductData

Management)に 着 目 して,米,独,日

で進 め て い るPDMSchemaを 日本 の実状

と対比 しなが ら検 討 して い ます。

3)設 計 と生産 のデー タイ ンタ フェー ス技 術

AP224(Mechanicalproductdefinitionfor

processplanusingmachiningfeatures)の モ

デ ル を設 定 し,AP203(Configuration

controlleddesign)か らの 自動変 換 機 能 に

つ いて検討 してい ます 。

4)機 械分野 の アセ ンブ リモデル と解 析技 術

具体 的 な機 械 製品 を記 述 す る なかで,

ア セ ンブ リモ デ ル を検 討 して い ます 。

ま た,ア セ ンブ リモ デ ル の 設 計,組 立

計 画 等 へ の適 用 に つ い て も検 討 して い

ます。

5)製 品 のパ ラ メ トリックな表 現技術

ISO/Parametricsの 規 格 開発 に合 わ せ

て,そ の内容 の評価 を してい ます 。 それ

と並 行 して,市 販 のCADシ ス テ ム の パ

ラメ トリ ック機 能 を外 部仕様 レベ ルで調

査 してい ます。 ・

6)プ ロダ ク トモ デル を記 述す る言語技術

プロ ダク トモ デ ル記述 手法 の要求項 目

とEXPRESSの 初版 と次 期 版 との仕 様 を

比較 整理 してい ます。 また,形 式 性 の高

い プロダ ク トモ デル記述 手法 の基本仕様

につい て検討 してい ます 。
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(3)STEP実 用化 に関す る調査 普 及活動

STEPの 実 用化 を促 進 す るた め に,ホ ー ム

ペ ー ジの拡 充 や セ ミナ ー を実 施 してい ます 。

また,実 用化 の事例 は普 及の要 ですの で,国

内外 の先進 プロ ジェク トの状況 を調 査 し,広

報 に努 めてい ます 。

1)実 用化 動向 の調 査

ドイツ,ア メ リカの実状 につ いて調査

しま した。

・平成10年6月4
,5日(ド イ ツ)

訪問先:ProSTEP

調査 員:3名

ProSTEPは ドイツ国内 だけで は な くヨ

ー ロ ッパ全 域 に約200社 の 会員 企 業 を抱

えてお り,規 格 開発 及び その実用化 を強

力 に推 進 して い ます 。AP214(Coredata

automotivemechanicaldesignprocesses)の

規格 開発 とと もに,そ の実 用化 を並 行 し

て進 めてい ます。

・平 成10年8月31日 ～9月12日(ア メ

リカ)

訪問先:AutoTECH'98

STEPToolsInc.

SYNTEK

MARITECH

NIST

調査 員:4名

ア メ リ カの 自動 車,船 舶 業 界 で の

STEP実 用 化 の状 況 を調 査 しま した 。 自

動 車 業 界 は2000年 に は,IGESの 使 用 を

や め,STEPに 移行 す る ようです。

2)普 及啓蒙

次 の よ うな セ ミナ ー を実 施 して き ま

した。

平 成10年5月22日:平 成9年 度調査普

及委員 会成果報 告会

8月7日:CALS/STEPセ ミナ ー

「設計 業務 とSTEP」

8月26日:CALS/STEPセ ミナ ー

「製造 業 の デ ジ タル ・プ ロセ ス

革新」

10月16日:CALS/STEPセ ミナ ー

特 別 企 画"SupplyChain

IntegrationUsingSTEP"

また,数 年前 か ら計 画 してお りま した

「STEPNEWSNo.1」 を8月 に発刊 いた し

ま した。

3)STEPPromotionVTRの 完 成

昨年10月 の フ ロー レンス(イ タ リア)で

の 各 国STEPセ ンター会議 で提 案 され た

各 国協 力 に よるSTEPPromotionVTRが

完 成 し,11月 のCALS/EC`98で 流 す こ

とにな りま した。 今後 は,STEP普 及 の

道具 と して使 ってい きます。会 員企業へ

の貸 し出 しも検 討 して い ます。

4.国 際 標 準 推 進 部 国 際 標 準 グ ル ー

プ

当 グルー プは,企 業 間電子 商取引 に関す る

国際標準 化動 向の調査研 究 を通 じ,そ の 中で

今 後 のECの 発展 に重 要 な影 響 が あ る もの に

つ き,標 準 開発 へ の 日本 か らの参 画 を促 し,

更 にその採用 につ いての普 及促進 の ため に活

動 します。

近年 の各種EC関 連 技 術 の発 展 は 目覚 しい

もの が あ ります。 そ れ ぞ れ のEC技 術 は,そ

の基盤 となってい るIT技 術 の熾烈 な開発 ・普

及競 争 の もとに,多 岐 的 に展 開 されつ つあ り

ます。標準 化 につい て も,時 と して従 来の標

準化 グルー プの勢 力争 いの的 とな り,標 準 化

要素がバ ラバ ラに開発 されて,全 体 の整合性

が危 うい もの ともな りかね ませ ん。

一 方
,企 業 間 のECは 電 子 ネ ッ トワー ク上

一94一

、∴ 被



でお こなわれ る ビジ ネス行為 で,各 種 の技 術

基盤 の上 に総合 的 に展 開 され ます。 そ こで は

EC当 事 者 企業 は共通 のEC技 術 イ ンター フェ

ース を必 要 と してい ます
。す なわ ち,標 準 化

されたEC技 術 要素 を矛 盾 な く組 み合 わせ て,

EC当 事 者 間 で情 報 の交 換 ・共有 が お こ なわ

れ る事 が期待 されてい るのです。

国際 標準 グル ー プは,EC当 事 者 の視 点 に

おい て,関 連技 術 の標 準化 が矛盾 な く,効 率

的 に組 み合 わ され るため の,基 盤 とな るフ レ

ーム ワ丁 クの確 立 に向 けて努 力 します
。

本 年度 は,EC関 連 の 幅広 い技 術 を対 象 と

してい る標 準化 グルー プの活動 と,そ れ らの

アーキ テ クチ ャ/フ レーム ワー ク/リ フ ァ レ

ンスモ デル な どを調査 し,そ れぞれの 間にあ

る矛 盾 と不 整合 を分析す る とともに,多 くの

EC技 術 を取 り込 め る体 系作 りに挑 戦 す る予

定で す。

先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(AITEC)で は,内 外 に

おける先端情報技術の研究開発活動 に関す る

調査研究 を通 じて,政 府支援の研究開発のあ

り方について検討す る調査研究事業(技術調

査部)と 第五世代 コ ンピュー タ技術研究成果

の普及促進事業(第五世代普及振興部)を実施

しています。

技術調査部事業については,平 成9年 度事

業である 「スーパーコンパイラシステムに関

す る調査研究事業」が平成10年9月 末に終了

したので,こ れ を中心に。また,第 五世代普

及振興事業 については,平 成10年 度事業 を中

心に紹介 します。

1.技 術 調 査 部 の 活 動

スーパ ー コ ンパ イ ラシステム に関す る調査

研 究(平 成9年 度)

(D目 的 ・背 景

急 速 な コ ンピュー タ技術 の進 展 の中で,マ

イ クロプ ロセ ッサか ら広域 分散 コ ンピュー テ

ィングにいた る まで の コン ピュー タの実 効性

能 は,論 理最 大 性 能 の数%～50%の 性 能 し

か達成 で きない のが現状 です。 この差 はハ ー

ドウェア技術 が進歩 す るにつ れて拡大 してい

ます。

特 に,実 質 的 な性 能で ある実効性 能 は,理

論性 能の 向上 に反 して飽和 して い く傾 向 にあ

ります 。 この よ うな状 況 下 におい て,コ ンピ

ュー タ産業が発 展 を続 けるた め には,多 様 な

アプ リケ ー シ ョンに対 して実際 に コ ンピュー

タを利用 した時の実 質的性 能で ある実効性 能

が 滞 りな く伸 びて行 くこ とが必 要不 可欠 であ

り,そ のため の研 究 開発 が急務 です。

この調査研 究 で は,次 世代 の超高速 コ ンピ

ューテ ィングを実 現す るた めの基幹技術 と し

て,多 様 な アーキテ クチ ャを持 つ スーパ ー コ

ン ピュー タの性 能 を最大 限発揮 す るための ア

プ リケ ー シ ョン技 術,プ ロ グ ラ ミ ング環 境

(コ ンパ イ ラ等),プ ロセ ッサ 間高速 通信 技術

の各領 域 にお け る問題点,改 善 点 を調 査 し,

実 効性 能 向上 に対 す る指 針 を得 る と と もに,

次 世代 コ ンピュー タ産業 を支 え る施策 立案 に

資 す るこ とを目的 と してい ます 。

(2)事業 内容 」

調 査研 究 に当 た って は,「 ス ーパ ー コ ンパ

イ ラ システ ム に関 す る調査 研 究 委 員会 」(委

員長 村 岡 洋 一 早稲 田大学 理工 学部 情 報

学科 教授)を 設 置 し,調 査研 究 を実施 しま し

た。

本調査 で は,2010年 の コ ンピュー タシステ
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ムの実効性 能 を充分 に引 き出す ため の ソフ ト

ウェア技術 ・プロ グラ ミング環境技 術 を総称

して スーパ ー コ ンパ イラ システム と位置 づ け

て,以 下 の調査研 究 を実 施 しま した。

1)多 様 な アー キ テ クチ ャ を持 つ スー パ ー

コ ンピュー タの実効性 能 向上 に関す る調

査研 究

・ベ ク トル型 ス ーパ ー コ ンピュー タ

・超並 列型 コ ンピュー タ

・超 広 域 分 散 コ ン ピュー テ ィ ングの 産 業

面 ・技術面 ・政 策面 の課題

2)次 世代 超 高 速 コ ン ピュ ー テ ィン グの ア

プ リケー シ ョンに関す る調査研 究

・従 来 の ア プ リケ ー シ ョン(ベ ク トル型 ・

超並列 型 コンピュー タ用)

・次 世代 の ア プ リケ ー シ ョン(超 広 域 分散

コ ン ピューテ ィング用)

3)超 広 域 分 散 コ ンピュ ー テ ィン グを 目指

す指 針の検討

1)～2)の 調査研 究 結 果 を踏 まえて,多 様

なアーキ テ クチ ャ を持 つ コン ピュー タの中

で,2010年 に利 用 され る と予 測 され る もの

は,超 広域分散 コ ンピューテ ィングで あ る

との結論 に達 し,実 現 にあた っての技術 的

課題 政策手段,産 業へ の イ ンパ ク トにつ

い て研 究 開発 を進め る上 での留意 すべ き事

項 を次の様 にま とめ ま した。

・応 用 を明示 した達 成 目標 を設定す るこ と

が重要 。

・大 学
,産 業界,政 府 の役割分担 の明確 化

が重要 。大学 による ビジ ョン提 示,産 業

界 に よる競 争原 理 に基づ いた独 自研究 の

活性 化 と成果普 及,政 府 に よる研 究 イン

フ ラ整備 と リー ダシ ップの発揮 が望 まれ

る。

・国際的標準 化
,海 外 との強力 な研 究連携

が必須。

・ネ ッ トワー ク研 究者 ,ア プ リケー シ ョン

研 究 者,ア ー キ テ クチ ャ研 究 者,OS研

究者,言 語研 究者 な ど,多 岐の研 究分 野

にわた る研 究 を推進 す る には,個 々の研

究予算 項 目に基づ い た研究 体 と,そ れ ら

を全体 として方 向付 ける研 究協議 会 が必

要不 可欠。

・個 々の研 究体 に よる研 究 で は,3～5年

を研 究期 間 と して設定 し,そ の時代 の技

術動 向 に柔 軟 に対 応 した軌道修 正 の図 れ

る こ とが 重要。

以 上,超 広 域分散 コ ンピューテ ィングに関

連 す る技 術 は,標 準化 の必 要性 も鑑 み る と,

早急 に取 りかか る必 要 があ り,指 針 に沿 った

方 針で研究 体制 が確 立 され る ことが望 まれ ま

す 。

報 告書:ス ーパ ー コ ンパ イラ システム に関 す

る調査研 究報告 書(平 成9年 度)

(3)シ ンポジ ウムの開催

この事 業の推進 に当た って は,当 初 海外調

査 に よって スーパ ー コンパ イラシステ ムに関

す る最新 動向 を調査分 析す るつ も りでい ま し

たが,海 外 か ら著 名 な研 究 者 を招 へ い して,

シ ンポ ジウム を開催 し,こ の分野 の わが 国の

研 究者 との活発 な討議 を行 った方 が よ り効 果

的 との結論 に達 し,関 係 者の協力 の もと,シ

ンポ ジウムの 開催 とな りま した。

シ ンポ ジウムは,好 評 裏 に終 了 し,そ の成

果 は報告 書 に反 映 しま した。 なお,シ ンポ ジ

ウムの 内容 は,次 の通 りです。

タイ トル:2010年 の超広域 分散 コ ンピュー テ

ィングを目指 して

<6月26日(金)11:00～17:30>

1)開 会の辞 早稲 田大学 村 岡洋 一

2)基 調講演
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・Whereis"theIntemet"headed?

一一－FromWorkspacetoLivingSpace…

戸 田 巌 氏((株)富 士 通 研 究 所)

3)セ ッ シ ョ ン1招 待 講 演

・FutureNetworkingResearchIssues

TatsuyaSuda氏(カ リフォ}にア大 学 アーバ イン校)

4)セ ッ シ ョ ン2招 待 講 演

・GlobalDistributedComputinganditsImpacton

Bioinfo㎜atics

TanTinWee氏(シ ン ガ ポ ー ル 国 立 大 学)

5)セ ッ シ ョ ン3招 待 講 演

・ResourceManagementforUltra -Scale

ApplicationsonComputationalGrids

CarlKesselman氏(南 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学)

<6月27日(土)10:00～17:00>

Dセ ッシ ョン4招 待 講 演

・DistributedComputing
,Supercomputing,and

Java

GuySteele氏(サ ンマ イ ク ロ シス テ ム ズ)

2)セ ッ シ ョ ン5招 待 講 演

・Legion-AViewfrom50
,000Feet

AndrewGrimshaw氏(バ ー ジニ ア大 学)

3)パ ネ ル討 論

・2010年 の 超 広 域 分 散 コ ン ピュ ー テ ィ ン グ を

目指 して 一 日本 の研 究 者 は 何 をす れ ば よ い

か?一

モ デ レー タ 村 岡 洋 一(早 稲 田大 学)

パ ネ リス ト

AndrewGrimshaw氏(バ ー ジニ ア 大 学)

中 田 登 志 之 氏(日 本 電 気(株))

GuySteele氏(サ ンマ イ ク ロ シス テ ム ズ)

CarlKesselman氏(南 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学)

後 藤 滋樹 氏(早 稲 田大 学)

TanTinWee氏(シ ン ガ ポ ー ル 国 立 大 学)

TatsuyaSuda氏(カ リフォルニア大 学 アーバ イン校)

2.第 五 世 代 普 及 振 興 部 の 活 動

(D新 世代 知 的 ソ フ トウ ェ ア資 源 の 創造 と共

有 に関す る調査研 究

平 成9年 度 委 託 研 究 の 成 果 に つ い て は,

IFSと 同様 に拡大IFSと して,WWWホ 一一ームペ

ー ジに公 開 し
,以 前 の もの と同様 に広 く利 用

に供 してい ます。

また,平 成10年 度 委託研 究 の契約 が締結 し

た ので,提 案 書 の公 開 を行 い ま した。 なお,

今 年度 の委託研 究 の採択 テ ーマ は,次 の19件

です。()内:研 究代表 者,所 属

1)IFS日 本語(形 態 素)解 析 パ ッケー ジ ・配布

プロ ジェ ク ト(佐野 洋,東 京外 語大 学)

2)KL1の ス レッ ド実行 の高 速化(中 島 浩,

豊橋 技術 科学大 学)

3)Java-MGTPと 高 度推 論 機 構 の 開発(長 谷

川 隆三,九 州大学)

4)帰 納論 理 プ ログ ラ ミングに よるデ ー タマ

イニ ングエ ンジ ンDatagolの 研 究 開発(古

川 康 一,慶 雁 義塾大 学)

5)klicの 視 覚 的 イ ン ター フェ ー ス(klicl/

klic)とJavaの メ ッセ ー ジイ ン ター フ ェs-一一

ス(田 中 二郎,筑 波 大学)

6)集 合 制 約 ソルバ ー(佐 藤 洋 祐,立 命館 大

学)

7)ゴ ー ルに依存 した抽 象化 を用 い た法 的推

論 シス テ ムの開発(角 田 篤 泰,北 大 法 学

部 講師)

8)学 習 機構 内蔵型 プ ログラ ミングシス テム

PRISM(佐 藤 泰介,東 京工 業大学)

9)制 約 処理系 を利用 した図形 描 画 シス テム

(五十 嵐 健 夫,東 京大 学)

10)DJ:Javaに 基づ く制 約言語 とシス テム(周

能法,九 州 工業大 学)

11)並 列 ビ ジ ュ ア ル プ ロ グ ラ ミン グ環 境

KLIEGの 使 用性 の 向上(柴 山 悦 哉,東 京
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工 業 大 学)

12)協 調 ロ ボ ッ トプ ロ グ ラ ミ ン グ 言 語/シ

ス テ ム の 開 発(溝 口 文 雄,東 京 理 科 大 学)

13)KL1プ ロ グ ラ ム 静 的 解 析 系(上 田 和 紀,

早 稲 田大 学)

14)KLIC第3版:KLICへ の 世代 方 式 ガ ー ベ

ジ コ レ ク タの 導 入(近 山 隆,東 京 大 学)

15)最 尤 法 を用 い た分 子 進 化 系 統 樹 作 成 プ

ロ グ ラ ムDeepforest(斎 藤 成 也,国 立 遺

伝 学 研 究 所)

16)階 層 連 立1次 方 程 式 の た め の 効 率 的 制

約 解 消 系 の 改 良 と移 植(松 岡 聡,東 京 工

業 大 学)

17)ApplyingConstraintLogicProgramming

LanguagesforModellingMulti-objective

DecisionMakingunderUncertainty(John

Darlington,ImperialCollege(英))

18)DistributedConstraintSolvingfor

FunctionalLogicProgramming(Bruno

Buchberger,RISCLinz(オ ー ス トリア))

19)WEB-KLICsoftware(EnricoPontelli,

NewMexicoStateUniversity,U.S.A.)

(2)第 五 世代 コ ンピュ ー タ研 究 開発 成 果 の普 及

1)IFSの 維 持 改 良 お よ び公 開

第 五 世 代 普 及振 興 部 で は,平 成7年 以

来,第 五 世代 コ ン ピ ュー タプ ロ ジ ェ ク ト

お よび,そ の後 継 プ ロ ジ ェ ク トで 開 発 さ

れ た無 償 公 開 ソ フ トウ ェ ア(IFS)の 公 開

を行 な っ て い ます が,平 成10年7月 末 に

お け るIFSの ア ク セ ス 件 数 の 累 計 は,約

48,600件 とな りま した 。

ま た,今 年 度 はIFSの ベ ー ス と な っ て

い る並 列 論 理 型言 語KLIをUNIX上 で稼

働 で きる様 に開発 したKLICの さ らな る

普 及の ため に,Windows版 のKLICの 開

発 を行 な う と と もに,ド キ ュ メ ン トの

整備 やKLIC自 習 書 の作 成 もな って い ま

す。

この他,並 列 デー タベ ース管理 シス テ

ムKappaの 「イ ンス トール説 明書 」,「利

用 者 マニ ュアル」等 の ドキ ュメ ン トの整

備 も行 なってい ます 。

2)IFSの 普及広 報活動

第五世代 コ ンピュー タプ ロジェ ク トの

成 果 の普 及事業 の もう一本 の柱 と して今

年 度 は,INAP98(Prolog国 際 会議)に お い

てKLICセ ッシ ョンを設 けKLICの 普 及 に

努 め ま した。

ま た,昨 年 に 引 続 き 今 年 度 も

「'98KLICプ ログ ラ ミング ・コンテス ト」

を主催 し,国 内外 か ら広 く参加者 を募 る

ため,雑 誌(ビ ッ ト,情 報処理 学界誌),

イ ンター ネ ッ ト等 で広 告 しま した。

その結果,当 コンテス トへ の応募 者 は,

100人(内,海 外3人)が エ ン トリー して

い ます。

なお,今 年 度 は以下 の3コ ースで コ ンテ ス

トを実 施 し,12月 上旬 に受賞者 が決 る予 定 に

な って い ます。

・エ ン トリ ・コー ス

:課 題 「ライッアウ トゲームを作 ろ う」

・ス ピー ド ・コー ス

:課 題 「ス ケル トン ・コンテス ト」

・ア イデ ア ・コース:自 由部 門

一98一
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平成11年 度 春期 情報処理技術者試験実施のお知らせ

平成11年 度春期 試験 を,次 の とお り実施 す る予 定 です。初級 シス テム ア ドミニス ト

レー タ試 験が,春 期 ・秋期 の年2回 実施 され るこ とにな りま した。

受験 を希 望 され る方 は,試 験案 内書 ・願書 を取 り寄 せ て,手 続 を して くだ さい。

1.試 験 の 区 分 お よび 受 験 資 格

・プ ロジェ ク トマ ネー ジャ試験

・シス テム運用 管理 エ ンジニア試 験

・プ ロダクシ ョンエ ンジニ ア試験

・デー ターベ ース スペ シャ リス ト試験

・マイ コ ン応用 システムエ ンジニ ア試験

・第一種情 報処 理技術 者試験

・第二種情 報処理技術 者試験

・初級 シス テムア ドミニス トレー タ試験

平成11年4月1日 現在27歳 以上

平成ll年4月1日 現在25歳 以上

制限な し

制限な し

制限な し

制限なし

制限なし

制限な し

2.試 験 日

平成11年4月18日(日)

3.案 内書 ・願 書 の 配布 及 び 受付 期 間

平成11年1月5日(火)～ 平成11年2月5日(金)

4.受 験 料

5,100円

5.試 験地

全国57か 所

6.案 内書 ・願 書 の配布 場所

情報処理技術者試験 センター各支部(電 話番号は次 のとお りです)

北海道支部

関東支部

近畿支部

四国支部

沖縄支部

011-727-8556

03-・3436-1321

06-946-6301

087-826-6464

098-862-2137

東北支部

中部支部

中国支部

九州支部

022-227-0901

052-261・ ・6818

082-221-4505

092-472-4575

通商産業大臣指定試験機関

匝劃隠滅理蒜竃鍵野舞
〒105-OOO1東 京 都港 区虎 ノ門1-16-4ア ーバ ン虎 ノ門 ビル8階

電 話(03)3591-0421(代 表)FAX(03)3591-0428
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改訂版システム監査Q&A110
[=======================コ 発行(財)日 本情報処理開発協会

改訂版システム監査Q&AlIOは 、通商産業省

が改訂 したシステム監査基準に基づき、システム

監査をめ ぐる数多くの項目の中から重要な110

をピックア ップし、これらを質問の形に整理 し、

個々の問題点に検討を加え、それに対する回答を

具体的にわかりやすく解説 したものです。

当協会では、本書を 「改訂版システム監査基準

解説書」の姉妹本として位置づけ、この2冊 によ

りシステム監査の導入、実施を円滑に進めるにあ

たっての絶好のガイ ドとなるものであり、システ

ム監査の理解とシステム監査導入、実施上の問題

点が解決できるものと確信する次第です。

1.本 書は、システム監査に関する重要な110の

質問について解説し、回答するものです。

2.本 書は、改訂版システム監査基準解説書の姉

妹本として位置づけています。

3.本 書の利用に当たっては、次のことに留意 し

てください。

(1)質 問は、その内容により大別 して次のよ

うに分類 ・整理しています。

システム監査の基本的事項(15問)
・システム監査の準備 ・計画(11問)

・企画業務の監査(12問)

・開発業務の監査(12問)

・運用業務の監査(32問)

・保守業務の監査(4問)

・共通業務の監査(17問)

・ドキュメン ト管理(3問)

・進捗管理(2問)

・要員管理(4問)

・外部委託(4問)

・災害対策(4問)

・システム監査報告書(7間)

(2)各 質問ごとに独立 して回答をとりまとめ

ています。多少の重複がありますが、他ペ
ージを参照 しなくてよいように、そのまま

としました。

(3)付 属資料として、システム監査人が作成

すべき ドキュメン トの様式例および(財)日

本情報処理開発協会が作成したシステム監

査規程(モ デル)を 掲載 しています。

システム監査Q&AllO

敢日本情報処理開発協会

【内 容 ・目次 】

1.シ ステム監査の基本的事項

1.シ ステム監査とは何か

2.シ ステム監査をめぐる人、組織、制度

3.シ ステム監査基準の基本的理解

H.シ ステム監査の準備 ・計画

1.シ ステム監査の導入準備

2,監 査計画

3,監 査実施

皿.企 画業務の監査

IV.開 発業務の監査

V.運 用業務の監査

1.コ ンピュータセンタの設備

2.運 用管理

3.EUC

4.シ ステム環境の変化とシステム監査の対応

5.ネ ットワーク管理

VI.保 守業務の監査

W.共 通業務の監査

1.ド キュメン ト管理

2.進 捗管理

3.要 員管理

4.外 部委託

5.災 害対策

W.シ ステム監査報告書

*参 考資料としてシステム監査関連の基準、規則等

を末尾に収録しています

【価格 】

一 般3
,700円/会 員2,960円(税 別・送料別)

B5判 、 カバー付 、364ペ ー ジ

、r

【申し込み先】 藩 急購 処理開発協会 隠 隠 ㌶ 灘jp● .

※会員 とは、当協会の賛助会員をいい ます。

※全国の政府刊行物 サービスセンターおよび政府刊行物サー ビスステーシ ョンで もお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

改訂版システム監査基準解説書
1監 修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

システム随 基準解混書

情報システムは、従来のメインフレーム

を中心とする集中処理型のシステムから、

クライアントサーバーのような分散処理型

のシステムへ変化するとともに、オープン

なコンピュータネットワークの世界的な広

まりへと進展しています。

このような情報化の環境変化にともない

通商産業省では昭和60年1月 に策定 ・公

表されたシステム監査基準を平成8年1月

30日 に全面的に見直 しを行い 「改訂シス

テム監査基準」を公表いたしました。

改訂の主なポイン トは、ダウンサイジン

グ、ネットワーク化等情報化環境の変化へ

の対応、阪神 ・淡路大震災を踏まえた地震

対策の強化、国際化への対応等となってい

ます。

全体構成は、総括的事項を示した 「一般

基準」、システム監査の具体的内容を示し

た 「実施基準」、監査結果の取りまとめ事

項を示した 「報告基準」の3基 準で旧基準

と変 りはありませんが、一般基準9項 目、

実施基準191項 目、報告基準8項 目の合わ

せて208項 目(旧 基準は127項 目)と 今

回の改訂により大幅な増強 ・増補がなされ

ています。

本書は、「改訂システム監査基準」を詳

細に解説したもので、基準の改訂に合わせ

て全面改訂を行いました。

【目次】

Lシ ステム監査基準

■碑 ■■■葉■■■田蹴和睦
鋸 ■日本田田蹴 魔協会

2、システム監査基準の解説

3.一 般基準

4.実 施基準

(1)企画業務

(2)開発業務

(3)運用業務

(4)保守業務

(5)共通業務

① ドキュメン ト管理

②進捗管理

③要員管理

④外部委託

⑤災害対策

5.報 告基準

〈参考〉

・情報システム安全対策基準

コンピュータウイルス対策基準

ソフ トウェア管理ガイ ドライン

コンピュータ不正アクセス対策基準

【価 格 】

一般4
,000円/会 員3,200円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバ ー付 、496ペ ー ジ

【申 し込み先1
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or、jp

※会員 とは、当協会の賛助 会員をいいます。

※全国の政府刊行物 サービスセンターおよび政府刊行物 サービスステーシ ョンでもお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

コンピュータ不正アクセス対策基準解説書
〔======================二=コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

近年インターネットの普及と拡大が進む

につれ、セキュリティの重要性が注目され

いています。

特に、他人のコンピュータにネットワー

クを介して侵入し、データの改ざんや破壊、

不正な利用等を行う不正アクセスに対する

認識が高まっています。米国では、すでに

不正アクセスが社会問題化していますが、

最近わが国でも不正アクセスの被害が起き

始め、その対応への取り組みが始まりつつ

あります。

こうした状況から通商産業省では、不正

アクセスによる被害の予防や発見および復

旧ならびに拡大および再発防止について、

企業等の組織および個人が実行すべきポイ

ン トをガイ ドラインとして取りまとめ、平

成8年8月8日 に 「コンピュータ不正アク

セス対策基準」を策定 ・公表いたしました。

本書は、基準全体の構成に沿い 「システ

ムユーザ基準」、「システム管理者基準」、

「ネットワークサービス事業者基準」、「ハ
ー ドウェア ・ソフトウェア供給者基準」の

全136項 目について詳細に解説 したもの

です。

【目次】

鴇謙 認

1.コ ンピュータ不正アクセス対策基準

2.コ ンピュータ不正アクセス対策基準の解説

3.シ ステムユーザ基準

4,シ ステム管理者基準

5.ネ ッ トワー クサー ビス事業者基準

6.ハ ー ドウェア ・ソフ トウ ェア供給者基準

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届出先)

・情報システム安全対策基準

・システム監査基準

・コンピュータウイルス対策基準

・ソフ トウェア管理ガイ ドライン

【価 格 】

一般3
,000円/会 員2,400円(税 別 ・送料別)

B5判 、 カバー付、294ペ ー ジ

【申 し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipdec.or,jp

`
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※会員とは、当協会の賛助会員をいい ます。

※全国の政府刊行物 サービスセ ンターおよび政府刊行物サービスステーシ ョンで もお求めいただ けます。
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■好評基準解説書シリーズ

改訂版コンピュータウイルス対策基準解説圭
[========================コ 監修 通商産業省

■
発行(財)日 本情報処理開発協会

情報化社会の進展は、私たちに様々な恩

恵をもたらす一方で、コンピュータウイルス

という新たな社会問題を生み出しました。

通商産業省では、平成2年4月10日 「コ

ンピュータウイルス対策基準」を告示(第

139号)し てから今日まで、コンピュータウ

イルス対策の指導に取り組んできました。

この間、情報システムを取り巻く環境は

ネットワーク化の進展とも相まって著しい

変化を遂げています。そのため、通商産業

省では同基準を情報システムの現状に即し

た内容とするため全面的に見直 しを行い、

平成7年7月 に 「改訂コンピュータウイル

ス対策基準」を公表いたしました。

トシ　シや いド いメ ロ い いし

当 、

/・ バ 噺
● 嘱' ・ 声

声」'

"篭

【目次】

1.コ ンピュータウイルス対策基準

本書は、基準全体の構成 に沿い、「シス2・ コンピュータウイルス対策基準の解説
解説についての留意点テムユーザ基準」、「システム管理者基準」、
(Dシ ステムユーザ基準「ソフ トウェア供 給者基準」

、 「ネ ッ トワー(2)シ ステム管理者基準

ク事業者基準」、「システムサービス事業者(3)ソ フ トウ
エア供給者基準基準」の全10

4項 目について詳細に解説(4)ネ
ッ トワーク事業者基準

したものです。(5)シ ステムサー ビス事業者基準

3.コ ンピュータウイルスの概要

〈参考〉
・通商産業大臣が指定 した者(届 出先)

【価格】

一般2
,500円/会 員2,000円(税 別 ・送料別)

B5判 、カバー付 、206ペ ー ジ

/一 、

財団法人 日本情報処理開発協会FAX:03-3432-9389【申 し込 み 先 】

調査部 普及振興課E-mai1:fukyu@∬pdec.or.jpS.'ノ
※会員 とは、当協 会の賛助会員 をいいます。

※全国の政府刊行物 サー ビスセンターおよび政府刊行物サービスステーシ ョンで もお求めいただけます。



産 業 情 報 化 推 進 セ ンタ ー(CII)発 行 図書 の ご案 内

産素ど傭翻 是新号 儲37号:1998卑9目 嘉行戊

縛鳥:エ レクb口=ッ クコマース 《EC:磨 子商取引♪の国際展開
《ED∬フォーラム1998全 講演記録擢菰戊

本書 は、平成10年7月10日 に開催 されたEDIフ ォー ラム1998「 エ レク トロニ ックコマv・一白ス(EC:電 子商取

引)の 国際展 開」 の全講演記録を収録 してお ります。収録 講演 は、1)通 商産業 省にお ける電子商取引

(EC)へ の取 り組み、2)デ ジタル経済 と電子マネー 、3)自 動車産業 にお けるCALS/EDIの 国際潮 流、4)

貿易金融EDIプ ロジェク ト(EDEN)の4つ です。その他 、産業情報化 推進 セ ンターの活動概要 を紹介 して

お ります。

ビiジネ2プ ロbコ ルの調査研究報告書
・21世 紀のED∬ ・1"'

本書は、21世 紀に向けて整備 と拡張が進むCII標 準 につ いて 、平成9年 度に産業情報化 推進セ ンターが実

施 した事業の成果 をと りまとめた ものです。1)シ ンタ ックスル ール のJIS化 、2)請 求支 払EDIの 運用実

験 、3)EDI海 外接続 の調査研究、4)中 小企業 向けEDIシ ステムの開発 、の4テ ーマ につ いて報告 していま

す。

EDIで 寅揚ずるネiybワ ーク ・ビジネス社会
'経 営者、ビジネス マンのためのEDIi誌 粛

本書は、EDIを 多 くの方 にご理解頂 くた めに、 「EDI読本」 と してEDIの 基本的な解 説を平易に とりまと

めたものです。内容 は大 きく次の2つ に分かれています。 まず第1編 では、EDIが 必要とされ る背景 とその

効果 、EDIを 導入す る際の手順 、産業界のEDI化 の現状を説 明 します。第fi編 で は現状 のEDI標 準の大 きな

3つ の流れ、cII標 準(日 本)、uN/EDIFAcr(国 連)お よびANsIx12(米 国)に つ いて、データ交換 の詳

細な説明を して います。

<価 格 税 ・送料込みの価格です〉

「産業 と情報(第37号:1998年9月 発行)

特集:エ レク トロニ ックコマー ス(EC:電 子商取引)の 国際展 開」(EDIフ ォ…一・ラム1998講 演 記録)
一般価格:2 ,500円 会員価格:2,000円

H995「 ビジネス プロ トコルの調査研究報告 書 〈21世 紀のEDI-1-〉 」
一般価格:3 ,000円 会員価格:2,400円

H9-02rEDIで 実現す るネ ッ トワーク ・ビジネス社会 一経営者 、 ビジネ スマ ンのためのEDI読 本一 」
一般価格:1 ,800円 会員価格:1,500円

(会員とは、産業情報化推進センター(α1)の 会員、および(財)日 本情報処理開発協会(JIPDEC)の 賛助

会員をいいます。)

CII発 行 の 報 告 書 ・資 料 に つ い て は 、http:〃www.ecom.or.jp/jedicldoc/doc.htmを 参 照 して 下 さ い 。

EDI関 連 の研 修 会 に つ い て は 、http:〃www.ecom.or.jp/jedic/news/semi98.htmを 参 照 して 下 さ い 。
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〈 申込 ・問合 先 〉^

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協会 ・産 業 情 報 化 推 進 セ ンタ ー

〒105・0011東 京 都 港 区 芝 公 園3-5・8機 械 振 興 会館3F

電話03・3432-9386FAXO3.3432・9389

〈 お 申込 は 、FAXも し くは鋼1(kum蜘 動ipdec.or.jp)で 瀕 い いた し ます 〉

,一盛 撫 撒、晶=』 磁_、 繍 ・㌔㌦ 沖 ←巨ぷ 〃 建 山 誌 戦_適 滋 細 工_‥ 、 、..、



当協会への連絡窓口

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OO11)

機械振興会館内
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室
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部

部
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係

係

係
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船
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開

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431-4324
URL:http://www.jipdec.or.jp/

(コ ン ピ ュ ー タ緊 急 対 応 セ ン タ ー 事 務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URL:http://www.jPcert.onjp/

付属機関

中 央 情 報 教 育 研 究 所

東 京 都 江 東 区 青 海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531-0171(代 表)

FAX(03)5531-Ol70

URL:http://www.caitjipdec.o「.jp/

情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 虎 ノ 門1-16-4(〒105-OOOI)

ア ー バ ン虎 ノ 門 ビル8階TEL(03)3591-0421(イ £表)

FAX(03)3591-0428

URL:http://wvvw.jitec.jipdec.or.jp/

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

東 京 都 港 区芝 公 園3-5-8(〒105-OOI1)

機 械 振 興 会 館3階TEL(03)3432-9386(代 表)

FAX(03)3432-9389

URL:http://www.jipdec.o「.jp/cii/cii .htm

(電子商取引実証推進協語会事務局)

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階 TEL(03)553]-0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

URL:http://www、ecom.o「.jp/

企 業 間 電 子 商 取 引 推 進 機 構

東 京 都 江 東 区 青 海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500--3660

URL:http://www.jecalsjipdec.o「.jp/

先 端 情 報 技 術 研 究 所

東 京 都 港 区 芝2-3-3(〒105-OO|4)

芝東 京 海上 ビル デ ィ ング2階TEL(03)34S6--2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URL:http://wWW.iCOt.or.jp/AITEC/HomePage-,」.htmi
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郵 便 番 号105-0011電 話03(3432)9381

URL:http://www.jipdec.or.jp/
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トピ ゥク ス
3糟 酬 鵜 這鍋賛 懇意採雪饗漂(ケる欄 処理鯛 の現状

一 ▲

砦 轡 凝 理 縦X剛OII醜 業(ドラ川 の燗 について

驚 新 繭幕 、 ●情報の一覧

行 事

当協会釣裾裏

窟 情報fヒ基盤整備の↓足樵
●†魯$磁ヒ8加y】、惰奪日「ヒ施策〔c閲するi胃査研究

●憤ま副ヒに関する普及啓蒙、国際交流

鋪 ∬覧ヨミ1昏華屋∫ヒの推i簾
(電子デ塙タ交換)の 推追

●消費者一企業間EC(電 子商取引)の 推進
●食素間EC(電 子商取弓1)の推進

却情報技術筒発の促進

●1餅G技術開発に関す露髄 研究
およびlFSの 着及

●公共情報シスデム等の開発 ・運用、技術支援

蛸」前田化人材の育成
●高度 情報処理技術者箸の養成
●情報処理技術者き問責の実施

●重責88iヒ月日鼎行事
●講演会 ・シンポジウム等
●研修議座
●当協会が後撮 ・協賛する行事

●定期刊行物
●一般刊行物
●報告書(平 成9年度}
●カリキュラム ・午キス ト

●緒織の概要
●活動の概要
●理事 ・評議買 ・監事 ・1燗

●事務局組織および所在地
●会員制度のご案内

爵 当協会の付 属糊 詞の ホ …』ム'"'・
●中 央情 報教1笥研究所(CAIT)

●金葉間電子商取引推進機楕(JECALS)

●先緒情報技術研究所(19TE".)
●情報処理技術者試験 センター(JITEC)

頴 当協会が事務局藁務を行う絹織の
ホ…ムペ…ジ

●EDI推i錘H軽装会(Ml)!C)
●電子商取引実証推進協議会(ECOM)
●認証実用化実験協議会(ICAT)
●コンピュータ緊急対応センタP(JPCERTtCC)

周 当協 会 が行 うプ ロジェ ク}の
ホ ・・一ム/・:一・ジ

●産 勾首ぎ研究開発=1ミ ュニテ ィ

●)矢世代 電子{図書鈍1シス デム

■鏑 産業省†書類罰ヒ園適諺文策

♂
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